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序

環太平洋経済圏は、昨年のアジア太平洋経済協力閣僚会議(APEC)に続い

て、米加自由貿易協定及び米呈自由貿易協定の締結へと重大な進展を見た。そ

れに伴って、現実の国際協調のプロセスの説明に新しい理論的・実証的分析手

法の必要性がますます高まっている。かつて発展途上国の経済統合を伝統的国

際貿易理論、特に関税同盟理論による静態的な厚生分析によって説明しようと

して失敗し、結局は発展途上国の経済発展の潜在的可能性との関連で考察され

るべきことが明らかになったことが想起される。

国際協調についても同様であって、近年盛んに行われつつあるオープン・マ

クロ的経済協調政策の議論は､各国の経済発展という視点を欠き、また各地域・

各国の特殊的条件への配慮も十分とはいえない。他方、経済発展論の視点は、

各国の歴史的・制度的特徴や資源賦存条件の分析に重点が置かれているが、国

際的相互依存に関する配慮が不十分である。

これらの問題意識のもとに、当研究所の国際比較経済部門は昭和61年度から

学内外の協力を得て「国際比較経済専門委員会」（現国際比較経済研究部会）

を組織し、その共同研究プロジェクトの一環としてダイナミックな発展を遂げ

げつつある環太平洋地域における国際協調と経済発展との関係を明らかにしよ

うと努めてきた。その際、ダイナミックなかつ相互依存性を考慮したマクロ経

済モデルを構築し、それに基づく計量分析によって実態を明らかにするほか、

環太平洋地域の産業、貿易、金融、直接投資、累積債務などについてのミクロ

レベルの分析によってマクロモデルを補強することとした。

本書はこれらの研究の中間報告であり、また極く一部ではあるが未整理の分

を残しているので完全な研究体系をなすものでないが、上記の問題意識は十分

活かされていると思う。

本研究は平成元年度、平成2年度の文部省科学研究費補助金の交付を受けた

ものであることを付記して謝意を表したい。

最後になったが、本書の出版にいたるまでの過程で我々の研究を側面から手

助けして下きった経済経営研究所研究助成室の皆様にお礼を申し上げたい。

1991年7月

西向 嘉昭

’
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第1章 世界経済の成長・発展の2部門分析

1 序

経済成長の過程における部門間の相互依存関係を分析するための最も単純な

モデルとして「2部門モデル」がある。最もよく用いられる2部門モデルに2

つのタイプのものがある。1つは「資本財部門」と「消費財部門」から成る2
（l

部門モデルであり､発展した工業諸国の経済を念頭においたモデルといえよう。

もう1つは「農業部門」と「工業部門」から成る2部門モデルであり、発展し

つつある経済の長期的な成長と発展を分析の対象とするモデルであるといえよ

､I2)
つ。

発展した工業経済では、総生産または総雇用に占める農業部門の比重がきわ

めて小さいので、そのような経済を考察の対象とするモデルでは、農業部門が

独立した1つの部門として明示的に取り扱われないことが多い。しかし、発展

した工業諸国が「閉鎖体系」であるということは現実にほとんどあり得ない。

それらの諸国は外国との貿易を行っている「開放体系」であり、農産物やその

他の1次産品の多くは他国（特に発展しつつある諸国）から輸入されている。

この意味では、「全体としての世界経済」を除いては閉鎖体系は存在しないと

えよう。そして、経済のメカニズムの真に重要な側面を把握するためには、出

発点として、統一体としての世界経済の重要な諸特徴を組み込んだモデルを構

成しなければならない。その場合、世界経済は一次産品（食糧および原材料）

生産部門と二次産品（工業製品）生産部門の2部門から成るものと考えるのが
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第一次接近としてよりよい方法であると思われる。

カルドア(N. Kaldor)は、第2次大戦後から1 960年代末までの世界的な高

度成長と、引続き1970年代に入ってから石油危機を契機として起こった世界的

スタグフレーションを理解するためには、上述のように世界経済を一次部門と
（3）

工業部門の2部門に分割したモデルで分析を行うのが適当であるとしている。

そしてそのような2部門分割の考え方にもとづいてさまざまな興味深い議論を

展開している。しかし彼のモデルは厳密な形で定式化されたものではない。本

稿は、カルドアのモデルの一つの定式化を試み、彼の考え方に沿った世界経済

の成長・発展の一般的なモデルを展開することを目的とするものである。

ルイス(A. Lewis, 1954)、ジヨーケンソン(D Jorgenson, 1969)、フエイ

ーレイニス0. Fei and G. Ranis, 1964)などによって展開された伝統的な経

済発展のモデルは、一国の経済を対象としたものであるが、農業部門と工業部

門への2部門分割を行っている点ではわれわれモデルと共通である。しかし、

それらのモデルは基本的に供給側を重視した古典派的ないし新古典派的モデル

である。農業部門の産出水準が工業部門の産出物への需要を決定し、逆に工業

部門の産出水準が農業部門の産出物への需要を決定するといった、需要面での

両部門の相互依存関係は考慮されていない。したがって両部門の産出物に対す

る需要と供給の均衡をもたらすメカニズムとしての交易条件の役割について明

示的な取り扱いがなされていない。また、工業部門の成長は資本の不足によっ
（4）

てのみ制約されるとの仮定がおかれている。

本稿で展開される世界経済の成長モデルでは、伝統的な経済発展モデルの以

上のような欠点を克服して、一次産品の主たる産出国としての発展途上国と工

業製品の主たる産出国としての先進国との成長過程での相互依存関係を分析し

ようとするものである。本稿の構成は次の通りである。第2節では、一次部門

と工業部門の性格の相違を明確にすることを通じて、そうした2部門分割モデ

ルの意義を論じる。第3節では、モデルの個々の構成要素について詳しい説明

を行う。第4節では、工業部門の一次産品に対する需要関数の性質を論じ、そ
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れが工業製品の生産工程における原材料と他の生産要素との代替弾力性と密接

な関係をもつことを明らかにする。第5節では、完結した2部門成長モデルを

提示する。第6節では、モデルの短期均衡の分析を通じて、交易条件と産出量

の決定を明らかにする。第7節では、モデルの長期均衡の分析を通じて、各部

門の技術進歩と交易条件の関係を明らかにする。第8節では、体系が長期均衡

から離れた場合にどのような運動を行うかを分析することを通じて、長期循環

の生じる可能性を指摘し、循環過程での交易条件の動きを明らかにする。第9

節では、モデル分析から得られた結論を要約する。

2 －次部門と工業部門

一次部門と工業部門はいくつかの点で性格を異にする。本節では両部門の性

格の違いを明確にし、そのことを通じて、一次部門と工業部門へ部門分割した

モデルが世界経済の成長・発展の分析においてどのような意味をもつかを考え

てみよう。

まず第一点として、一次産品と工業製品の生産における技術上の相違を挙げ

ることができる。一次産品の生産には「土地」（ここでは自然資源一般を含む

広義の意味に用いる）は不可欠の要素であるのに対し、工業製品の生産におい

ては「土地」の生産要素としての役割は比較的小さく、理論的な単純化のため

にはそれを無視しても差し支えない。工業生産は、一次部門で生産された基礎

的原材料を労働や機械の助けを借りて完成品とへ加工する過程として位置づけ

られるのである。一次部門では、土地の供給が固定的で利用可能な技術が所与

である場合、資本と労働の増加に対して産出が比例以下にしか増加しない局面

に早晩達する。すなわち、リカード等の古典派経済学者が重視した「収穫逓減

の法則」が成り立つのである。収穫逓減への傾向は、繰返し起こる技術進歩に

よって阻止されるものの、潜在的には厳然として存在しており、時として顕在

化する。このように固定的要素である「土地」が存在するため、一次部門の生
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産は土地の生産性によって制約され、労働の生産性の制約は支配的ではない。

労働はもちろん不可欠の生産要素であるけれども、所与の土地が効率的に使用

される場合に雇用されるべき労働よりも利用可能な労働の方が常に多いので

（過剰労働供給)，労働が生産を制約する要素とはならないのである。これに

対して工業部門では、固定的要素としての土地は重要な役割を演じないので、

規模に関して収穫不変となるか、あるいは大規模生産の利益によって収穫逓増

となる場合さえある。工業部門の成長に対して上限を画するのは労働の完全雇

用である。したがって、一次部門における土地の制約と工業部門における労働

の制約のうち最初にぶつかる制約が世界経済の成長の実効的な制約となる。

第二点として､一次産品と工業製品の価格形成の相違を挙げることができる。

一次産品の市場は概して競争的であり、その価格は市場における需要と供給に

よって決定される。短期的には供給は非弾力的であり、需要の増加率が生産性

の伸び率を上回るならば価格は急速に上昇する。これに対して工業製品の市場

では､生産の多くは大企業によって行われ､その価格はコストに一定の利潤マー

ジンを付加する方式で生産者自身によって決定される。企業の生産はきわめて

弾力的であると同時に、短期的な需要の変動には在庫の調整によって対応がな

される。したがって、価格は需要の変動にはほとんど反応せず、主としてコス

トの変化に応じて変化する。一次産品の価格は工業生産のコストに含まれるか

ら、一次産品価格の上昇は工業製品の価格に波及し、一般的な物価上昇につな

がる場合がある。このような一次産品と工業製品の価格形成の相違を考慮する

ことは、世界的なインフレやデフレを論じる場合や、一次産品と工業製品の交

易条件の決定や変動を考える場合に重要である。

第三点として、一次産品の多くが発展途上国によって生産され、工業製品の

多くが先進工業国によって生産されているという点が、世界経済の成長・発展

を考える場合の重要な事実として挙げられる。先進諸国のなかには一次産品を

生産し輸出している国もあるし、発展途上国のなかにも工業製品を生産し輸出

している国もあることは事実である。したがって、一次部門と発展途上国、工
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業部門と先進国をそれぞれ同義とみなすのは正確ではない。しかし、多くの一

次産品については、その大部分が発展途上国から先進国へ輸出され、また多く

の工業製品についてはその逆となっている。それ故、一次部門と発展途上国、

工業部門と先進国をそれぞれ関連づけることは､第一次接近として許されよう。

そうすると、一次産品の工業製品に対する交易条件は、発展途上国と先進国の

相対的な成長や所得分配に影響を及ぼす重要な変数とみなすことができよう。

われわれの2部門モデルによる分析は、いわゆる「南北問題」の一側面に光を

当てるものとなり得るのである。

以上のような観点から、われわれは一次部門と工業部門へ2部門分割したモ

デルにもとづいて世界経済の成長・発展を考察するのが有意義であると考え、

本稿において一つの試論を展開する。

3 モデルの構成

前節で述べたように、世界経済は一次産品生産部門と工業製品生産部門の2

部門から成るものとし、サービスを生産する三次部門は無視することにする。

まず、一次部門は農業（林業および漁業も含む）および鉱業から成るが、こ

れらの産業の生産活動は自然資源が決定的に重要な役割を演じるという意味で

広義の「土地」に基礎を置いた活動であるといえる。したがって、一次部門の

生産は、労働、資本および土地に依存し、一般的に次のような関数で表わされ

る。

Y}=F(jv1, K,, L;T,) (1)

ここで、Y1=一次産品の産出量、Ⅳl==一次部門の雇用量、KI=一次部門の

資本ストック、L=一次部門の土地の存在量、そしてT1は一次部門の技術水

準を表わしている。以下では分析が必要以上に複雑になるのを避けるため、し

かし議論の本質は失われないように注意しながら、上の生産関数は次のように

特定化しよう。
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Y]=F(K,,A1L) (2.a)

N, = K,/B, (2.b)

ここで、A1=土地の能率係数、BI=労働の能率係数である。(2.b)式は、

労働の投入が資本ストックに対して固定比率で行われること、したがってそれ
（5）

らを合成投入物として取り扱うことができることを表わしている。したがって、

(2.a)式に表わされているように、一次産品の産出量は直接的には資本ス

トックと土地の投入量の関数として表わされる。A1の増大は、土地の増大と
（6）

同じ効果をもつので、「土地増大的技術進歩」と呼ぶことにする。同様にBlの

増大は､労働の増大と同じ効果をもつので、「労働増大的技術進歩」と呼ばれる。

技術進歩はこれら2つのタイプの一方または両方によって表わされるものと仮

定する。

毎期生産される一次産品のうち、一部分は一次部門の内部で消費され、他の

部分は工業部門によって需要される。部門内の消費は労働の雇用量に比例する
（7）

ものと仮定しよう。そうすると、労働と資本の比率が固定しているとの仮定に

より、それは一次部門で用いられる資本ストックKlに比例することになる。

工業部門では、一次産品はすべて原材料として用いられるものと仮定しよう。

一次産品に対する工業部門の需要関数は後ほど厳密な形で導出されるけれとﾞ
（8）

も、差し当りここでは、それは工業部門の産出量Y2の増加関数であり、一次

産品の工業製品に対する交易条件9＝,,〃2の減少関数であると仮定する。そ

うすると一次産品市場の供給と需要の均衡を表わす式は

Y1=QK1+M(Y2, 9) (3)

となる。ここで、αは定数であり、工業部門の一次産品需要MはY2の増加関

数かつ9の減少関数である。一次産品の市場は競争的であり、同市場の需給均

衡は価格調整を通じて常に達成されるものと仮定する。
（9）

一次部門の工業製品に対する需要（すなわち輸入)Eは、一次部門が工業部

門への輸出によって獲得する収入によって多かれ少なかれ制約されるであろ

う。そこで、前者は後者に比例するものと仮定し、その比例定数をc1で表わ
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すことにしよう。しかし、各部門の経常収支はは必ずしも常に均衡しておらず、

不均衡の可能性はClが1と異なる場合によって考慮きれる。一次産品の工業
（】0）

部門への輸出の数量はM(Y2, 9)であり、それを工業製品のタームで表わす

と9M(Y2, 9)であるから

E=cl9M(Y2, 9) (4)

となる。cl=1のときには、一次部門の輸出による収入がすべて工業製品の輸

入のために支出きれていることになり、経常収支は均衡している。cl< 1なら

ば、その収入の一部が工業製品の輸入のために支出され、残りは外貨の形で保

有されるo cl>1ならば、輸出からの収入を超える輸入が行われていることに

なり、それには外貨の減少あるいは借り入れの増加が伴っている。長期平均的

にはcl=1となっていると考えられるが、短期的にはc,≠lの場合もあり得
（11）

るのである。

次に、一次部門の工業製品輸入のうちの一部は投資財として、残りは消費財

として輸入されるものと仮定する。投資財への支出性向をClf、消費財への支

出性向をCIcで表わすことにする。（当然、cli + clc = clである｡）一次部門で

行われる投資を11で表わすと、

11 =c1i9M(Y2, 9) (5)
（12）

となる。この投資は同部門における資本ストックの増加となるから、次式が成

り立つ。

K1 =I1 （6）

以上が一次部門の経済活動を表わす諸関係である。次に工業部門の活動につい

てみていくことにしよう。

工業部門の生産は、労働と資本を用いて原材料を完成品へと加工する過程で

ある。ここでは土地は重要な役割を果たさず、無視し得るものと仮定する。そ

うすると工業部門の産出量Y2は、労働投入量Ⅳ2，資本存在量K2、原材料投

入量Mおよび同部門の技術水準T2に依存して決まる。すなわち、工業部門の

生産関数は
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Y2=G(N2, K2, M;T2) (7)

である◎ここで、Mは工業部門による一次産品の輸入量に他ならない。前述

のように、工業部門では一次産品はすべて原材料として使われるものとする。

工業部門における技術進歩は「労働増大的」（あるいは「ハロッド中立的｣）で

あると仮定しよう。そうすると(7)式は

Y2=G(A2N2, K2, M) (8)

と書き表わされる。ここでA2は労働の能率係数であり、A2の増加は労働増大

的な技術進歩を意味する。この生産関数は労働、資本および原材料の投入量に

関して一次同次の関数であると仮定する。

次に、工業製品に対する需要は工業部門における消費需要C2と投資需要12、

および一次部門への輸出Eから成るものとする。消費需要は工業部門におけ

る可処分所得の一定割合に決まるものと仮定しよう。ここで可処分所得とは、

工業部門における粗産出量Y2から一次産品の実質購入額9Mを差し引いたも

のとして定義きれる。したがって消費関数は、

C2=c2(Y2-9M) (9)

となる。ここでc2は平均（かつ限界）消費性向であり、1より小さい定数で

ある。

投資の決定に関しては、資本ストック当りの投資12/K2が利潤率γと期待成

長率αに依存し、各々の増加関数であると仮定しよう。

12 = i2(γ α)K2,1r>0,iq>0 (10)

期待成長率αは企業の「血気」や工業部門における技術進歩の速度など長期的

な投資決定要因を反映するパラメターであるとする。他方、利潤率γは次のよ

うに定義される。

"2Y2 -""2－，1M
(11)γ三三

'2K2

前節で述べたように、工業製品の価格は主要費用（＝賃金費用十原材料費用）

に一定の利潤マージンを加えることによって決定きれる。売上・主要費用比率
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(=1+利潤マージン）を/』とすると、工業製品の価格は

，:=鯉卿N型武'〃
~

(12）

となる。この式を(11)式に代入すると、利潤率は次のように表わきれること

になる。

些
脇"-1

(13)γ＝＝
22
1

したがって利潤率は工業部門における産出係数Y2/K2の増加関数として一意

的に決まる。このことを考慮すると、投資関数(10)は次のように書きかえる

ことができる。

２
２

Ｙ
ＫI ｡ )K, (14)ﾉ2＝、2

ここでi2はY2/K2の増加関数である。

工業部門における総需要の第3の構成要素である輸出は、一次部門による工

業製品の輸入に他ならず、これは(4)式によって決まる。

以上より､工業製品の市場における供給と需要の均衡は次のように表わさる。

y2 = c2(Y2-9M)+ "(fIK q IK2 + c,9M
ﾉ

(15）

工業部門における投資は同部門における資本ストックの増分となるから、次

の式が成り立つ。

聖
Ｋ
Ｉ
Ｉ

" IK, (16）K2=j2

以上をまとめると、われわれのモデルは次の7つの方程式によって表わされ

る。

Y, =F(K1, A,L) (一次部門の生産関数) (17.a)

Y】=qK,+M (一次部門の需給均衡) (17.b)

K1 = c,j9M (一次部門の資本蓄積) (17°c)
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M=M(Y2, 9)

Y2 = G(A2N2, K2, M)

(工業部門の一次産品需要）

（工業部門の生産関数）

(17. d)

(17. e)

y:-[:o､f｡ .IK''
（工業部門の需給均衡）

K2=i2勝α)腿 （工業部門の資本蓄積）

(17. f)

(17. 9)

この体系によって決定される変数はYl, 9, K1, M, Y2, N2, K2の7つであり、

L, A1, A2,αは外生的に与えられる。

4 代替の弾力性と一次産品需要

前節のモデルにおいては、工業部門の一次産品に対する需要関数をM=M

(Y2, 9)としてアド・ホックに与えた。しかし、工業部門は一次産品を原材料

として需要するものと仮定されているのであるから、一次産品の需要関数は同

部門の生産活動に基礎をおいているはずである。本節の目的はこの点を考慮し
（13）

て、一次産品の需要関数を導出することである。

議論を明確にするため、工業部門の生産関数を特定化することにしよう。工

業部門の一次産品需要関数の性質は、同部門の生産関数における原材料と他の

生産要素との代替弾力性の大きさに依存すると予想される。この点に焦点を合

わせるため、原材料に関して分離可能な次のようなCES型の生産関数を用い

ることにしよう。

YZP= b lH(A2ﾉV2, K2)}_"+(1-6)M一′ （18）

ここで、Hは一次同次で準凹という通常の2要素生産関数の条件を満たす関数

とする。また、MとHとの代替弾力性をぴとすると、ぴ=(1 +P)-!である。

この生産関数のもとで、企業は利潤を最大にするように原材料の投入量を決

定するものとしよう。利潤〃は次のように定義される。

" = p2Y2-抑N2-plM (19)
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既に述べたように、企業は不完全競争市場にあって価格設定力をもつと想定さ

れているので、それが直面する期待需要曲線は右下りである。このことを考慮

すると、原材料の投入量に関する利潤最大化の条件は（19）式より、

'曾{1-÷)詩 (20)=p1

である。ここでワは期待需要の価格弾力性であり、一定と仮定する。ところが

(18)式より、

詩={'一‘)(器)'.’ (21)

である。この式を(20)式に代入し、ぴ=(1 +P)-]の関係を考慮して、M

に関して解くと、

M=晒一dy2

を得る。ただし

イワワ1
1日当ノ

|ワュ」 (1－‘)|~’M= (23）

であり、ワとびを一定と仮定すればMも一定となる。

かくして、工業部門における原材料の投入量あるいは一次産品の需要量は、

（22）式で示されるように、工業製品の産出量Y2の増加関数であり、一次産

品の交易条件9の減少関数である。そして一次産品需要の交易条件に関する弾

力性は、工業製品の生産工程における原材料の他要素に対する代替の弾力性ぴ

に等しい。また交易条件を一定とすれば、一次産品需要は工業製品の産出量に

比例する。結局、工業部門の一次産品需要関数は、一般に、

M =wI(9)Y2,柳'< O (24)

という形で表わされるのである。ここで、

－9加γ柳＝ぴ （25）

である。

さて、工業製品の生産過程において原材料の投入量が四式のように決まると
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すれば、工業部門の生産関数(18)は労働、資本および一次産品の交易条件の

関数として表わすことができる。すなわち、（22）式を（18）式に代入して整

理すると、生産関数は

Y2 = H(A2N2, K2)ﾉ(9) (26)

という形に書きかえられる。ただし

ぴ ぴ－1 d

ﾉ(9) =b・－] |1-(1-b)〃｡91－．|!-。 (27）

であり、したがって

ノ'(9)< O （28）

である。（26）式において、関数Hが一次同次であることを考慮して同式を書

きかえると、

差=伽階)ﾊ,’ （2,｝
となる。ここでhは増加関数である。かくして、工業部門の産出係数Y2/K2

は能率単位で測った労働・資本比率A2N2/K2の増加関数であり、一次産品の

交易条件9の減少関数となる。以下では、（29）式の表示をより簡略化し

Y2
fg=g(A:2, 91Kg-g(if'｡ ,)K2’9ノ

(30)

と表わすことにする。ここで

a "X/K,) > 0 ,-::<，
である。

5 完結した2部門成長モデル

前節で求められた工業部門の一次産品需要関数（24）と生産関数（30）を考

慮して、(17. a)～(17. 9)から成るモデルを再定式化しよう。その際、成



第1章 世界経済の成長・発展の2部門分析 13

長過程の分析が容易になるようにするため、諸変数を資本ストックで除し、比

率の形にしておく方が便利である。次のように記号を定めることにしよう。

yl = Y1/K1, y2 = Y2/K2, i] = 11/K1, 12 = I2/K2

j = AlL/K1, '@ = A2/V2/K2, " = K2/Kl

ここで、Jとれについては部門を示す添字を、記号の混乱の恐れがないので省

略している。また、能率単位で測った土地AlLは一定率で増加しているもの

と仮定し、その増加率を入で表わそう。すなわち

A= L/L+A,/A, (31)

である。

以上の記号を用い、（24）式と（30）式を考慮しながら(17. a)～(17. 9)

のモデルを書きかえると、次のようになる。

y, =/(ﾉ) (一次部門の生産関数) (32.a)

y,=q+"@(9)y2" (一次部門の需給均衡) (32.b)

i,= c,i9'" (9)y2" (一次部門の資本蓄積) (32.c)

y2=g(", 9) (工業部門の生産関数) (32.d)

y2 = C2 02- 9"' (9) }y2+ i2 (y2, q ) +C191W (9)y2

（工業部門の需給均衡) (32.e)

i2=j2(y2,@M) (工業部門の資本蓄積) (32.f)

h/h = 12- i, (部門比率の変化) (32.9)

J/J =八一il （土地・資本比率の変化) (32.h)

この体系によって決定される変数は、yl、01、y2、02，9，1，”、〃の8つの変数

である。

(32. a)は一次部門の生産関数であるが、この式は(17. a)の生産関数の

一次同次性の仮定より導き出される。(32. b)は一次部門の需給均衡式である。

ここで畑（9）は（24）式によりM/Y2に等しく、それは9の減少関数である。

(32. c )は一次部門の資本蓄積を表わす式である。(32. d)は工業部門の生

産部門の生産関数であり、これは前節で導出された（30)式に他ならない。（32.
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e)は工業部門の需給均衡式である。(32.f)は工業部門の資本蓄積を示す式

であり、同部門の投資関数に他ならない。(32. 9)は、両部門の資本ストック

の比率の時間を通ずる変化が両部門の蓄積率の相対的な大きさによって決まる

ことを示す式である。(32. h)は、一次部門における土地と資本の比率の時間

を通ずる変化を示す式であり、それが能率単位で測った土地の増加率と一次部

門の資本蓄積率との相対的な大きさに依存して決まることを示している。

このモデルにおいては、土地、人口および技術が外生的に与えられており、

これらが経済成長に対して上限を画することになる。ただし、一次部門では労

働供給は無限に弾力的に行われ、成長を制約する要因にはならないと仮定して

いる。一次部門の成長を制約するのは土地と技術である。新しい農地の開発や

鉱脈の発見は土地の増加を意味し、一次部門の生産能力を拡大する。また、土

地節約的な技術の導入も同様の効果をもつ。結局、能率単位で測った土地の成

長率入が一次部門の長期的成長の上限となる。

他方、工業部門の成長を制約するのは人口と技術である。工業部門の企業の

蓄積意欲が弱いときには、同部門の雇用量は完全雇用に達しないから、成長は

人口や技術の制約を受けず、むしろ需要の制約を受ける。しかし企業の蓄積意

欲が十分強いときには、完全雇用の天井に突き当るので、工業部門の成長は同

部門の人口の成長率と技術進歩率によって制約される。より正確にいうと、技

術進歩がハロッド中立的であるという仮定のもとでは、完全雇用を維持する成

長率は能率単位で測った労働供給の成長率に等しい。すなわち、工業部門にお

いける労働供給をⅣ2s、労働の能率係数をA2とすると、能率単位の労働供給

の成長率γは

γ= N 2s/"2s + A 2/A 2 （33）

である。

世界経済全体としての長期的成長は一次部門の成長に上限を画する能率単位

の土地の成長率と、工業部門の成長に上限を画する能率単位の労働供給の成長

率のうち低い方によって制約されることになる。上掲の(32. a)～(32. h)
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の体系においては、能率単位の土地の成長率入は(32. h)式に明示されてい

るが、能率単位の労働供給の成長率は明示されていない。このことは、工業部

門が完全雇用の制約を受けていないことを暗黙裡に仮定していることを意味す

る。工業部門が完全雇用の制約を受ける場合については稿を改めて論じる予定

である。

さて、上掲の(32. a)～(32. h)から成るモデルは次の4つの方程式に集

約することができる。

α+ '" (9)y2h =/(1) (33. a )

i2(y2, Q ) = I,( 1 -C2) + (C2-cl)9"' (9)ly2 (33. b)

ル=b[12(y2, cr)-11(y2, 9, #)] (33.c)

j =j[A-il(y2, 9, h)] (33. d)

ここで、

il (y2, 9, ") =cli9111 (9)y2" (34)

である。（33.a)は一次産品の需給均衡式であり、(33. b)は工業部門の需給

均衡式を投資・貯蓄の均衡式として表わしたものである。その次の2式はス

トック変数である〃とjの時間を通じての変化を示す式である。これらの4個

の方程式は、y2，9，〃、ノの4つの変数を含み完結している。これらの変数が

決まると、工業部門の雇用・資本比率〃が(32. d)式より決まる。次節以下

では、上の4個の方程式から成る体系を分析する。

6 交易条件と産出量の決定（短期均衡）

本節では、土地・資本・人口・技術が一定の短期において、一次産品の交易

条件や両部門の産出量がと今のように決まるかを検討する。形式的には、(33. a)

~ (33.d)の体系においてたおよびIを一定とした場合に、9およびy2がどの

ように決まるかの分析である。力とノを一定とすると、（33.a)と(33, b)の

2個の方程式はy2と9の2変数を含む完結したサブ．システムをなしている。



経済発展と環太平洋経済16

まずこのサブ・システムを検討することから始めよう。

〃とノがそれぞれ一定値鹿と『に与えられると、それに対応するy2と9の均

衡値y2*と9*が次の2式を満たす水準に決まる。

α十汎( 9* )y2蝋々=/(1) (35.a)

i2(y2*, ")= |(1 -C2)+(C2-c,)9*'M (9* )ly2* (35. b)

この体系の決定関係は次のように説明することができる。資本ストックと土

地が与えられると、一次産品の供給量は一定水準に決まる。一次部門の内部需

要も一定であるから、工業部門からの一次産品需要が一定となるように交易条

件9．が決まらねばならない。他方、工業部門の産出量y2*は、企業の蓄積意

欲αや両部門の消費性向Cl、c2、なと．の需要の強さを表わすパラメターの高さ

に応じて、工業産品の需給を均衡させる水準に決まる。実際には、9＊とy2*は

2つの方程式によって同時的に決定されるが、上のような解釈は体系の理解を
（14）

容易にする。

以上の短期均衡の安定条件を明らかにしておこう。上述のように、9＊の決

定を(35. a)式に、y*の決定を(35.b)式にそれぞれ対応させると、不均

衡のときの調整は次のような微分方程式によって表わすことができよう。

4= E,[[M+w@(9)y2"-/(ノ)] (36.a)

j2= e2[i2(y2, Q)-I(1-C2)+(C2-C1)9"'(9)ly2] (36.b)

この体系の安定条件を調べるため、次のようなヤコービアン行列を考える。

-a9 a9-

a9 ay2
（37）M1= 3j2 3jj

_a9 ay2_

この行列の各要素を計算すると、

一
片２

〃
鋤
ノ

汎ｌＥ

鋤一鉤 (38. a)

a9
ニ=E1肌〃

ay2
(38. b)
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ay2
= -e2(c2-c,)"I(1－ぴ)y2 （38.c)

a9

‐2- = . 2 |i2"2- ( 1 -c2) - (c2-c!)9"'I (3& d)
ay2

となる。ここで、

”'=三筈"‘"-器〃=一所
である。ぴは一次産品の需要の交易条件に関する弾力性であるが、既に第3節

で明らかにしたように、それは工業生産における一次産品の他要素に対する代

替弾力性に等しい。

以上より，短期均衡の安定条件を求めると次のようになる。

trM1= el畑，2h + e 2 1i2y2- ( 1 -c2) - (c2-c1)91"| < O (39. a )

detM, =- :･fy2…2-(1－鐘)| >0 (39. b)

(39. a)の条件が、各市場の調整速度を表わすElとE2のどのような値

に対しても成り立たなければならないとすれば、

j2y2- I( 1 -C2) + (C2-C1)9"'} < 0 (40)

が満たされなければならない。また、(39. b)の条件より、

j2y2- ( 1 -c2) < 0 (41)

が満たされなければならない。

(41)の条件が満たされるためには、工業部門における投資の産出量に対す

る反応係数が同部門の貯蓄性向を下回っていなければならない。換言すれば、

投資が短期的な需要の変動にはあまり強く反応せず、長期期待の状態に依存す

る度合が大きいことが必要である。企業が大規模化するにしたがって、この条

件はより満たされやすくなるであろう。もしこの条件が満たされなければ、短

期均衡は不安定となる。
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(40)の条件はと÷うであろうか。一見して明らかなように、もしCl≦c2であ

れば、(41)の条件が満たきれるとき(40)の条件も自動的に満たされる。逆に、

cl >c2であれば、(41)の条件が満たされても(40)の条件は満たされない可

能性がある。したがって，c2を一定すれば、安定条件はClが小さいほと満た

きれやすく、Clが大きいほと満たされにくくなる。これが意味するところを考

えてみよう。工業部門の産出量の増加は一次産品の輸入の増加をもたらし、そ

れは一次部門の所得の増加と工業部門の所得の減少をもたらす。一次部門の所

得の増加はそのc,倍だけの工業製品の輸出の増加をもたらし、工業部門の所

得の減少はそのC2倍だけの消費の減少をもたらす｡ c,>c2のときには、工業部

門の産出量の増加が同部門の一層の産出量の増加を招くので、体系はより不安

定になる。逆の場合は逆である。しかしcl >c2であっても、j2y2やC2が十分小

さければ、体系は安定的である。

以下では、(40)および(41)の安定条件が満たされている場合について、

比較静学分析を行ってみよう。(35. a)式と(35. b)式の両辺の全微分をと

ると、次の式を得る。

[:M :;:1 {:;'H-…十W! 1 (42)
ここで、

９
９

ａ
ａ

ｌ

勺
１

Ｅ

１１

ａ

(43. a)

＊

＊
ク
〕

９
ｙ

？
〕

９
ｙ

l a9
(43. b)

本

ゲ
ル

２

９
ｙ

α12三三
El ay2

l ay2
(43. c )

＊

ワ
］

ず
ｙ

ワ
》

ｑ
畠
Ｖ
》

α21＝
E2 a9

l ay2
(43.d)

＊

ワ
今

ｒ
ｙ

２

９
ｙ

α22＝

E2 ay2

であり、それらの値は(38. a)～(38. d)にもとづいて計算できる。記号の
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簡略化のため、以下では均衡値を示す星印（＊）を省略している｡ (42)式の

左辺の行列の行列式を△｜とすると、

△!=-‘争淡li準一(1 -c2)| (44）

となり、これは(39. b)より正である。

（4())、(41)および(44)の条件を考慮しつつ(43)を解くと、次のような

結果を得る。

竺 一柳y2 1i2y2- ( 1 -<2) - (c2~C1)9wll > 0
雌 △l

"-q)"1'-･'''2' =,ay2
－ ＝＝二 一

a〃 △l

= = /'li2y2~ ( 1 ~c2) ~ (c2-c1)9'"| < O
al Al

(45. a)

(45．b)

(45. c )

- o)y2/'三0(c2-c,)'"( 1２
－
Ｊ

鋤
ａ (45. d)

△］

以上の結果の意味は次の通りである。hの増加､すなわち工業部門の資本ストッ

クの一次部門のそれに対する相対的な増加は､一次産品の交易条件を改善する。

しかし、〃の増加が工業部門の産出量に及ぼす効果は、両部門の消費性向や一

次産品の他要素に対する代替の弾力性などに依存し、確定的でない。また、I

の増加、すなわち能率単位の土地・資本比率の増加は、一次産品の交易条件を

悪化させる。しかし、ノの増加が工業部門の産出量に及ぼす効果は、ルの場合

と同様の条件に依存し、確定的でない。

結局、一次産品の交易条件は、両部門の資本蓄積の相対的な速度と、一次部

門における資本蓄積に対する土地の拡大または土地増大的な技術進歩の度合の

影響を受けて変化する。交易条件の変化は、逆に両部門の資本蓄積に影響を与

えるであろう。節を変えて、資本蓄積や技術進歩が不断に行われている長期成

長の過程を分析しよう。
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7 技術進歩、成長および交易条件

本節では、前節の分析において与件とした土地・資本・人口・技術が変化す

る長期の場合を考察する。再び第4節の（33.a)～(33. d)の体系に立ち戻

る。第5節で論じたように、hとIを所与とすると、(33. a)式と(33. b)式

より、9とy2の短期均衡解を得る。すなわち、

9=9(b, I), y2=y2(b, I) (46)

である。この解のもとでhとjに関する微分方程式(33. c )と(33. d)に注

目する。再掲すると、

h=h[j2(y2, @r)-il(y2, 9, h)] (47.a)

j =j[A-il(y2, 9, h)] (47.b)

である。ここで、

il (y2, 9, h) = cli9"' (9)y2h (48)

である。（46）から明らかなように､9とy2はそれぞれhとIの関数であるから、

(47. a)と(47. b)の微分方程式体系は変数としてたとjのみを含み、完結

している。

この体系の恒常成長の性質を調べることから始めよう。恒常成長解をh率、I．

で示すと、それらは次の2式を満たしていなければならない。

i2 02(〃鯵, j"), q|=i,h2(", j*), 9(侮惑, j*),〃鰻I (49.a)

入=j, b2(h掌, j"), 9(", j*),〃噸I (49.b)

最初の方程式は工業部門の蓄積率と一次部門の蓄積率との均等を意味し、2番

目の方程式は一次部門における能率単位の土地の増加率と蓄積率との均等を意

味している。結局、長期にわたって持続し得る成長率は能率単位の土地の増加

率（＝原単位の土地の増加率と土地増大的な技術進歩率の和）によって制約さ

れるのである。この意味で能率単位の土地の増加率入は世界経済の「自然成長
（15）

率」とみなすことができる。工業部門の企業の「アニマル・スピリット」の強

さや技術進歩の速度を反映するパラメターである長期期待成長率αの大きさ
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は、恒常解々*およびj*の値には影響を及ぼすけれども、恒常成長率には影響

を及ぼさない。

次に、恒常成長率の安定条件を調べよう｡ (47.a)と(47.b)から成る微

分方程式に関して、次のようなヤコービ行列を考える。

a々 ah一i

a" al
（50）M2= ai ai

_ah al-､

（44)、(45. a)～(45. d)および(48)の関係を考慮して、この行列の各要

素を計算すると、

蔀=''‘…- (ily2y2"+ il99# + ilb)|
'''422" [,2y2 (c2-c,) ( ]－ぴ)-Clihli"2-(1 -C2)|]：＝二

△1

(51. a)

ah

､= A liz,2y2'- (i',2y21 + #'99')|

剛（1－ぴ)y2h/' [i2y2(c2-C1i) -Clill li2y2- ( 1：＝＝

△，
■

al

＝一I (i 'y2jﾉ2" + i'99h + j'")
aル

.',! ,i"2-{, -")'；＝＝

△，

~C2)}] (51.b)

(51. c )

al

－訂= - J (i'j,2y2I + 1'991)

c,in'( 1－ぴ)jj2町'li"2- ( 1 -C2)|：＝＝

△1
(51.d)

となる｡ここで各英字の添字は当該変数に関する偏微分を表わし、（例えば

i2y2= a i2/ ay2)、△］は(44)で定義きれた通りであるとする。

恒常成長が安定であるための条件は

０く

引一鄙＋

誠一誠 (52. a)trM2 =
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ン

引一誠
帥口鄙

副一部
誠一誠”

(52. b )

が満たされることである。(51. a)～(51. d)の結果を代入すると、(52. b )

の条件は

j2y2cli(c2-cl) O ( 1－び)"' qy33"2ｳ′
|i2y2- ( 1 -c2)} < 0 (53）

△12

となる。短期均衡の安定条件（41）が満たされているものとすると、｜｜ 内

の式は負であるから、（53）の条件は

(c2-c,) ( 1－ぴ) >0 (54)

に帰着する。換言すれば、恒常成長が安定的であるためには、

(i) c,<c2ならば、び<1

(ii) c,>c2ならば、ぴ>1

でなければならない。

既に第3節で述べたように、Clは一次部門と工業部門の経常収支に関わるパ

ラメターである。すなわち、cl=1ならば両部門の経常収支は均衡し、cl< 1

ならば一次部門は黒字で工業部門は赤字となり、cl> 1ならばその逆となる。

経常収支の状態が恒常成長と無矛盾であるためには、長期平均的にはcl=1

となっていなければならない。というのは、cl< 1あるいはcl> 1の状態が長

期にわたって続くと、一方の部門に対外債務が累積し、金融的不調和が生じる

ので、恒常成長は持続しないと考えられるからである｡恒常成長の安定性を検

討しているこの場面では、cl=1と仮定するのが妥当であろう。工業部門の消

費性向に関してはc2< 1であるから、cl >c2となり、結局恒常成長の安定条件

としては上記の(ii )の場合が現実関連性をもつということになる。したがっ

て、恒常成長が安定的であるためには、工業生産における一次産品の他要素に

対する代替弾力性ぴがlより大でなければならない。

以上で検討したのは、恒常成長の安定条件（52.a)および(52. b)のうち、

（52.b)の条件についてである。しかるにcl >c2かつぴ>1であれば、(51. a)
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および(51. d)から直ちに明らかなように、

扉く，および号<・
aル ／r＝r－、

いりノ

となり、(52. a)の条件も満たされる。かくして、恒常成長の安定条件はぴ＞

lであることがわかった○以下では、この安定条件が満たされているものとし
（16）

て、恒常成長経路の比較動学分析を行おう。

（49.a)と(49. b)の両辺の全微分をとると、

２
２

ｌ
２

ｂ
ｂ

ｌ
１

１
２

６
６ l[:iHｺ謡“ ’’ (56）

となる。ここで、

誠一非・誠一鄙
１’た

ｌ｜〃
１

２
１

ｌ

ｂ
６

(57. a)カ=h*, I=j*

(57. b)カ="*, 1=j*

l al
(57. c )ル==h*, j:=j*621 三二

j ah

剛|″=膝｡‘=’。 (57. d)622 =

であり、それらの値は(51. a)～(51. d)にもとづいて計算できる。記号の

簡略化のため、以下では均衡値を示す星印（＊）を省略している。（54）の安

定条件と(51. a)～(51. d)式を考慮しながら、(57. a)～(57. d)の符

号を調べると、

bll<0 (58.a)

612=0 (58b)

b21<O (58.c)

b22<O (58.d)

となる。また、（56）式の左辺の行列の行列式を△2とすると、
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l

A2 = TrdetM2> 0 (59）

となる｡(安定条件(52. b)を参照｡）

(58. a )～(58.d)および(59)の符号条件を考慮しつつ(56)を解くと、

次のような結果を得る。

雌一” i2 " b22
＞0 (60. a )ﾆーー ー

△2

７
↓

ａ

ｄ
．

i2q b21
＜0 (60. b)

△2

０

０
シ

三
三

恥一生
恥一生

雌で“
“｜“

(60. c )

(60. d)

換言すれば、工業部門における企業の期待成長率（α）の上昇に伴う投資の増

加は、工業部門の一次部門に対する部門比率（た）を高め、一次部門における

土地・資本比率(I)を低める。他方、新しい土地の開発や土地増大的な技術

進歩によって能率単位の土地の増加率（入）が上昇すると、一次部門の土地・

資本比率は増加するが、部門比率への影響は明らかでない。

以上の結果にもとづいて、αおよび入の変化が一次産品の交易条件9に与え

る影響が明らかになる。まず、αの9に対する影響については、(45. a)、(45 .

c)、(60. a)、(60. b)の諸結果を考慮すると、

d9 a9d"｡a9dj
－－＋－－>0 (61.a)

：＝＝

da ahdd . aldq

① ① e e

となる。他方、入の9に対する影響については、(45. a)、(45. c)、(60.c)、

(60. d)より
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〃｜“④
鉤一部ｅ
十

雌一〃９．
鉤一誠④

”｜心 (61. b)

となり、dh/d入が不確定なので、一見不確定のようにみえる。しかし、(61. b)

に実際に上記の(45. a)、(45°c)、(60. c )、(60. d)の諸式を代入し、さら

に(57. a)と(51. a)、(57. b)と(51.b)の関係を考慮して計算を実行し

てみると、

器く， (62）

となることが証明できる（数学注I参照)。

以上を要するに、工業部門の企業の期待成長率αの上昇によって、同部門の

投資が増加すると、一次産品の交易条件は向上する。他方、一次部門における

新しい土地の開発や土地増大的な技術進歩によって能率単位の土地の増加率入

が上昇すると、一次産品の交易条件は低下する。αの変化の影響と入の変化の
（17）

影響の相対的な大きさによって、交易条件の長期的な動向が決まる。

第2次大戦終了後から1960年代末期に至るまでの世界的な繁栄の時期におい

ては、先進工業諸国の成長率がきわめて高く、資本蓄積が急速なスピードで行

われたにもかかわらず、一次産品の価格はきわめて安定的であり、交易条件は

むしろ低下気味に推移した。このことは、一次部門において土地増大的な技術

進歩が急速に行われたことに帰せられよう。70年代に入って石油危機を契機と

して起こった一次産品価格の急速な上昇は、αに比しての入の相対的な低下に

より、世界経済が資源の制約にぶつかり、一次部門の収穫逓減が顕在化したも

のと解釈することができよう。しかし､80年代に入ってから先進工業諸国のとっ

たディスインフレ政策は、αの低下をもたらし、一次産品の交易条件を再び悪
（18）

化させている。

以上のように、交易条件の長期的な動向は、一方では利用可能な土地の拡大

と土地増大的な技術進歩による下降圧力と、他方では工業部門の積極的な投資
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活動による上昇圧力とのバランスの結果として決まる。工業部門での投資活動

は同部門における技術進歩によって刺激されるであろう。また、技術進歩は、

労働人口の増大とともに、工業部門の完全雇用の天井を引き上げ、投資への制

約を緩和する役割も果たす。

次にαと入の変化が工業部門の産出係数y2に及ぼす影響を調べると、次の

ような結果を得る（数学注Ⅱ、Ⅲ参照)。

dv.> dv@>

一二二＜0，万一>0da
(63）

すなわち､工業部門における投資活動が活発化すると産出係数は低下するが、

一次部門における利用可能な土地の拡大や土地増大的な技術進歩は産出係数を

上昇させる。その理由は、αの上昇は一次産品価格の上昇をもたらし、一次産

品から資本への代替を促進するのに対し、逆に入の上昇は一次産品価格の下落

をもたらし、資本から一次産品への代替を促進するからである。70年代の石油

危機を境にしてエネルギーを始めとする一次産品を節約する技術が積極的に導

入きれ、資本係数（産出係数の逆数）が上昇したことは記憶に新しいが、この

時期は入がαに対して相対的に低下したのに伴って一次産品の交易条件が急速

に高まった時期だったのである。

工業部門における産出係数と利潤率は同方向に変化する。したがって、αの

上昇は長期において工業部門の利潤率を低下させ、入の上昇は工業部門の利潤

率を上昇させる傾向がある。

8 長期波動と交易条件

ソ連の経済学者N D,コンドラチェフ(N D. Kondratief)は、資本主義経済

には40～50年を周期とする長期波動があることを指摘した。この長期波動の原

因の説明として、(1)農産物や原材料の希少な時期と豊富な時期の交替を強調す

るもの、(2)大規模な技術革新の盛衰に結びつけようとするもの、(3)輸送、住宅、
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都市基盤への投資に伴う国際的および国内的な人口移動と成長率の変動に求め
（19）

るもの、などがある。これらの3つの要因は必ずしも独立なものでなく、互に

因となり果となり合って現われ出ているという面もある。

本節では、前節のモデルを用いて、体系が恒常成長を離れた不均衡の局面で

どのような運動をするかを調べ、長期循環の生じる可能性を明らかにしたい。

特に、循環的変動の諸局面において、一次部門と工業部門の比率や一次産品の

交易条件がどのような動きを示すかに焦点を合わせて論じることにする。

図2図1

』 』

バー0
k＝0I=0

〃力 00

再び(47. a)と(47. b)から成る微分方程式体系を考察する。恒常成長の

安定条件が満たされている場合について、この体系の位相図をルーI平面上に

描くと、図lまたは図2のようになる。カー0の軌跡を示す曲線とI=0の軌

跡を示す曲線の傾きを求めるには、（56）式の右辺のベクトルを［0，0]′と

おき、2つの方程式の各々から。ﾉ/dルを計算すればよい。恒常成長が安定的で

ある場合には、(58. a)～(58.d)の符合条件が満たされているから、次の

ような結果を得る。

０

ン一一く

些
叱

０

０
，
脚
ｎ

“｜雌 (64. a)
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器'1-‘＝，“一生L<0 (64.b)

したがって、j=0の軌跡は必ず右下がりとなり、他方だ=0の軌跡はbl2が

正であるか負であるかによって右上がりまたは右下がりとなる。図’はル=0

の軌跡が右上がりの場合の位相図であり、図2はそれが右下がりの場合の位相

図である｡ #==0の軌跡とj=0の軌跡がともに右下がりである場合には、恒

常成長の安定条件より、前者の傾きの絶対値の方が後者のそれよりも必ず大き

いので、図2のように描ける。

図2の場合には､体系は循環運動をすることなく恒常成長経路へ収束するが、

図lの場合には、循環運動をしつつ恒常成長経路へ収束することがあり得るの

である。ル=0の軌跡が右上がりになるのは、前述のように、bl2> 0の場合で

あるが、(51.b)から明らかなように、bl2が正となる可能性はi2y2の絶対値

が大きければ大きいほど大となる。換言すれば、工業部門の蓄積率の産出係数

の変動に対する反応が強ければ強いほど、長期循環の生じる可能性が高まるの

である。

図lの場合に焦点を合わせ、長期循環の各局面における部門比率や交易条件

の動きを調べてみよう。議論をわかりやすくするため、体系は初期において恒

常状態にあったと仮定し、次に(a)工業部門の投資活動が技術進歩等によって刺

激され、αが増大した場合と、(b)一次部門で新しい土地の開発や土地増大的な

技術進歩が生じ、入が増大した場合について、体系がどのように変動するかを

考察しよう。

図3はαの増大によってた＝0の軌跡が右下方にシフトした場合を示してい

る。体系はP→Q→R→S→Tのような径路を辿って、最終的には新しい恒常

状態P'へ収束する。この過程で交易条件がどのように変動するかをみよう。

その際、(45. a)と(45. c)の結果より、一次産品の交易条件9は片に対し

てプラスの方向、ノに対してマイナスの方向に変化することに注意しておこう。

そうすると、まずP→Qの局面では、hの上昇とIの低下が生じているから、9
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は上昇している。Q→Rの局面に移ると、jは依然として低下しているが、ル

は低下し始める。したがってこの局面の最初のうちは9はなお上昇し続けてい

るであろうが、早晩低下するようになろうoR→Sの局面になると、ルは低下

しているが、ノは上昇に転じるから、9は確実に低下している。最後にS→T

の局面では、〃は再び上昇し始じめ、jも上昇している。したがってこの局面

の最初のうちは9は低下し続けているであろうが、やがて上昇へと転じること

になろう。以上のような循環的変動を繰返しつつ、体系は新しい恒常状態を示

すP'点へ収束するのである。

図3 図4

I 』
ノー0

/＝(） ＝(）ルー(）

(）

〃 0 ル0

以上の結果を解釈すると次のようである。工業部門において大規模な技術革

新が発生するなどして長期的な投資ブームが生じると、工業部門が一次部門に

比して相対的に拡大する。工業部門からの一次産品需要の増大によって一次部

門の貿易収入は増大し、同部門の資本蓄積も急速に進むため、土地・資本比率

は低下する。この過程で一次産品の交易条件は上昇する。一次産品価格の相対

的な上昇が続くと、工業部門において一次産品の節約が促されるが、それは資

本係数を高めることになる。資本係数の上昇は利潤率の下落をもたらすので、

工業部門の蓄積率はやがて低下し始め、一次部門の蓄積率をも下回るようにな
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る。しかし、一次部門の蓄積率は増大しているわけではない。工業部門の成長

率が低下すると、一次産品への需要の増加率は減少するので、一次部門の蓄積

率も次第に低下し、やがて能率単位の土地の増加率をも下回るようになる。

すなわち、一次部門の工業部門に対する比率が上昇している一方で、土地・

資本比率も上昇しているという局面に入るのである。この局面に入る少し前か

ら一次産品の交易条件は下落し始めているが、この局面に入るとその下落は一

層急速になる。そうすると、工業部門の一次産品への需要の増加率が再び上昇

し始め、資本係数の低下によって利潤率も上昇し始める。工業部門の蓄積率が

上昇し始め、回復過程に入る。やがて工業部門の蓄積率は一次部門の蓄積率を

上回るようになる。工業部門の成長率の上昇によって、一次部門の蓄積率も次

第に上昇し、土地・資本比率を低下させるような局面に再び達する。そして一

次産品の交易条件は再び上昇するようになる。以上のような循環的運動を繰返
（20）

しつつ、体系は新しい恒常状態へ向う。

以上は工業部門での大規模な技術革新が衝撃となった場合の循環的運動の様

相であるが、一次部門における新しい土地の開発や土地増大的技術進歩が衝撃

となった場合もほぼ同じような循環的運動が生じる。この場合を示したのが図

4である。説明の繰返しは避け、図3の場合との相違点のみを記しておこう。

両者の相違点は、衝撃が起こった場合の体系の初期における反応と、体系が長

期的に向う状態とである。工業部門における技術革新等による長期的な投資

ブームは、初期の局面で一次産品の交易条件の向上をもたらし、長期的にも同

様の効果をもたらす｡これに対して一次部門における土地の拡大や技術進歩は、

初期の局面で一次産品の交易条件を悪化させ、長期的にも同様の結果をもたら

す。

上述の循環的運動は減衰的な性格をもつが、外生的な衝撃（すなわちαや入

の変化）によって維持されるのである。循環的運動の周期や振幅は、実際に生

じた衝撃の性格によって影響を受けるので、必ずしも正確な規則性をもつわけ

ではない。
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9 要約と結論

本稿では一次部門と工業部門の間の補完関係を重視した世界経済の成長・発

展の一般的なモデルを展開した。このモデルは一次産品の主たる産出国として

の発展途上国と工業製品の主たる産出国としての先進国との間の成長過程での

相互依存関係を明らかにし、南北問題への一側面に光を当て得るものである。

本稿の分析から得られた主な結論を要約すると、次の通りである。

(1) 工業部門が一次部門から輸入する一次産品が主として原材料として使わ

れるものとすると、その需要の価格弾力性は工業部門の生産工程における原

材料の他要素に対する代替弾力性の大きさに一致する。

（2） 一次産品の交易条件の短期的な変化は、一次部門と工業部門の資本蓄積

の相対的な速度と、一次部門における資本蓄積に対する土地の拡大または土

地増大的な技術進歩の相対的な大きさによって引き起こされる。すなわち、

一次部門の工業部門に対する資本比率の増加、あるいは一次部門における能

率単位の土地・資本比率の増加は一次産品の交易条件の悪化をもたらす（逆

は逆)。

（3） 世界経済の長期的成長（恒常成長）の安定性は工業部門の生産過程にお

ける一次産品の他要素に対する代替弾力性dの値に依存し、ぴ＞1ならば安

定的、びく1ならば不安定である。

（4） 一次産品の交易条件の長期的な動きは、一次部門における能率単位の土

地の増加率と、工業部門における企業の「アニマル・スピリット」の強さや

技術進歩の速度を反映する長期的期待成長率に依存する。一次部門における

収穫逓減は一次産品の交易条件の向上をもたらすが、利用可能な土地の増加

や土地増大的な技術進歩はその傾向を相殺する。他方、工業部門における長

期期待成長率の上昇による長期的な好況は一次産品の交易条件を有利化し、

逆に同部門の長期的な停滞は一次産品の交易条件を悪化させる。

（5） 工業部門における長期期待成長率の上昇は、長期的には同部門の資本係
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数の上昇と利潤率の低下をもたらす。他方、一次部門における能率単位の土

地の増加率の上昇は、長期において工業部門の資本係数の低下と利潤率の上

昇をもたらす。

（6） 一次部門および工業部門の各々で生じる技術革新が衝撃となって、両部

門の相対的な拡大期の交替や一次産品の工業製品に対する交易条件の循環的

変動が生じる可能性が本稿のモデルにもとづいて示された。これは長期波動

に対応するものと解釈し得る。

本稿で展開されたような種類のモデルによる世界経済の成長・発展の分析は

これまであまり行われていない。本稿の分析も予備的な性格のものであり、さ

まざまな方向へさらに展開していく必要がある。特に、所得分配の側面をより

一層明示的に分析することと、金融的な側面を考慮することが差し当りの課題

となろう。

数 学 注

, 4<0の証明
α八

本文における(45. a )、(60. c )、(45. c )、(60. d)の諸式を考盧すると

d9_a9"々, a9d!
~－－－－ 一一一．一一一一一.一一一一一．~Tー‐~~一一一一一~一一一一－

d入 a力d入 aj dA

'"y21f2y2- ( 1 -c2)一(c2-cl)9"l} 612 /' liZy2- ( 1 -c2) - (c2-cl)9w@l 611
弓＝二

△，△2 △l△2

i2y2- ( ' -f2) (c2-c')9''' (,,'y2b12+/,b!!)』＝＝

△，△2

となる。ところが(57. b)、(51. b)、(57. a)、(51. b)より、

ぴ柳う2γ衿c,i li2y2- ( 1 -c2)|
wzy2b,2 +/'b,,=

△l

となる。したがって、△,＞0，△2＞0であることと短期均衡の安定条件（40)、（41）

を考慮すると、

g_L<0
．入
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となる。

。vっ

Ⅱ丁まく0の証明：

本文における(45b )、(60. a)、(45. d)、

dy2 ay2 dh ' ay2 dノ
目＝＝

da ah dq aldq

(c2-C,)"'2( 1－ぴ)J'2222 ｡ 622 +：＝＝

(60. d)の諸式を考慮すると、

(c2-c,)wi ( 1－ぴ)y2/12｡ b2]

△l△2 △l△2

(c2-c,)"z( 1一ぴ)y2i2 " ("ly2622 + /'621)1＝＝

△，△2

となる。ところが、(57. d)、(51. d)、(57. c )、(51.c)より、

ぴ脚う2ケ稔cli li2y2- ( 1 -c2)I
”ﾉ2622 +/'621 =

△l

となる。したがって、△,＞0，△2＞0，（54)、（40)、(41)の諸条件を考慮すると、

型迄く0
．α

となる。

m ff>'の証明：
本文における(45. b)、(60. c )、(45 .

dy2 _ ay2 dh ! ay2 dJ
：＝二

dA ahd aJ ‘入

(c2-Cl)'"2( 1－ぴ)y22612

d)、(60. d)の諸式を考慮すると、

(c2-c,)"z( 1－ぴ)jﾉ2/'b!」
巴三三 一

△，△2 △l△2

(c2-c,)'"( 1－ぴ)JI2 ('"y2612 +/'6ll)：＝＝

△，△2

となる。ところが、(57. b)、(51. b)、(57. a)、(51. a)より、

ぴ晩う2ｼ衿cli li2y2- ( 1 -c2)|
"JI2b,2 +/'b,, =

△l

となる。したがって、△1>0，△2>0，(54)、(40)、(41)の諸条件を考慮すると、

。Vﾜ
ｰｰ＞(）
d入

となる。
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注

(1) この種の2部門モデルに関する論文は数多くあるが、ここでは代表的なものとして

Uzawa (1961,1962)を挙げておく。

（2） 代表的なものとして、Lewis (1954)、Fei and Ranis (1964)、Jorgenson (1969)な

どがある。

( 3 ) Kaldor (1976,1979,1986)を参照。類似のモデルとしてTaylor (1983)がある。

（4） 農業部門と工業部門の需要面から来る補完関係を考慮して発展途上の閉鎖経済の発

展を分析したものとして、Thirlwall (1986)がある。

（5）リカード(Ricardo, 1817)等の古典派経済学では、資本は賃金基金とみなきれ、労

働と一定の比率を保つという取り扱いがなされている。本稿での資本は賃金基金でな

く、固定資本であるが、労働との比率が固定的であるという想定は古典派なものであ

る。

（6） この種の技術進歩は、土地単位当りの産出を増加させるという意味で土地を節約す

るから、「土地節約的技術進歩」と呼ぶこともできる。

（7） 一次産品の部門内での消費が労働者のみによって行われるものとすると、部門内の

の消費が労働の雇用量に比例すると仮定することは、一次産品で測った実質賃金率が

労働の能率係数B1に比例すると考えることを意味する。したがって、B1が一定のと

きには実質賃金率は固定していることになる。

（8） 第4節を参照。

（9） このEは、工業部門の側から見た場合の輸出に他ならない。

(10)このMは、工業部門の側から見た場合の輸入に他ならない。

(11) 外貨や借り入れなどの金融的な要因が実物面に及ぼす影響については、本稿では取

り扱わない。

(12) 結局、一次部門の投資は利用可能な資金の制約を受けて決まると仮定していること

になる。

(13） 本節の以下の議論はBruno and Sachs (1985)に負うところが多い。

(14) 本モデルでは、一次産品の供給の交易条件に関する弾力性はゼロであると仮定して

いるが、もし一次産品の在庫の存在を考慮するならば、その弾力性はゼロと異なるこ

とになるであろう。在庫の存在を考慮する最も単純な方法は、一次産品の供給関数の

/(J )を6 (9)/(I)によって置き換えることである。ただし、6'> 0である。そう

すると、一次産品の需給均衡式は

α+'"(9)y2"= 6(9)/(J)

となる。このような置き換えを行っても本稿の議論は本質的な変更を受けない。短期

均衡の安定条件はより緩やかなものとなる。
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(15)ただし、工業部門の成長の上限を画する能率単位の労働供給の成長率(=原単位の
労働供給の成長率と労働増大的な技術進歩率の和）γが入より低い場合には、γが世
界経済の「自然成長率」となる。前述のように、本稿では入の方がγよりも低いと仮
定している。

(16)びがlより大きい場合には、一次産品の価格上昇はそれ自身への需要を比例以上に

減少させることになる。したがって恒常成長の安定条件が満たきれている場合には、

一次産品の価格上昇は、それ自体としては長期的に一次部門の収入の減少をもたらす

傾向をもつことになる｡一次部門の発展の進まない理由の一つがここに見い出される。

(17） 一次部門における土地増大的な技術進歩率の上昇は、両部門の資本蓄積率を上昇さ

せ、したがって両部門の雇用の増加率の上昇をもたらす。しかし、一次部門は労働過

剰経済であるから、賃金は低水準にとどまる。これに対して工業部門では、完全雇用

に達すると、実質賃金は上昇するであろう。また、土地増大的技術進歩率の上昇は一

次産品の交易条件を悪化させることを通じて、工業部門における利潤率の上昇をもた

らす。（後にみるように、dy2/dA >0であるから、αγ/dA >0である｡）このように、

一次部門での土地増大的技術進歩率によってもたらされる利益の大部分は工業部門に

移転されるのである。

(18）これらの点については、Kaldor (1976,1 986)、Hicks (1977)、Spraos (1986)を

参照。

(19)この点については、例えばRostow (1978)、Chap.5～10を参照。

(20）このような循環が通常の景気循環に比べて長くなるのは、一次産品と工業製品の相

対価格の変動に対する一次部門と工業部門の相対的な資本蓄積の速度の反応の遅れが

大きいからである。
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第2章 日本における経済の国際化と

経済政策の有効性

1 序

経済が小国の場合には、その国の経済政策が自国に及ぼす直接効果を検討す

ることによって、経済政策の有効性を知ることができた。しかし、経済が大国

となり、経済の国際的連関が強まるにつれて、直接効果だけではなく、①他国

の経済政策が所与の際に、自国の政策が他国に及ぼす影響、その影響を介して

の自国へのフィード・バック効果、②自国政策に対する他国の対応と経済政策

の変更、その政策変更の自国への影響を検討しなければ、経済政策の総合効果

を理解することはできない。

さらに、資本が多国籍化するにともなって、③国際協調は利益をえるか、世

界的観点からの利益と1国主義の利益とは一致するか、といった問題も重要な

現実課題となってきた。

①はマンデル・フレミング以来の国際マクロモデル（小国モデル）を大国モ
（1）

デル化することによって究明される。②については浜田［7］らのゲーム論的接
（2）

近がある。③については、各国が自国の利益を追求することによってえられる
（3）

均衡が､世界的利益を最大にするパレート最適とは異なることが知られている。

しかし､①～③の課題は複雑で難解であり、十分に解明されたわけではない。

例えば、政府部門を考慮し、財市場、国債市場、外国為替市場を包括的にとり
（4）

あげた業績は少ない。また、複雑な数学モデルから一般命題をひきだすことも
（5）

困難な仕事である。多国籍企業の世界戦略、資本と国家の関係、国家間の対立
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と調整など未解明の研究課題は多い。

上述の問題に少しでも接近できるために、本論文では次のような問題を検討

する。

1．他国の経済政策が所与の際に、自国の政策は自国ならびに他国にどのよう

な影響を及ぼすか（3節)。

2．他国の経済政策が変更された時、自国の政策はどのように変更されるか(反

応関数、4節)。

3．反応曲線の交点たるナッシュ均衡は､世界的観点から最適であるか（5節)。

2 モデル

1．特徴

本論文で用いられるモデルは次のような特徴をもっている。

1.世界は2国からなりたっている。第1国（自国）は貿易収支黒字国であり、

第2国（外国）は貿易収支赤字国である。と等ちらの国も基軸通貨国ではなく、

貿易収支の赤字国は、資本輸入によって赤字を決済しなくてはならない。
（6）

2．資本移動は証券投資によって行なわれる。直接投資は行なわれない。

3．両国の財政は赤字であり国債が発行される。両国の国債は不完全代替であ
（7）

り、利子率は両国において必らずしも均等していない。

4．民間も政府も外貨を保有しない。第1国民は両国の国債と自国通貨を保有

する。第2国民はその国の国債と通貨を保有するが、第1国債は保有しない。

第2国は貿易赤字・資本輸入国なので、分析の便のために、両国民保有の外国

債のキャンセルアウトされた純残高だけを考えることにしたい。

5．変動為替相場制度が実施されている。

6．定式化の煩雑さを避けるために、期首の国債残高はゼロであり、今期の利

子支払はないとする。動学的分析の際には、国債残高、利子支払を無視するこ
（8）

とはできないが、本論文は静学分析なので無視しえる。結論には影響しない。
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2．財市場

第1国の財市場の需給均衡式は、

(1) Y=C(Y)+I(1)+G+x l>Cy>0，〃<0，腕<O

である。Yは第1国の所得、Cは消費であり所得の増加関数である。Iは民間

投資であり利子率の減少関数である｡Gは政府支出である。Xは輸出マイナス

輸入（輸出超過）であり、次式であらわされる。すなわち、

(2) X=E(Y", 2)-M(Y, e)

=X(Y, Y*, 2)

である。Eは輸出、Mは輸入、eは自国通貨建ての為替レート、Yの肩の＊は

外国を示す。

そして、

(3) Ey*>0、Ec>0，物>0，Mc<0

Xy<0，Xy">0，X2>0
（9）

である。

民間貯蓄(s)は、Tを租税とすれば、

(4) s=Y-C(Y)-T(Y)=S(Y) 乃>0，1 >Sy>0

であるから、(1)式より

(5) S(Y)=I(i)+D(Y, G)+X(Y, Y*, 2)

となる。Dは財政赤字であり、

(6) D=G-T(Y)

=D(Y, G) Dy<O、DG=1

である。

第2国においても、(5)式と同様に、

(7) S*(Y")=I*(j*)+D*(Y*, G*)-･

が成立する。(7)式は外国通貨表示であり、

1

2X()', Y", 2)

(8) 1>S，*>0，1*i*< O、I*i*j*< 0、Dty*< 0，D*G* = 1

の関係がなりたっている。
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3．国債市場

政府の予算制約式は、

(9) D=M+B

である。Mは貨幣供給の増加額、Bは国債発行額である。

財政赤字のうちβの割合で国債が発行され、(1一β）が貨幣供給増によっ
（10）

て決済されると仮定しよう。したがって、

(D B="D l≧β≧0

となる。

証券市場の需給均衡式は、

(11) /gD=b(Y, 1, i") by>0，bi >0、bi*< 0

である。bは国債需要であり、第1国民のみによって需要されている。そして、

bは所得の増加関数、自国利子率の増加関数、外国利子率の減少関数である。

第2国においては、(11)と同様に

(13 '*D* = b,"(Y, 1, j*) + b2"(Y", i, i*)

= b*(Y, Y*, j, j*)

が成立する。bj＊は第j国民による第2国債需要である。そして、

(13 b*'v > 0，b*1i < O、b*li*> 0、b"2v* > 0、b*2j < 0、bo2i*> 0、

My>0、崎*>0、b*j<0，b*i*> 0

である。

4．国際収支

貿易収支と資本収支の合計（これを国際収支とする）は均衡しなくてはなら

ない。第1国の資本輸出は261*であるから、国際収支が均衡するためには、

(14) x(Y, Y*, 2)-eb,"(Y, j, j") = 0

でなくてはならない。
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5．体系

本論文のモデルは次の5つの式からなりたつ。すなわち、

(13 F(Y, Y｡, i)=I(1)+D(Y, G)+X(Y, Y*, ')-S(Y)=0

(13 F*(Y, Y", i*, 2)=/*(j*)+D"(Y*, G*)-÷x(Y, Y*, 2) - S*(Y*)
＝0

(11 H(Y, i, f*) = 8D(Y, c) -6(Y, i, j*) = 0

(13 H*(Y, Y*, 1, j*)=β零D"(y*, G*)-b*(Y, Y*, j, i")=0

（1リノ(Y, Y*, i, i*, 2) = 26,*(Y, i, j*) - X(Y, Y*, 2) = 0

である。F､とF*は財の超過需要関数、HとH*は国債の超過供給関数、ノは国
（11）

際収支であり、均衡においては、(13～(1，はゼロとなる。未知数はY、Y*、j、j*、

2の5個、政策パラメーターはG、G*、β、β＊である。Gは財政政策、βは

貨幣政策である。

3 政策効果

財政支出や貨幣供給がふえた時、自国と外国にどのような影響を与えるであ

ろうか。この問題を見やすくするために、体系(13～(1，を所得Yとy*の2次連

立方程式体系に集約しよう。そのために、(11～(1jを利子率(i, j*)と為替レー

}(2)の連立方程式とみなし、⑳を求めることができる。

-", "i* o--di - -HyjY+HcdG+""B

⑳ Hi* "*i* o di" =- HFydY+ry*dY*+"*G*dG*+"*6*dp*

‐ノィハ＊ ル__d2_ _LdY+ﾉγ*dy*

但し、

f1) "v<0，Hj<0，Hj*> 0，〃G>0，HB>0

凡総<O，"fy*< 0、Hi*> 0、"*j*< O、H*G*> 0，〃戦β*>0

JI>0､ /v*<O, /i<0､ /i*>0

である。

方程式⑳の解の安定性の条件から、旧0の左辺の行列式を△とおけば、
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四 △=L(Hi""j* -Hi*Hi*)< O

となる。

次に、為替レートは、国際収支が赤字になると価値下落(2の上昇）をもた

らすから、

f3 j=e(ノ)eﾉ>0

である。そして、⑳がgに関して安定的であると仮定しよう。すなわち、為替

レートの価値下落は、貿易収支を改善することによって国際収支を改善し、e

を減少させるとするのである。

この時、旧3から、

例 ル<O

となる。したがって、

鯛 〃f"*i* -Hi*Hi*> 0

である。

例、(23を考慮して⑳を計算すれば、

" j=i(Y、y*、G、G*、β、β*)

iy<0，1y*< 0，jG> 0、jG*> 0，">0，"*> 0

mi' = j* (Y、Y*、G，G*、β、β､）

jy*< 0，1，*<0，j*G> 0，1*G*> 0，1篭β>0、i雛β*>0

となる。

‘の符合を確定するためには、四，四だけでは不十分である。g符合判定の

ために次のような想定をおこう。すなわち、ある変化（例えばGの上昇）が

生じれば、その変化は自国に直接に影響すると同時に、外国に影響し外国の変

化を介して間接的に自国にはね返ってくるが、直接効果のほうが間接効果より
（12）

も大きいと想定するのである。この時、

" e=e(Y、y*、G、G*、β、β率）

ey>0，2y*< 0、eG< 0，gc*> 0，ep<0，2p*> 0

となる。所得がふえると輸入がふえeを上昇きせ、政府支出がふえると利子率
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の上昇→資本輸出の低下→国際収支の改善→@の下落というルートが発現す

る。また、βの上昇は、国債供給増→利子率上昇の効果を生じ、eを下落させ

るのである。

次に、”～四を(13、(10に代入して整理すれば、YとY*に関する連立方程式

が求められる。すなわち、

e，U(Y、Y*、G、G率、β、β*)= 0

⑳ U* (Y、Y*、G、G*、β、β*)= 0

である。ここで、

Cl) Uy=F)+Fiiy+Fe2y、〔ﾉ)* =F)* +Fijy* +Fgey*

UG = Fc +FijG +Ecc，〔ﾉc* =FijG* +FGcc*

U"=Fji"+F,@,< O，U"* =Ffip* +Ffe"*

"Uγ鰻= B" +F*i*jy* +F@*ey、U,* =Fty* +F*i*ify* +F”卿＊

UG* = F*i*j*G +F2*gG，U*G* = F*G* +F*j*j*G* +F､,*eC*

U*β＝F*j＊j*β＋F*2eβ、U*B* = F*f*i*,9* +Fg*gj3*< 0

である。

61)と“の符合を一般的に決めることは極めて複雑であり、したがって、外生

変数の所得への影響を一般的に決定することは困難である。そこで、利子率の

効果（例えばFijy*> 0)が為替レートの効果（例えばF2ey*< O)よりも大
（13）

きい場合を分析しよう。この時、

" Ufy>0、U*G< 0，U"*< 0

【ﾉ》*>0、Uc*< 0，U*f< 0

となる。酌、UG、Ufy*、U*G *は、まだ未定である。

C，、60を解けば、

"｢U》酌* 1｢dr l=_｢ UcdG +U･ dC｡ +""'+U' 'β、1慨ぃﾙr 」［‘… 侭."｡≠"‘，寺‘｡,*‘間｡」
が求められる。この解の安定性より、“の左辺の行列式をDとすると、

" D = UyU*y* -Uv*Uy* >0
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となる。したがって、

“［ﾉ)U,*>Uy*Uy*> 0

である。“のもう一つの安定条件は、

㈱ U》＋U3*＜0

であるから、“、㈱より、

㈱【ﾙ<O、Ufy*< 0

がえられる。

財政支出が所得に及ぼす効果(d Y/dG)は、方程式“より、
。γ

69 sg"可で= sg"(U*c[ﾉﾚ* - Ufy*UG)=sg"A]
である。財政支出がふえた時に所得がふえるかどうかは、Alの値に依存する

のである。“とG3から、Ucが常に負であればA1も常に負になり、財政支出

がふえると必らず所得は減少する、という不合理な結論となる。Ucは正値を

もとらねばならない。
（14）

UGをcで微分すれば負になる。すなわち、

㈹ Ucc<0

であり、UcはGの減少関数である。したがって、Gのある領域でしrGは正と
（15） （16）

なりうる。さらに、計算によってA1もGの減少関数であることがわかるoA]

がゼロになるGの値をCaとすれば、

@1) A,=A,(G) A',<O、A,(G｡)= 0

となる。そして、Caに対応するUGを9yとしよう。

次に、GとY車の関係は、“より、

dy*

“s“。c＝sg"(〔ﾉG[崎一【ﾉ)U"C) = sg"A2

となり、A2の符合によって財政効果はかわる｡A2がCの減少関数であること

を導きえるから、@1)と同様に、

(43 A2=A2(G) A'2<0、A2(cb) = 0

となる。Gbに対応するUGを9y*とする。
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CaとGbの大小関係を知るためには、qyと9v*の大小関係を知ればよい。9，

と9v*は、

【ﾉ*cUv*
>0" 9v=

U*v *

UvU*G
＞0" 9v*=

Uv*

であるから、

[ﾉ拳G(Uy*Uy* - UyU,*)
" 9v-9v*= <O

〔ﾉ*v*Uv*

となる。解の安定条件が用いられていることに注意されたい。

以上の結果を図示すれば、第1図のようになる。GがGαよりも小さければ、

A]はプラスでd l'/dGもプラスとなる。CがGαよりも大きくなると、d Y/dG

はマイナスとなる。G=Gaは、財政支出の最適値である。cとY*に関して

も同様のことがいえるから、第2図をえがくことができる。政府支出は、当初、

所得をふやすが、まず外国へのプラス効果が終り、次に自国へのプラス効果も

終らせるのである。

第1図 第2図

Y, Y*
Uc

八

爪

9y＊

9y

G)

I
｜

’
1 1

0 G O
G6 G" Gb Ca
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第2国財政支出の効果も第1国の財政支出の効果と同じように計算すれば、

わかる。すなわち、

dY

㈱sg" jf* =sg"([ﾉy*[ﾉ篭G* -[ﾉ､*Uc*)= sg''A*!

" A*]=A*,(G*) A*,'<O，A*(Ga*) = 0

dY*

㈱Sg"元万= sg"(Ufy*[ﾉG* - UyU*C*)= Sg"A*2

(5J A"2 =A*2(G*) A*2'< 0，A"2(Gb") = 0

61) G｡*<Gb"

となる。図示すれば第3図のようになる。

第3図

Y, Y*
I

(G ｡)Y＊

C事0

Gα率 Gb*

財政支出がある水準をこえると、所得はふえるのではなく減少するのは、財

政支出増による利子率の上昇によって民間投資がおちこむからである。

次に、貨幣政策の効果はどうであろうか。貨幣供給増加額をへらせば（βの

上昇)、所得は減少する。すなわち、

dY dY*

“万一百く0、a-F<0
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dY

田 d/3* <0，
（17）

である。

dy*

d"* <0

4 反応関数

外国（第2国）の政府支出が所与の際に、自国政府は財政支出をどのように

きめるのであろうか。政府の政策目的については種々考えうるが、資本主義経

済のもとでは、政府も利潤追求のための一機構となる。したがって、利潤を最

大にするように政府支出をきめる。

それでは、利潤の水準はどのようにしてきめられるのか。①資本家は消費し
（18）

ない、②労働者は貯蓄しないという想定をおけば、利潤は貯蓄に等しい。した

がって、

" S(Y)→抑'“
G

s.t. Y= Y(G, G*)

を解けばよい。これから、

63 Yb(G、G")= 0

となるのは、G=Gαにおいてである。また、Ycc<0であるから十分条件も

みたされている。

外国の政府支出が変化すれば、最適解(c = G")はどのように変わるだろ

うか。田より、

" YcGdG +Ycc"dG\ = 0

が求められる。“が第1国の反応関数である。Ybcは負であるが、YcG*はとﾞ

うか。極めて稀なケースを除けば、

㈱ YGG*=0 if O<G拳言Go*

となる。したがって
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差｡鬘。 if O<G*≦Gα＊(53

dG*

J" dG
＝＝〈X）

C*-→Ca率

という結果をえる。
（19）

これを図示すれば、第4図のG=Gα曲線のようになる。G=Cα曲線上に

おいて、原点側から点A(Gα、G *｡)にむかって北東に動くにつれて利潤はふ

えていく。点Aから北西にむかって動くにつれて利潤は減少する。点Aは第

1国のblissである。また、所与のG*に対して、Y軸からG=Gα曲線にむか

うほど利潤は増大し、G=Cα曲線から右に離れるほど利潤は減少する。

第4図

G＊

G＊＝G b

G＊＝ Gα＊

＝G0

次に第2国の反応関数はどうか。第1国の場合と同様に考えて、所与のG

に対して、

田 Y*G * (c、G*)= 0

なるG*が最適点となる。それは、G* =Cb，において達成される。Y*c*c*< 0

であるから十分性もみたされている。また、

“差"言， if O <G =C6
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が成立する。この第2国の反応関数は第4図のG* = Gb*曲線によってえがか

れている。第2国にとって点A* (G6, G"b)がbliissである。

両国の反応曲線の交点ﾉvがナッシュ均衡である。このナッシュ均衡は安定

的である。ナッシュ均衡点(GA,, G *jv)は、両国のblissよりも利潤の低い状

態である。しかし財政支出は､ナッシュ均衡のほうが低い(cq>GN, G*｡* >G*N)。

5 世界利潤

ナッシュ均衡はパレート最適ではないことは有名である。これは、両国がそ

れぞれ個別に利潤最大化行動をとった際の両国の利潤合計は、両国が協調行動

をとった際の利潤合計よりも低いということである。すなわち、相手国を犠牲

にしなくとも利潤をふやしうるのである。この命題は成立するであろうか。

両国はそれぞれの国の貨幣ではかって、s (Y)とs" (Y*)の利潤をえて

いるので、世界利潤（汀）が、

61) 7r =s(Y)+"*(Y*)
（20）

で定義きれるとしよう。‘は計算為替レートである。この時、汀がcとc，に

関して最大になるためには、

" Jrc=SyYc(c, c*)+"ty*Y*c(G, c*)=0

63 7rc* =SyYc*(G, c")+添掌，*Y*c*(G, G*)=0

が必要である。

十分条件は、

" 'rcc=SyYcc+@sfy*Y"GG<0

個 汀c*c* = SvYb*c* +詔傘γ*Y*c*G*< 0

" ｢ 'rc｡ "cc" ＞O

L 'rc*G 'rc*c*

である。“と㈱は必らずみたされている。そして、いといはGとG*の連立方

程式であるから、その解の安定条件より“もみたされる。いといの解をC=G、
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G*==G*としよう。それらは最適解である。

Gα、Cb，Gの大小関係は、

㈱ 汀c(Gα、G")= @s，*Y*c(G｡, c*)< 0

" 'rG(Gb, G*)=SyYc(G6, G")>0

であること、汀cがGの減少関数であることから、

" Gb<G<Ga

となる。

G*についても、

(70 yrc*(c, c"")>0

ｹl) jrc*(G, Cb*)<0

であり、“からわかるように汀c＊がG*の減少関数であることから、

"Ca掌<G* <Gb*

となる。したがって、世界利潤を最大にする均衡値(C, C｡)は、第4図の斜

線内にあり、境界値を含まない。すなわち、ナッシュ均衡は世界利潤を最大に

する点ではない。

それでは、世界利潤が、

(73 'r=S(Y)+eS*(Y*)

で定義される場合はどうか。この時、

(74j TG = (Sy + eyS* ) Yb + 2cS* + (2y*s* + 2s，*)Y"G =0

嗣 冗c*＝(Sy＋2ys蟻)Yc＊＋‘c*s寵十(‘,*s,＋‘sう*)Y輩c＊＝0

が必要条件となる。

最適解がナッシュ解になるためには、

(70 'rc(c｡, Gi｡) = 2Gs* + (ey*s" + esjy*)Y｡c = 0

(77) 'rc*(G｡, Gb")=(Sy+eyS*)YC* +ec*s*=0

でなくてはならない。ec< 0，2G*> 0、Y*c(Gq, Gb*)< 0，

Y"G (GQ, Gb*) < 0であることから、”と”が成立するには、Sv + gvS"> 0

であるから、
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" ey*s" +esfy*< o

でなければならない。この時、ナッシュ解がパレート最適になることを否定で
（21）

きない。

数 学 注

ある所与のG$に対してYはGの関数である。G* <G｡*においては、G．の上昇はγ

を増加させるから（第3図)、第2図のY曲線は上方にシフトする。G*が変化してもy

曲線がスムーズであるならば、YGc*< 0の場合には、かりにY(G,, G1*) >Y(G1, c2*)、

G1*>G2*であっても、必らずY(C2, G1｡) <Y (G2, G2*)、G1<G2となるG2が存在し、

Y曲線の上方シフトと矛盾する。したがってYcc *≧0となる。

G*==G｡*の場合には、Y曲線は不変でありYGG*= 0となる。

G* >G"*の場合には、G*の増加はYを減少させ、Y曲線を下方にシフトさせる。し

たがってYcc*≦0となる。

G* < Gq*､G* >G｡*の時にYGG*= 0となりうるが、これはY曲線の平行移動であり、

極めてまれなケースである。

注

（1） 文献2，3，4を参照されたい。

（2） 文献6をを参照されたい。

（3） 文献8を参照きれたい。

（4） 菊本(10)は固定為替相場制度のもとでモデル化している。

（5） 一般命題を数学的に引きだすことは難しいので、数値シミュレーション分析が行な

われている。

（6） 企業の多国籍化によって直接投資の分析が不可欠となる。

（7）、資本移動の自由によって、直ちに金利裁定が行なわれ、金利は世界的に決められる、

とする議論が多いが、各国の発行する国債は不完全代替であり、各国の国債市場にお

いて国債利廻りが決定される。本論文では、この国債利廻りを利子率と考えている。

（8） 期首の国債残高を考えたものとして、例えば、菊本(10を参照されたい。

（9） 輸出入が実質為替レート(p"g/p)の関数であるとしても、p =p(Y)、,v> 0，p、
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＝′竃( Y*)、pfy*>0であるならば、結果は同じである。但し、pは物価である。

(10) 政府が外貨を保有する場合には、貿易不均衡の一部は外貨で決済きれ、外貨流入に

ともなって国内貨幣も増加する。

(11) 不均衡の際には、商品市場の不均衡を調整するように所得が変化し、国債市場の不

均衡を調整するように利子率が変化し、国際収支の不均衡を調整するように為替レー

トが変化する。すなわち、y =y(F)、YF>0，Y｡ =I'*(F')、Y率卜､*>0，j =j(H)、

i">0，j* = j*("準）、i*"*> 0，2= 2(ﾉ)、‘ﾉ>0である。

(12)これは次のことを仮定することである。すなわち、"Vi* -H*i*ﾉi<0，〃i*ﾉj-

"f/i*> 0である。

(13) 本論文の結論は利子率効果が大きいことに依存している。利子率の効果が小さく為

替効果が大きい場合には、結論も変わりうる。

(14) 国債の需要関数b(Y，j，i戦)、b"(Y、y*、j、』.）の利子率に関する2次偏微係数（例

えばbi! )をゼロと仮定している。もしUcがGの単調増加関数ならば、Gの支出を

ふやせば所得はふえて所得に関するGの最適値はなくなる。

(15) Uc(0)<0の場合にはUc<0となり、財政支出がふえるならば必らず所得は低下

するという不合理な結論となる。

('6) ftL= ｡I,* +U霞｡Uy*c -U識.*cUc -Ufy* Uc(;であり､U･cG < 0,Uv*G
>0，U4v*c > 0，UGG<0であるから負となる。

(17） 貨幣供給は所得をふやすが、貨幣供給が物価上昇をもたらし、実質所得・生産量を

低下させることもある。また、本論文ではインフレーションの問題をとりあげていな

いが、物価(P)が、P=P(Y, M)、Pﾊｲ>0で決められる場合には、輸出超過に悪

影響を与える。

(18) 菊本(9)を参照されたい。

(19) 第4図はG* = C｡*において連続であることが仮定されている。点Aを通るのは

G*=G"、曲線である。また、曲線G*=Cb．は点A，を通る。点A、を通るG曲線は

G =Gbである。

(20） 事後的に成立する為替レートによって世界利潤を計算するのではなく、事前的な計

算上の為替レートを用いて世界利潤を計算する。この’は過去の平均値を用いる場合

もあれば、さ=f (e-') ＃'>0で決まる場合もある。

(21) (78)より′y*S＊＋9s.v＊＝2s；＊（l－ gz=-)であるから、ナッシュ解がパレー
Ey*s*

ト最適になりうるか否かは、2つの弾力性、すなわち為替レートの外国所得に関する

弾力性(E\*f)、外国における貯蓄者の所得に関する弾力性に依存することがわかる。
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第3章 南北経済の成長と貿易不均衡

1 問題＊

中谷(11)では原料．エネルギーなど一次産品を途上国に頼る工業国と、資

本財を工業国に依存する一次産品国からなる世界経済が均衡成長を持続するた

めの条件を検討した。そこでは工業国は完全雇用が保障され、他方一次産品国
（1）

では実質賃金率は一定の生存賃金水準で固定される。また均衡経路では両部門

の貿易不均衡によって生じる対外債務は工業国の経済規模と一定の比率を保つ

ことが想定された。この比率は一方の国が他方の国にどの程度の貿易不均衡の

累積を許容するか、言い替えれば貿易信用の供与枠を示すものである。この比

率がプラスあるいはマイナスの方向に一方的に累積してゆく場合、やがてde.

faultの危険から輸入の削減や生産調整を余儀なくされ、その結果両国経済の

均衡成長は妨げられることになろう。このような事態が生じることなく両経済

の持続的な成長が可能であるためには、この信用許容枠と実質利子率が一定の
（2）

条件を満たさなければならない。

本稿では前稿で置かれた(1)工業国の完全雇用、(2)対外負債残高の工

業国経済規模にたいする比率の一定という二つの想定をはずし、新たに両国に

投資関数を導入したときの世界経済の運動を分析することを目的とする。その

際、工業国の投資は利潤率に反応するが、一次産品国の場合は対外債務の状態
（3）

が重要な投資決定要因になることに留意する。投資関数の導入によって前稿で

一定とされた対外債務率は内生変数となり、また工業国の雇用は必ずしも完全
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雇用を実現するとは限らない。その結果、債務累積による世界経済の不安定性

やMultiple Equilibriaの存在、定常均衡における対外債務率の内生的決定なとﾞ

を論じることができる。まず次節でモデルの説明をおこない、3節で一次的均

衡の性質、4節で動学モデルの安定性を検討し、5節では定常均衡解を調べ、

最後に結論を要約する。

2 理論モデル

本稿のモデルは基本的に中谷(11)と同じである。工業部門の生産関数は資

本設備、労働および原料・エネルギーに関して一次同次を仮定する。工業品生

産量をYl、資本設備をKl、原料・エネルギー投入量をE1、労働投入量をⅣ1

として要素間の代替可能な新古典派的生産関数を仮定すると

Y! =F(BN,, E1, K,)

ここで、Bは労働増大的な技術進歩を表すパラメーターで、一定率ワで増大

すると仮定する。生産関数の一次同次性から上式は

Y] = /(BjV,/K,, E,/K,) K] （1）

と書き直せる。以下では資本設備は無限の耐用期間を持つ固定設備であり資本

減耗は無視できるとする。工業製品価格はP]、名目賃金率をWI、自国通貨で

測った原料．エネルギー価格をP2とすれば、工業部門の利潤率γ]は

7, = (Y,-R,",- PE,)/K] （2）

ただし、

R, = W,/P]、P = P2/P]

となる。工業部門は所与の賃金および諸価格に対して利潤率γlを最大にするよ

うに最適な労働一資本比率、原料．エネルギー－資本比率を選択しているとす

ると

"(BN,/K,, E,/K,)/d (N1/K,) =R! ( 3 )

"(BN,/K,, E,/K,)/d (E,/K,) =P ( 4 )
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（2）（3）（4）より

Y, =y(R,, P)K] （5）

BN, = w(R,, P)K, （6）

E, = e(R,, P)K」 （7）

工業製品は資本財として南北両部門によって需要きれる。同時に工業製品は消

費財としても工業国の人々によって需要されると仮定する。他方で、工業生産

のために投入される原料品は一次産品生産国の生産物であり、これは全て輸入

される。工業国の所得はP,l/,- P2Elであり、そのうち一定の部分1 -slがす

べて国内財に消費されると、工業製品にたいする需要は自国の消費と両国から

の投資需要の合計であるから、需給均衡条件は

Y, =(1 -s,) (Y,-PE,)+1,+I2 （8）

となる。

次に、いわゆる南の諸国は食料、原料、エネルギー等の一次産品を生産し、

工業国に供給している。一次産品の単位あたり生産に必要な資本、労働および

原料・エネルギー投入量は簡単のため一定であるとしよう。

Y2 = oK2 （9）

N2=rY2 （10）

E2 z="ZY2 (11)

ぴはl単位の資本を正常に稼働したときに得られる生産量（正常産出係数)、

でおよび腕はそれぞれ単位生産に要する雇用量と原料・エネルギーの投入量

である。一次産品国の所得P2 Y2 -P2E2から一定割合1 -s2がすべて自国の生

産物に対して消費需要されるとすると、一次産品部門の需給均衡条件は

Y2 = ( 1 -S2) (Y2- E2) + El +E2 （12）

となる。工業部門の一次産品部門からの輸入はP2E,、輸出はP1I2であるから、

工業製品価格で測った工業国の貿易収支は

P1I2 - P2E,

である。工業部門の対外資産残高（名目)wは貿易収支黒字はすべて外国に
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対する貸付にまわされ、利子率はi(一定）とすると次式で表わされる。

dW/dt = iW + PII2- P2E1 （13）

右辺は工業国の利子受取（支払）と貿易収支の合計で経常収支を表す。資本

設備の減耗がないことから

I! = dKi/dt i = 1，2 (14)

次に両部門の投資関数については次のように考える。工業国は自国の実現利

潤率を基準に資本蓄積率を決定する。

I, = 9, (r,)K1 9,'> 0

以下では議論の簡単化のために

ノ,/K] =んγ] ">0 (15)

γ,＜0ならば 11 =0

という一次関数を想定する。一次産品国の投資決定については、いわゆる発展

途上国は国家的な投資計画をもつことが多いこと、他方その投資計画は外国の

途上国に対する信用供与によって上限を画される傾向がある。以上の要因を考

慮して、次のような投資関数を想定する。

92 =922－h" (16)

αノ= W/P,K,

g2gは計画資本蓄積率（一定）であり、“は工業国の一次産品国に対する資

産残高を工業国の資本ストックで除した比率（以下では⑳を単に対外資産残高

率とよぶ）である。α’の増大は工業国の途上国に対する信用を弱め、途上国は

貿易赤字を改善するために工業国からの輸入を抑制せざるを得なくなる。〃は

その反応を示すパラメーターである。なお

g22－ル"<0

の場合は92=0とする。

以上でモデルは完結するが、後の便宜のために各式を両国の資本Kl、K2で

割った形で表しておく。

y =y(R,, P) (17)
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" = "(R,, P) (18)

g = 2(R,, P) (19)

y=(1 -s,)(y-Pe)+9, +A92 （20）

"=(1-s2)(1－畑) d+e/八十'"ぴ (21)

γ,＝y－Rlx－姥 (22)

91=んγ， （23）

g2 =92g－"の (24)

d"/dt =(p－g,) "+入g2- Pe (25)

p= j－〃

d A/dt = (92- 91) A (26)

抑=＝ X （27）

dB/dt =ワB ワ> 0 (28)

ここで g, = /1/K1，92 = 12/K2、入= K2/K1，〃= (dP1/di) P, = const.である。

兎は工業国の労働・資本比率で、伽は効率単位で測った工業国の労働・資本比

率、giは資本蓄積率、βは実質利子率、入は両国の資本比率である。(17)から

(28)の12式でR1，P、y、”、2，γ1，91，92，“、入、B、難の運動が確定する。

以下では議論の見通しをよくするために工業部門はCobb-Douglas型生産関

数

Y, = A (BlV,) "E,BK,7 0 <α、β、γ<1 q+/3+>'=1

に従うとする。そのとき、（17)～(19)は

y'=A”αgβ (17) '

qy == RIx （18)，

/9y = pe (19) '

となり、工業部門の利潤率γlは

'', =(1－α－β)y (22) '

となりyに比例する。また一次産品国の利潤率γ2は

72=P(1-R2r－加) o (29)
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となって、交易条件Pに比例する。γ2が正をとるためには、l -R2r－汎＞

Oを充たすように実質賃金率R2が制限されなければならないが、以下ではこ

の関係が成り立っていることを仮定する。

このとき(20) (21)は

aly =9l+入92 (20) '

α2"=e/A (21)'

(z] =s,(1－β)+6

(M2 =S2(1－抑）

となる。

3 一時的均衡

まず、この理論モデルでの諸変数の決定関係を示しておこう。南北両国の資

本ストックの比率入と対外資産残高率のが期首に与えられると、COから一次産

品国の資本蓄積率92が決まる。そして(22) 'と(23)から91はyだけの関数と

なり、(20) 'より工業国製品の需給一致を充たすように工業品の生産量・資本

比率yが決められる。yが確定すると(22)'から工業国の利潤率γ,が決まり、

そのときの資本蓄積率glは(23)で決まる。次にyが定まると(19) 'から一次産

品に対する工業国の需要が交易条件の関数として決まるが、これが一次産品国

の輸出量α2ぴに等しくなるように交易条件Pが確定する。

（20)’は工業製品の需給均衡を表すが、その一時的均衡の調整過程

dy/dt = H(g, + Ag2－a,jj) H'>0

が安定であるためには、（23)(24)(22)，より

α,一九（1－α－β）＞0 （30）

が成り立っていなければならない。以下(30)を仮定する。
（4）

さて、α’と入を所与とする一時的均衡の性質を検討しよう。（23)(22)’(20)，

(24)より
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ﾉ1(1－a－β）
入(g2@－た⑳） (31)91＝二

α,一九(1－α一β）

(31) (24) (20) 'より

入(g2@－h")
y=二

α,－ん(1－a－β）
(32）

となるから(24)(31)(32)から91，92，yは⑳、入のみの関数となる。α』の増大

は一次産品国の資本蓄積を抑制し、工業国の産出比率yを低下させる。その結

果、工業国の蓄積率も低下する。また、一次産品国の規模が工業国に比して大

きいほど工業国への一次産品国からの需要が大となり、工業国のy、glが増大

する。また“の増大は91，92，yを下げ、両国の利潤率を引き下げ、雇用も減

少する。交易条件は工業国に有利に変化する。（第1表参照）

第1表
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八
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4 勤学的安定性

本節では対外資産残高率“と両国資本の相対比入が変化する動学プロセスの

安定性を検討する。（24)(31)(32)を(25)(26)に代入して整理すると、⑳とAの

運動は結局次の二式で表せる。

。入/dt = "("]－⑳)(1－入／入.) (33)

dfu/dt= {p－Ah(α’1－の)/入｡}"+入h("1-"')"2/A" (34)

ただし

" 1 = g2e/" (35)
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s,( 1－β）
(36）-1(U2==

ﾉI(1－α－β）

α］
(37）-1入．＝

ﾉl(1－α－β）

きて、（33)より入はα’＜“］の範囲では入く入．であれば増大し、入＞入“の

ときは減少する。また、（34)より。αﾉ/dr=0を入について解くと

P A*"
(38）入＝ －

ﾙ(“1－αJ) ("2－aj）

となり、均衡のαjﾞは

# (m)=("－⑳1)"一⑳2)+pqj/h=0 (39)

より決まる。以上より位相図を描くことによって、世界経済の大局的な運動を

論じることができる。

図1-2 0<(JJ2<(AJ,の場合

I
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図1－3 の!＞0＞①2の場合
I

_里._1－_‐
I

』

一一 一一■－1－■＝＝ーー＝ 一一ー＝ ー ＝

αノ1

B

_ノ
／ ‐

／ 入
ノ 手，
沙 ッ

入＊

『

~~X.1-f~~ ~~~~ ~i~-う一~‐αノ2

(1) (U2>"」の場合…位相図は図1－lのようになり、いかなる初期値から

出発しても、時間と共に必ずαﾉは増大してゆく。この過程では南の蓄積率

92は低下し、交易条件Pは下がり工業国に有利になり、南の利潤率γ2は低

下してゆく。また工業国の蓄積率9lや生産y、利潤率γ1も下落してゆく。

“≦“］の範囲に定常均衡解は存在しないので、両国の利潤率が共に低下

してゆく下方への累積運動はますます深まってゆく。ところで、経済が

P0点にあれば両国の利潤率がいずれも上昇してゆく。しかしこの上方過

程は長続きしない。P0点では一次産品国の対外資産は黒字であり、当初

は利子収入によって南は工業国よりも速やかに成長してゆく。しかし、南

の対外資産の増大につれて南の北からの投資財輸入が加速的に増大し、そ

の結果貿易収支の悪化が生じ南の対外資産の増大から減少への逆転が必ず

生じるからである。それ以後は途上国の債務は一方的に累積してゆく。

(2)0＜“2＜α』1の場合…位相図は図l－2のようになる。この場合は“2

が小になれば必ず複数の定常均衡解が存在する（数学注l)。定常解が存

在しない場合の運動は(1)のケースと同じである。定常解が存在する場合、
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解はlないし2個存在し、安定な定常均衡解はそのうち小さな解のみであ

る。従って、曲線ABの上方に初期値がある場合は図lと同様の運動をお

こない、曲線ABより下に初期値があれば定常均衡E1点に収束してゆく

ことがわかる。この場合は定常均衡では工業国は黒字になる。

(3) (ol>0>(U2の場合…位相図1－3のように必ず複数の定常解が存在

し、小さな解だけが安定解となる。従って曲線ABから下の初期値から出

発した経済は定常解E2に収束する。

以上から、本稿のモデルでは世界経済は両部門の利潤率が累積的に低下して

ゆく下方過程に突入するか、工業国が黒字の定常均衡に収束するか、あるいは

工業国が赤字の定常均衡に収束するかのいずれかとなる。そのいずれが生じる

かを決めるのは⑳1との2の大きさである。途上国の投資が対外債務残高に敏

感に反応するほど、また計画蓄積率が低いほど世界経済は累積的な下方運動に

入る可能性が高い。逆に計画蓄積率が高く、対外債務によって途上国の投資が

あまり抑制されることがなければ世界経済は一定の定常均衡に収束してゆく。

途上国が工業国にたいして債務国となるような定常均衡が実現するのはα)2が

正の場合であるが、これは工業国の貯蓄率s,が高く、投資関数のパラメーター

九が低く利潤率の蓄積率に対する影響が弱い場合、そして生産関数の労働と原

料・エネルギーに関する弾力性α、βが大であるほど生じ易いことが知られる。

5 定常均衡

本節では定常解の性質を検討しよう。前節でみたように定常解はMutipleで

ありその小さな方が安定解である。そのことに注意して均衡解のパラメーター
（5）

への依存関係を調べてみよう。

北の投資関数のパラメタ－んの変更が定常均衡での対外債権残高“に与え

る影響は(36)より
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# "d"+ #hd" = 0

を得る。“の定常値は(39)の小さい解であるから、＃"<Oである。他方、(36)

(39)より

，"={"≠-"!)"‘3(上惑，
を得るが“｡－⑳l<Oが知られているから、結局a cU､/ah< 0となる。同様

にして他のパラメーターについてもその影響を調べることができる。また、“

の均衡値が決まると、均衡資本蓄積率gは、

g:=92e－た⑳=g(") (40)

から求められる｡その他の変数の定常均衡値は注に譲って､均衡値の各パラメー

ターへの依存関係を一覧表にしたのが第2表である（数学注2）。

第2表
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ただし

① ⑳>0であれば－, Qj<0であれば＋

② “＞0であれば十，①＜0であれば－

まず、世界経済の均衡成長率gと工業国の対外資産率αjに関して主な結果を

まとめると以下のようになる。

（1）工業国の蓄積率の利潤率にたいする反応係数hの増大は世界の均衡成

長率を高め、工業国の対外資産率を減少させる。
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（2）南の計画蓄積率92eの増大は均衡蓄積率を高める。“への影響は途上国

が赤字均衡の場合は赤字を減らし、黒字均衡の場合には黒字を減らし、対

外不均衡を縮小するように作用する。南の蓄積態度が対外不均衡により一

層影響されるようになる(hの増大）と、途上国の対外資産は逆に悪化す

る。均衡蓄積率への影響は途上国が赤字均衡の場合にはgは低下し、黒

字均衡の場合には上昇する。

（3）北の貯蓄率s,の上昇、生産関数の労働、原材料に関する弾力性α、β

の上昇は世界の均衡蓄積率を低下させ､工業国の対外資産率を増大させる。

（4）実質利子率βの増大は工業国が黒字均衡の場合には均衡成長率を下げ、

工業国の対外資産率を高める｡逆に工業国が赤字均衡の場合にはgを下げ、

“を増大させる。

この結果の意味を考えよう。均衡においては(25) '(19) '(20) '(39)および

gl =92から

βの
＝8") (41）g＝＝

αノーの2

が成り立つこと、また均衡では(38)(39)(20)，より

入9－βy =g"2

を得るから、αj2>0 (<0)は工業国の貿易収支がgの増加（減少）関数であ

ることを意味することに注意しよう。すると(41)から

Sg〃8'= sg"(－β"2)

となるから、対外資産率“が増大したときに経常収支を一定に保つためには、

工業国が黒字（“＞0従っての2＞0）の時にはgは減少し、赤字の時（α）＜

O従って“2＜0）にはgは増加しなければならない。これは､次の理由による。

工業国の黒字率が増大すると途上国から工業国への利子支払いが増え、経常収

支がバランスするためには工業国の貿易収支が悪化しなければならない。の2

＞0から工業国の貿易収支はgの増加関数であるから、gは減少しなければな

らない。逆に工業国が赤字のときに“が上昇（赤字が減少）すると途上国への
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工業国からの利払いが減少するから、経常収支が均衡するためには途上国の貿

易収支が好転しなければならない。“2＞0よりそのためにはgが増大しなけ

ればならないのである。以上の経常収支均衡を保証するg-aj曲線βと途上国

での蓄積率と対外資産率（途上国からみると対外負債率）の関係を示す曲線g

を9-の平面に描いたのが図2である。Elが工業国にとって対外黒字の定常均

衡であり、E2は赤字均衡である。

図2－1 ①2＞0の場合 図2－2 の2＜0の場合

g、↑ I

91
’

、

、

E2

ｌ
、
１
１
１
１

、

I，

β

P

凸

、
一

、
凸

、

、ｌｐ
－

I

一 寺 ■ ー＝ ＝ ＝ ＝ ■ ■ ＝ － －L － － － ＝ －

、
／

9（“
一一一÷

αノ

） ／／／‐

“2 の2
I

(1)九の増大はβの左へのシフトを意味するが、その経済的含意は次のよう

に考えられる。九が増大すると工業国の資本蓄積が加速されて均衡の部門

比率入(= K2/K1)が低下する。そして工業国の資本あたりの産出量yおよ

び実質貿易収支入9－βyも低下する。実質貿易収支は利子率と共に工業

国の対外資産残高⑳の時間増加率を決めるが、他方この対外資産残高は経

常収支が均衡するためには物価上昇率プラス資本蓄積率で増大しなければ

ならない。従って実質貿易収支が減少するときには対外資産残高のは低く

なければならない。途上国の投資関数gは幻の減少関数であるから“が

低下しgが増大することによって定常均衡が達成される。

(2) g2eの増大はg(")の上方シフト、〃の増大はg(")の負の傾きの増大を

意味する。例えばE1均衡を考えよう。g2eの増大によって世界の均衡蓄積
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率が上昇すると、工業国の貿易収支がgの増加関数であることから工業

国の貿易収支は好転する。そこで経常収支を均衡させるためには工業国の

対外資産が縮小して利子収入が減少しなければならない｡また、El均衡

では途上国は赤字であり、hの増大は蓄積を抑制することになる。その結

果、世界の均衡蓄積率は低下し、貿易収支は工業国に不利化する｡それ故、

経常均衡を実現するように均衡の⑳は増大するのであるoE2均衡につい

ても同様に議論できる。

(3) s,の増大、αやβの上昇はいずれもβ曲線を右にシフトさせる。工業

国の貯蓄性向の高まりは工業製品への需要を下げて、工業国の利潤率γl、

産出係数yを引き下げ、部門比率入を増大きせる。これは（1）とは逆の方

向であり工業国の資本あたり貿易収支を改善するから、一定のgにたい

してより高い対外資産率“の下でα'の定常状態が達成される。αとβの増

大は労働と原材料への要素分配率を高め利潤率を引き下げる。またβの上

昇は工業国の可処分所得を減少させ、需要の減少によって更に工業国経済

を停滞させる。これらはいずれも均衡での工業国の経済規模を相対的に低

下させ（入の上昇)s]の増大と同様の効果を持つのである。

(4)実質利子率pの増大はβ曲線の上方へのシフトである。El均衡ではp

の増大によって工業国にたいする途上国の支払が増え、その結果途卜同の

対外債務は一層悪化する。途上国は資本蓄積を抑制し均衡の世界成長率は

低下するoE1均衡では工業国の貿易収支はgの増加関数であるから、工

業国の貿易黒字は縮小し、より低い対外資産率のの下で定常均衡が達成さ

れる。逆にE2均衡では途上国が黒字であるからPの増大は途上国の蓄積

を促進し世界の成長率を高める。E2では途上国の貿易収支がgの増加関

数であるから途上国の貿易収支が増大し、より高い途上国の対外黒字残高

（より低い“）の下で定常均衡になる。このように実質金利の増大はEl、

E2いずれの均衡であれ、黒字や赤字をますます増大させる方向に作用す

る。
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上述の議論と同様にgと“以外の均衡値についてもその影響を論じること

ができる。ここではいくつか興味ある点に触れておこう。

工業国での投資の活発化("の上昇）は途上国の利潤率を高めるが、工業

国の生産や利潤率を必ずしも増大させるとは限らない。既にみたように向の

増大は均衡蓄積率gを高めるが、（20)，(39)および91 =92より

g=M1－α－β)y

となるから、y従ってγlに与える此の影響はれとgの増大の程度に依存する。

図2よりβ曲線の左方シフトが小であるほと響、そしてg曲線の傾きが小であ

るほど、力の上昇によるgの増大の程度は小さくなる。計算から知られるよう

に血が大、s,が小、αとβが小、そしてたが小であるほど、〃の増大が工業国

の生産や利潤率を低下させる可能性が高まる。

6 おわりに

本稿で得た主な結果をまとめておこう。

1．工業国の蓄積態度が積極的であるほと響世界経済が一定の定常均衡に収束

する可能性が増大し、定常均衡での世界成長率は高まり、工業国の対外資

産残高は減少する。

2．途上国の計画蓄積率が高いほど世界経済の安定性は高まり、南北経済間
（6）

の対外債権・債務残高は解消の方向に向かう。

3．途上国の蓄積態度が対外債務による抑制的な影響をより強く受けるほど、

世界経済の下方累積運動の可能性が高まり、たとえ定常均衡に収束しても

途上国の対外債務率は逆に増大する。

4．工業国の貯蓄率が増大すると均衡での工業国の対外資産率は増大するが、

均衡成長率は低下する。

5．実質利子率の増大は対外不均衡をプラスあるいはマイナスの方向に一層

拡大する。
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本稿では実質利子率は外生とされ、金融的側面は扱われていない。この点を

補うことが必要である。

数 学 注

[1] (39)より判別式Dは

D = ("1+"2- p/")2- 4α』!“2

いまβ≠922とすると、十分に小さい"2> 0に対してD>0，また⑳2<0のときD>0。

ただし、実質利子率Pが南の計画成長率92唇に等しいという特殊な場合には

D =(U2(("2- 4 ",)

より"1>"2> 0なる"2に対してD<0，"2< 0なる⑳2に対してはD>0。

[2］ 定常均衡値は

ql

A= h(1－α－β）－1

g2c－hの

y= /,(1－α－β）

7! =(92. -hqj)/h

r2=P(1 -R2r－加）ぴ

g2e－hの

P=βα2ぴ,α,一九(1－α－β)|

α1

2=a2d ( JI(1－α－β) -1)
(1) a"/3hについて

少（の)= # (")hとすると、“・は少(")= 0の小の解でもあるから

al/a"<0

また、

a l/a" =-" ("2-")

の｡>0の解の場合、αJ2-"｡< 0だからa ｡/ah>0，“｡<0の解の場合、の2－“●＞0

だからいずれの場合もa l/ah>0より、a qj/ah> 0。

(2)“の均衡値にたいするS1，α、β、g2e、pの影響

1－β

al/as! =-(⑳一⑳') "( 1－α－β）

a#/a q =-("－《",)aaj2/a q
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a /a f=-("－α’,) a "2/a p

al/ag2.= -("一⑳2) /h

a l/a p ="/"

(3) ag/ahについて

P +"(αノー",)
ag/ah =- a ("")/ah =-"

p + "("-",)+ r("-"2)

分母a #/a (U=P +k("-",)+h("一"2)< 0．均衡E1では“・－">0より分子

く0。“｡＞0に注意するとag/ah< Oo均衡E2では分子=0となるaJ==(U4 ==⑳』

- p/々にたいして’("4) =Pqj2<0．故に分子は“＝“・のとき負となる。の｡＜

0よりag/ah >0．

、"＊

(4) ag/ag2'について

P +"("－αﾉ,)

ag/ag2｡ = 1－ha "j/ag2' = P+r(αノーαj1)+ h("-"2)
となるから（3）と同様の議論で符号が定まる。

注

＊ 本稿作成の動機は足立英之教授の研究[1] [2]に刺激を受けたことである。足立教

授には本稿の作成に当たっても討論の相手をしていただいた。特に利子率の内生化に

付いて示唆を受けたが、この点は本稿では生かされていない。また置塩信雄教授から

は私信で詳細に渡るコメントをいただいた、両氏に記して感謝します。

(1) 南の国では、生存水準を保障する実質賃金率で必要な労働が無限に得られるLewis

［9］の労働過剰経済が想定されている。

（2） 詳しくは中谷[11]参照。

（3） 足立［1］［2］に対する本稿の特徴は対外資産ストックをとりあげ、その影響を論じ

たことである。またFindlay [ 4 ]、Kanbur and Vines [ 8 ]、Molana and Vines [10]、

Ocampo [12]､Taylor [13]､Thirlwall [14]などこの種の問題はLewis [ 9 ]､Kaldor [ 5 ]

を先駆として多くの研究があるが、対外債務ストックは明示的に分析されていない。
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（4） ただしr2－huj>0を仮定する。

（5）以下では均衡を示す“＊”印は省略する。

（6）置塩教授からこの結論は両国間の特殊な貿易構造の想定に依存すること、想定を変

えて両国の消費はいずれも北国製品に向うとすれば、92e増大は本稿とは逆に南国の

赤字を累増させることを指摘していただいた。
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第4章 最適技術移転

1 問題

今、二国二財からなる単純な貿易世界を考えよう。二国のうち一方は他方よ

りも技術優位国であるとする。技術優位国は劣位国に無料で技術移転をおこな

うインセンティブを持つであろうか？また、もし持つとすれば、移転国の観点

から最適な技術移転のパターンとはどのようなものであり、そして、最適な技

術移転は両国間の貿易構造にどのような影響を与えるであろうか？

この二つの問題のうち前者は、スタンダードな国際貿易論の体系の中では、

Ikema (1969)や小宮・天野（第4章、1972)によって、技術移転がある特定
（]）

のタイプをとるという想定のもとで、肯定的に答えられた。

すなわちこれらの文献によれば、もし各国の選好構造がホモセティックであ

れば技術移転は移転国の厚生水準を引き上げる。従って移転国は被移転国に対

して技術移転をおこなうインセンテイブを持つ。

技術移転が移転国の厚生水準を引き上げる、という命題は単に二国二財とい

う単純なモデルにおいてのみ成立するのではなく、多数財のケースにおいても、

また多数国のケースにおいても、非貿易財・中間生産物・要素移動のあるケー

スにおいても、更にまた、一国が他国からの輸入に最適関税を課しているケー
（2）

スにおいても、基本的に成立する。

しかしながら、二番目の問題については、筆者の知るかぎり、現在のところ

分析がおこなわれていない。本稿はこの問題を単純な二国二財モデルを用いて
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考察する。第2節においてモデルを提示し、第3節において主要な分析とその

結果を提示する。第4節において今後の検討課題に言及する。

2 モデル

α、β二国から構成される貿易世界を想定する。二財（第1財、第2財）存

在し共に消費財である。β国は次のような意味においてα国よりも技術優位国

である。今x国、x＝α、βの第1財、i=1，2，に関する生産関数を

Fxi (yi" ,…，恥躯')

とする｡ただしyjx'､ j=1,"｡､畑､はx国第j財の第/本源的生産要素投入
（3）

量である。生産関数はすべての生産要素投入に関して一次同次、強凝凹、増加

関数とする。このとき、各iに対して

F｡i(y,,…, y,") = A iFA(y,,…, y,") in(y,,…, y",)

が成立する。ここでスィは0＜スイ<1なる定数である。そしてβ国は各財につ

いてA1をスィ≦ル≦1の範囲で適当に選んで、α国の第j財生産数が

A !FBi(y,,…, y,")
（4）

となるように技術移転をおこなうことができるものとする。

技術移転にはコストがかからないものと仮定する。またα国は供与される技

術以上のものをβ国から「盗む」ことはできないとする。

両消費財に対する選好構造はホモセテイックかつ両国で同じであるとする。

更に生産要素賦存量についても両国間で差がないものとすれば、本稿の分析対

象となるモデルは次のように記述される。

{''‘い)"｡-入J(制=。
(2) e(' )卿β－/(p)= 0

'3'‘ {‘)"･報(,)"倒一ﾙｯ･|-ffr) -r(' ' -。
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ここで2(.）は単位支出関数、／(.）は収入関数、〃x、x＝α、β、は妬国の

厚生水準、pは第2財の価格（第1財がニューメレール）である。(1)はα国の、

(2)はβ国の予算制約式、（3)は世界全体での第2財需給均衡条件である。

もしス］＝ス2＝1であれば両国間で貿易が生じる積極的理由はなく、各国

で両財が生産されている。よってもしス,、ス2がそれぞれ充分1に近ければ各

国で両財が不完全特化されていると考えられる。本稿ではこのケースに議論を

限定しよう。

さて、以上の想定のもとで、技術移転国βの目的は最適問題

肌axiwzize 〃β
入，、A2

”〃"t to (1)-(3)

スi≦A1≦1， ス2≦A2≦1

と定式化できる。

3 分析

まず、移転前の貿易パターンを明らかにしよう。(1)を考慮すればα国の第2

財超過需要関数は

e'(p )

ﾊﾊ帯'1-ﾊｺ怜")ED2q =
2(，）

従って、

｜地｜｜川

１

へ（）｜、別ハ
ヘ
ロ I際')-時')ﾊ-ff')] H M f'1

g

ED2｡ =
2

収入関数ならび支出関数の周知の性質より、、4ED2｡> 0かつ
O 八l

a

5－万ED2｡< 0となることは明白である。よって次のレンマを得る。
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LEMMA :入Ⅱ> (reSP. <) A2ならばα国(resp. " )国は第1 (resp. 2 )財

を輸出する。

REMARK :図1を見よ。OA上では両国の超過需要ゼロが共通の価格peのも

とで成立する。すなわちこのpeが世界貿易均衡価格である。従って、'=p2

で評価するときOAの下方ではED2｡> 0 =ED2β、上方ではED2"< 0 =

ED2βが成立する。従って、各点に対応する均衡価格ではかれば、OAの下方

では、ED2q= -ED2B>0、上方ではED2"=-ED26< Oとなっている。

図1

入 2 I

1

入10 －

1

次に“βの無差別曲線をどのように表わせるか考察しよう。第一。(2)より

灘βは’が決まれば一義に決まる。そこで、

2'(p )
ED2｡ + ED2B=

e(p )

－／'(’）＝0

を、′を一定に保ちながら、入,、A2に関して全微分することにより、

/ a

l agi! ED2｡),伽汁(六ED2｡)d 42= ｡
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イノ

を得る｡既述のように皇!”2．>0,烏,”2．<0であるから､"‘に
関する無差別曲線は（入,、A2）平面上において右上がりの曲線となる。

第二。REMARKの議論により、図1のOAから右水平方向に移動するときP

は上昇、そして上垂直方向に移動するときpは下落すること及び(2)より

\ |"-｡I;,ri"-粉ぃロ
1

ED2 "二二二 一

2(p )

となることから、OAから離れた無差別曲線ほど高い〃βの水準に対応してい

ることがわかる。

。A，

第三。小宮・天野（第4章、1972)の議論から明らかなように、もし－ｽT
2-4-且＞0ならば"βは上昇する。従って、〃βの無差別曲線は原点からの半：＝＝

A2

直線を、OAの下方では下から上に、そして、上方では上から下に、それぞれ

切ることになる。以上により、脇βの無差別曲線は図2のようになる。

図2
八2

1

／， ～ ／
堂

1 ノ

ノ
″
〃

／
／
〆

Ｃ

ﾂ/″

ニス0 1
1

さて、いま（ス1，ス2）が図2の点Bで表わされているものとしよう。“βの



経済発展と環太平洋経済78

無差別曲線の形状に関するこれまでの考察から、長方形BCADの中の点で移

転国βの最適技術移転問題の解となり得る点は点BとCの二点であることがわ

かる。すなわち、

(i) もし脚､β＞郷cβならば、β国は第2財（移転前の均衡点Bにおけるβ

国の輸入財）の技術をすべて公開してα国に伝えるが、第1財の技術は一切公

開しない。この結果、α国の技術状態は（ス,、ス2）から（ス]、l)へと移

行する。そして、技術移転後、貿易パターンは逆転する。

(ii)もし〃Dβ＜"cβならば、β国は第1財（移転前の均衡点Bにおけるβ

国の輸出財）の技術を全て公開してα国に伝えるが、第2財の技術は一切公開

しない。この結果、α国の技術状態は（ス1，ス2）から（1、A2）へと移行

する。しかしながらこのケース下は技術移転は貿易パターンの逆転を引き起さ

ない。

更に、いずれのケースにおいても、β国がα国を生産技術上強い意味で優位

となっている状態は消減することも明らかである。生産可能性曲線のタームで

いえば、他の条件(i. e.,要素賦存量）にして等しいかぎり、両国の生産可能性

曲線は縦軸上あるいは横軸上で一致する。すなわち、一方が他方の内部に位置

することはない。従ってKemp and Shimomura (1988)の『不可能性命題』は

技術移転についての最適化行動を考慮しても基本的に成立し得ることが示され

た。

次に､図2の点CとDのうちどちらがβ国によって選択されるかを考えよう。

まず、次の二つの事柄は明らかに成立する。

第一。もし二つの財が選好構造においても、また供給の諸条件においても完

全に対称的であって図2の無差別曲線群が45.線を軸に左右相似的であるとあ

れば、図2の点りとC′が同じ水準の“βに対応することになり、従って脚"β

＜"cβとなるので、β国は点Cを選択する。すなわち、以上のような「完全対

称」の場合は常にケース(ii)が起ることになり、技術移転が貿易構造を逆転させ

るという事態は生じない。
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第二。もし移転前のα国技術（A1、入2）が水平線A2＝1よりも垂直線Al

＝，に相対的にみて充分近ければ、〃cβは〃Dβよりも高くなる。従って、もし

ケース(i)が起るとすれば、初期点BはOAに充分近い所に存在していなくては

ならない。

本節では以下、〃cβ＝脚Dβとなるような軌跡を求めよう。この軌跡と45.線

にはさまれた領域に（ス]、ス2）が存在する場合ケース(i)が起り、それ以外の

領域ではケース(ii)が起る。さて、この軌跡は次のような方程式体系によって表

わされる。

'‘'鞠/(A2pc)-吋"凧誠J半鶚/’償)-/'(jc)= 0

十Ｊ

１刃。ノー
、

〃ｆｊ

Ｄ

嶋
鶚

一
入

小や伽一や
ｊ
ｌ

〃

2'ゆD)
(5） /(ん)－．/･'いD)= 0

2 (pD)

(6)

（4)は点Cでの、（5)は点Dでの世界貿易均衡条件である。（6)は〃cβ＝脚Dβに他

ならない。さて、(4)－(6)をス1，ス2，Pc，PDで全微分すると、

(7)｜÷
I o A2

(7)－(9)より、

ED2｡ldス2+ACdpC= 0
ノ

と

２
△

ａ
一
入ａ

／
１
１
、

ED2 ｡

）‘ｽ:‐[‘(;‘， |,」ED2"(10

[,;"IEp,｡ |,J

そこで、OA以外の点において

{@;cI Ep:｡M>0、[.:)Enf l,J<'
であるから、
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I8' l a:'ED,｡1d'!+｡･"｡=@

I9} ,;jED2｡ |,ルー砺丁週D2｡ |
l "l l

ナやナさ1
ノー ノー し〆

dpD= 0
PJJ

e"(pc)2"(pc)
/(ス2pc)-(ス2)ｼ"(ス”c)+Ac= /(pc) -/"いc)< O

2 (Pc)2 (jc)

g"(pD)

Ｉ

ｆｌ

一
入

功
ｊ
い
物

〃

２
２ fT'") - IfF)rHT'"FAD= / (pD)

2 ('D)

-/"(pp) < 0

(7)－(9)をまとめて次式を得る。

a

(- =:""｡
／

）△，

ｊ

Ｄ

１
〃
ゆ２

１

|恥1ED2 ｡

２
１

八
一
入

。
。 >0

a

(-''｡"’ ）△c
[右 |,」ED2 ｡

すなわち、"c' =IJDβを成立させる（ス,、ス2)の軌跡は右上がりの曲線となる。

さらに、ス1==ス2=1かつpc='D =んは(4)-(6)の解となることから、この軌

跡は点(1，1)を通る。

点{!､Ⅲ)における‘ｽ'/"｜を求めよう｡まず､[' ;", ED｡｡ ',"]
より。これをス，で微分すると、(8)を考慮することにより、

（-異Af':｡)( a3! ED｡｡)+[fr-/1

他方 [ - (;c) ED2｡ ',Jの方は、

（-晶菫蝿｡)隙{ |#E'."H÷ﾉｰﾉ1
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aa
△c及び△Dの定義及び

において△c= AD

ED2a、 ED2aの計算から、点(1，1)へ 、．

。 八1 aA2

そして、

a÷TED2｡+皇5ED2｡ =‘
となることを確めることができる。ゆえに、ロピタールの公式を適用して

１

２
１

八
一
入

．
．

となることがわかる。従って、(1，1)の近傍におけるMcB== "Dβ線は図3

のAF、AG，AOのいずれかのような形になる。

図3

１
１
１

1－

1

4 今後の課題

従来、国際貿易論において生産技術と貿易構造の関係について論ずる場合、

生産技術は貿易当事国において所与と考えるのが通常であった。しかしながら、

現実の世界をみるとき、生産技術情報の貿易当事国の間への分布は必ずしも偶

然ないし非経済的原因の所産とは言えないと思われる。技術を公開するのは単
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に善意の故ではなく、公開することが利益をもたらすからである、と考える方

が経済主体の現実の行動に近いであろう。

本稿の考察は『最適技術移転の経済分析』の第一歩を構成するに過ぎない。

本節では以下、今後の検討課題を列挙しよう。

(A)まず、さしあたり、前節末に触れた秘cβ＝汎Dβ曲線の一層明確な

characterizationをおこなうこと。そしてこの曲線が図3の各ケースになるた

めの条件を明らかにすること。

(B) 本稿ではβ国がα国に対して、その各産業でHicks中立的な技術進歩

を実現させるような形でのみ技術供与をおこなうケースに議論を限定した。す

なわち、いまβ国の各財の単位費用関数をci(,"、γ)、i=1，2とするとき、

α国の単位費用関数を半c("､γ)､j=1、2、ス,≦入'≦,、とすること
人j

が技術供与β国に可能であると想定していた。明らかにこれは特殊な想定で

あって、より一般的には次のようにβ国の選択問題を定式化しなくてはならな

い：図4を見よ。曲線〃'はβ国の、そして加加'は技術移転前のα国の第j財

に関する単位等費用曲線である。β国の目的は、この二本の曲線の間に存在す

る右下がりの凸曲線であらわされた技術移転後のα国の第1、第2財それぞれ

に関する単位費用曲線のなかで〃βを最大にするものを選択することである。

（より一般的には、この右下がりの凸曲線は強凸である必然性も、また、

"sharp point"を含まない必然性も、存在しない｡）

(C) すべての財の生産技術について、一国が他国よりも完全に優越してい

るのではなく、たとえば第1財についてはα国がそして第2財についてはβ国

ぱ優越している、というケースが考えられる。このとき、最適技術移転のため

の決定は両国においておこなわれることになるので、ケーム論的状況が成立す

ることになる。

(D) R&D活動を考慮すること。このとき技術供与国はR&Dへの支出と

技術移転のパターンという二つの選択変数を持つことになる。またモデルのフ

レームワークは必然的に動学的になる。技術供与国がこの二変数について最適
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な選択をおこなっている場合についてその相互関連を検討すること。

図4

γ
Ａ
Ｔ
Ｉ

ノ 肌

7孔

私

注

（1） 被移転国の生産ﾛJ能性曲線が一様に拡大するような技術移転。

( 2 ) Kemp and Shimomura (1988), Shimomura (1991), Kemp, Shimomura and NG (1991)

参照。

（3） 生産要素は国際間移動不可能とする。

（4） 技術移転の可能なタイプをこのように狭く限定したのは分析上の単純化のためであ

る。より広いタイプを考慮することは今後の課題である。
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第5章 世界における環太平洋経済の

動態と問題

1 はじめに

本稿は、世界経済における環太平洋諸国の経済発展とそれに伴う問題を概観

する。1970年代後半より環太平洋諸国のうちアジア太平洋地域は、世界経済成

長の中心となって来た。したがってアジア太平洋地域の貿易と成長の動態と問

題をみてゆくことが目的となる。研究対象となる環太平洋諸国は国の範囲も必、

ずしも明確ではないが、通常は北米、西太平洋、東アジア（北東・東南アジア）

からなる。西太平洋諸国は、ASEAN (インドネシア、マレーシア、タイ、フィ

リッピン、シンガポール、ブルネイ)、オーストラリア、ニュージーランド、

南太平洋フォーラム（オーストラリア、ニュージランド、南西太平洋小国、パ

プア・ニューギニア）の小地域からなっている。また時に中国、ラテンアメリ

カ、ソ連、北朝鮮、南アジアを含めることがある。しかしここでは、西太平洋、

中国を含めて東アジア、東南アジア、北米の市場経済圏に注目し、市場経済シ

ステムを持つ環太平洋諸国の相互経済関連を展望してゆく。特にアジア太平洋

地域の経済活動の世界経済に占める比重、ざらに当地域内における経済、特に

貿易構造の相互関連とその変化、及び長期的変動のメカニズムと問題を明らか

にする。そして環太平洋諸国の経済的発展と相互依存の深化から起って来つつ

ある当地域のブロック化及び現在世界経済システムにもおこりつつあるとみら

れる地域経済統合の内包する問題とその環太平洋経済に対する問題を検討す

る。これが本稿の課題である。
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2 世界貿易におけるアジア太平洋貿易

世界貿易は、数量ベースでみて1985年から拡大傾向を示し、1988年にピーク

9.1％を達成した後、拡大の程度は減少しているとはいえ、その基調は変らず、

世界経済の減速によって1990年には伸び率が低下し3.9％となったが、それで

も世界全体の実質経済成長率2.1%を上回っている。1980年代の世界貿易の拡

大は、1960年代の拡大期には及ばないとはいえ、1970年代を上回るもので、90

年代はこの80年代の趨勢的拡大がつづくものと予想されている｡表2－1参照。

表2－1 世界貿易数量の成長率（％）
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(資料) IMF '@World Economic Outlook'', OECD "Economic Outlook'',各国統計、通省白書 平成三年

版17頁。
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（1）

地域別にみた時、世界貿易の73.5％を占める先進国の輸出入は数量ベースで

1 988年より1 990年にかけて減少しているが､依然として成長基調を保っている。

これは世界全体としての実質経済成長と、設備投資による資本財貿易、特にア

メリカの輸出拡大と、日本の輸入の増大がその要因と考えられる。表2－1参

照。

また1 980年代の世界貿易の拡大の特徴は、数量ベースでみた商品別では、製

造工業品の増大とサービス貿易の拡大である。世界全体として、従来の垂直貿

易から水平貿易への比重移行を示すものでもある。表2－2参照。これは世界

的規模で工業化が進展しており、それとともに商品貿易に質的な変化が起りつ

つあり、製造工業品でもいわゆるハイテク製品貿易の拡大など貿易財の高度化

のためである。ハイテク製品は多分に、その生産に多くの知的財産権やサービ

スが係わる商品であるから、サービス貿易の拡大の要因ともなっている。また

経済全体のサービス化、海外直接投資の増大、通信．情報技術の発達もその要

因である。サービス貿易の動向にふれておくが、その統計上の定義が必ずしも

統一されていなのでIMF統計に従うことにしよう。それは国際収支表のうち、

貿易外収支の構成項目である運輸．旅行・その他民間取引（特許権使用料、事
（2）

務所経費、手数料等）の合計を指している。世界全体のサービス貿易の動向は、

1985年以降89年までの平均成長率で旅行、その他民間取引を中心に14.1%と商

表2－2 世界の商品別輸出数量の成長率（％）
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４

５
０

８
１

１

６
２

２
２

１
０

５
凸
■
●
■
■
ｅ
●

２
１

３
８

１
６

４

１
｜

’

’
(注）鉱産品は、燃料、非鉄金属を含む。

(資料) International Trade (GATT)
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品貿易の伸びを上回る成長を達成している。表2－3参照。地域別にみては、

先進国の成長率が途卜国のそれを上回り、途上国の内でも成長率の高いアジア

よりもさらに高くなっている｡サービス貿易全体に占める先進国のシェアーは、

1980,85,89年に75.4%、75.2%、78．4%と先進国に集中しており、特にその
（3）

他民間取引のシェアーは、1989年81.7%となっている。このように先進国と発

展途上国との間には､サービス貿易で大きな格差が存在しており、それだけサー

ビス貿易の包括的ルール作りをめぐるウルグァイ・ラウンドの進展に関し両者

の積極性に差が出ることになっている。

表2－3 サービス貿易平均成長率（％）

世 界 ｜ 先 進 国
1980-85 1985-89 11980-85 11985-89

途上国（内アジア）

1980-85 1 1985-89

運 輸

旅 行

その他民間
取引

合 計

ｊ
ｊ
ｊ

ｊ

７
８

６
５

■
■
■
●

８
８

９
１

７
６

１
２

Ｉ
く
く

７
４

０
１

３
２

３
３

１
’

’

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

６
６

３
４

■
■
●
●

１
９

９
３

１
１

く
１

く
７

く

８
７

◆
３

６
①

【，’〃
■

７
５

０
１

１

０
９

２
２

■
■
●
●

８
２

５
２

’
１

０
３

９
１

■
合
■
●

１
６

４
４

１
１

１
１

１
６

９
３

■
。
■
①

２
６

６
５

１
１

１
１

８
５

１
５

■
●
■
甲

２
８

３
２

(資料) Balance of Payments (IMF)

(注）先進国、途上国については商品貿易の輸出に相当するサービス受取の数字である。

1980年代の世界経済は、実質経済成長率の推移からみて、1 982年は停滞した

ものの、その後90年まで先進国を中心に長期にわたるゆるやかな安定的成長を

達成して来た。しかし発展途上国全体としては、成長率は大きくなく、累積債

務国では、むしろ所得が減少するような経済的困難に直面している。一部発展

途卜国の停滞に対し、アジア太平洋地域発展途上国の経済成長は、80年代を通

じて注目に値する。韓国・台湾・香港・シンガポール(ANIES)は、1 980年代

半ばのアメリカ経済の回復、日本経済の拡大に伴い経済成長を達し、ASEAN

諸国がこれに続いている｡ ANIES, ASEAN諸国の経済成長の動きをみると、

両地域は高い発展を続け、1980年代後半より先進国や日本を上回る成長をとげ

ている。表2－4参照。このような良好な経済のパーフォーマンスは、世界貿

易にしめるそのウェイトの高まりにも反映されている。表2－5－1には、
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表2－4 アジア太平洋地域の実質経済成長率（％）

|1980-85 1 86 1 87 88 1 89

’
先 進 国

ア メ リ 力

日 本

韓 国
今

湾口

香 港

シン ガポー ル

(ANIES)

タ イ

マ レ ー シ ア

インドネシア

フ ィ リ ピ ン

(AS EAN)

オーストラリア
､寺 一 ､ T争

曹ニユーンフ ノ卜

中 国

０
２

９
２

２
５

９
８

５
５

６
４

９
０

７
８

●
■
ｂ
●
●
●
Ｇ
ｑ
■
■
■
。
●
■
■
■

４
２

３
６

７
６

６
６

５
５

５
０

３
３

２
９

７
７

６
９

６
９

８
６

６
６

２
４

４
３

４
３

●
■
■
巳
Ｕ
■
■
■
も
合
■
■
■
■
●
缶

２
２

２
２

２
１

１
１

４
２

６
１

４
２

１
８

１
１

１
１

３
４

３
９

９
９

４
５

７
３

６
６

５
５

８
０

や
■
■
■
●
■
●
合
●
●
●
■
●
■
■
●

３
３

４
２

１
３

９
２

９
５

４
４

５
４

０
１

１
１

１
１

１

５
４

２
４

８
９

１
０

３
５

９
２

３
６

４
９

●
Ｂ
や
巳
■
■
■
■
●
ｅ
■
■
ゆ
り
◆
●

４
４

６
２

７
７

１
０

３
９

６
６

８
３

１
０

１
１

１
１

’
１

３
０

７
８

３
３

２
４

１
６

５
０

３
４

１
６

■
■
●
●
や
①
●
。
■
ゆ
り
合
■
■
■
■

３
３

４
６

７
２

９
６

３
９

７
６

８
４

１
３

１

(注) ANIES, ASEAN諸国については、1985年ドル価格でウェイトを付

け算出。

(出所）通商白書 平成3年、2頁、332頁。

表2－5－1 太平洋経済の貿易の成長率（％）

輸 出 輸 入

ア メ リ カ

カ ナ ダ

オーストラリア

日 本

韓 国

香 港

シンガポール

タ イ

マ レ ー シ ァ

フ ィ リ ピ ン

中 国

９
０

３
４

７
８

６
７

０
４

６
。
■
や
ゆ
●
●
■
申
■
●
■

２
３

４
３

２
５

３
６

０
０

８
１

１
１

１
２

２
１

(注）輸出FOB、輸入CIFで1988年から1989年のドル換算

金額の成長率。

(出所）ジェトロ白書 1 990年 貿易編 358～361頁より作

成。
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ANIES, ASEANの近年における貿易の成長率を示しており、特にASEAN諸国

の顕著な伸びがわかる。同じ< ANIESについては、表2－5－2に世界輸出

入の金額にもとずくシェアー順位の変動及び1979 -89年の間の成長率が示して

ある。ANIESの過去10年における世界貿易における躍進がみられる。1 988年

と比較して1 989年韓国・香港・シンガポール・台湾では、輸出の成長率が低下

している。一方タイ、マレーシアでは20％以上の高い輸出の成長を達成してい

る。前者の輸出成長率鈍化傾向は、対ドル為替レートの切り上げ、賃金上昇に

よる国際競争力の低下が主要な原因であるが、タイ、マレーシアでは、まだ

ANIESの経験したような成長阻外要因が顕著に現われはじめてないからと考

えられる。

表2－5－2 世界貿易における太平洋経済の位置(輸出入金額によるシェア変動）

輸出(1989年） 輸入(1989年）

シェア順位

79年'89年

シェア順位

79年'89年

1979－89

成長率(%）

1979－89

成長率(%）
国 国シェア シェア

１
３

皿
妬

犯
”

鋤

１
３

７
，

肥
田

Ⅳ
アメリカ

日 本

カ ナ ダ

香 港

台 湾

韓 国

シンガポール

５
９

７
８

１
４

４

９
６

０
４

１
１

１
１

１
３

３
３

２

８
９

９
４

１
０

４
竿
？
■
●
■
■
■

１
８

３
２

２
２

１
１ １

３
加

配
喝

錫
加

アメリカ

日 本

カ ナ ダ

香 港

韓 国

台 湾

シンガポール

１
３

７
Ⅱ

喝
略

Ⅳ

４
６

７
３

９
６

６
●
■
■
●
。
■
■

５
６

３
２

１
１

１
１ ０

２
２

２
２

４
２

２
９

１
２

０
５

８
１

１
３

２
２

１

(注）香港の輸出は再輸出を含む。

香港．シンガポールの輸入は再輸出のための輸入を含む。

(出所）表2－5－1に同じ。

3 世界貿易における日・米・ECと北米・西欧・アジア太平洋貿易

日本・アメリカ･ECの世界経済に占める割合は、1989年名目GNPにしめる
（4）

比率13.6%、25.0%、23.2%の合計61 .8%となっている。またこれら3地域の

世界輸出合計に占めるシェアーは、名目額の比率でみて、1988年日本9.5％、
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アメリカ37.3％、EC11 .4%と合計58.2%を占め、世界貿易の中においても大
（5）

きな比重を占めている。表3－1参照。日本・アメリカ･ECの3地域貿易額

の世界貿易に占める比率は、1980年の29.2%から35.7%へとシェアーを拡大し

ている。またEC域内貿易を除いた日本・アメリカ･ECの世界貿易に占める

比率は、1980年の9.1%から1988年12.8%へと拡大している。すでに貿易規模

において世界の過半以上を占める3地域の貿易活動が、さらに拡大しているこ

とを知ることができるのである。したがってその分発展途卜国の世界貿易に占

めるシェアーは低下していることになる。先進国の産業構造の高度化による一

次産品、エネルギー貿易の低調、およびその国際価格の低迷がその原因と考え

られる。

表3－1 日本・アメリカ･EC貿易(%)

世界貿易に占める地域間貿易の
シェアー

EC域内貿易を除いた3地域間
貿易のシェアー

1 988年

1 980年

和一坪

嘩一”

(注) Direction of Trade (IMF)より．ジェトロ白書 1 990,19頁より作成

次にこれら日本・アメリカ・ECとそれらの地域相互間さらに世界のそれ以

外の地域との貿易相互関連を検討する。貿易を通じての2つの地域の相互依存

関係を数量的に把える1つの指標は、結合度である。いま製造工業品貿易の輸

出結合度をみよう。表3－2参照。輸出結合度でみる限り、日本に対しては、

オセアニア、中国、ANIES,ASEAN、アメリカとの結合度が高くアジア太平洋

諸国、アメリカの関係が強いことを示している。アメリカに対しては、カナダ、

中南米、ANIES、日本、ASEAN，ECに対しては、EFTA、アフリカ、中東、

米国との結合度が高くなっている。すなわち結合度から判断する限り、日本、

アメリカ、ECなど世界経済・貿易において中心を占める国．地域を中心に、

それらと関係の深い地域の結び付きが強くなっている。すなわち米国・カナダ

の北米地域、EC・EFTAの拡大EC地域の大陸内貿易と、日本を中心にアジア
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太平洋地域との関係、及びアメリカと日本、

洋経済を形成する諸国の結合強化である。

日本とアジア太平洋地域の環太平

表3－2 日本・アメリカ・ECの製造工業品貿易の輸出結合度(1987年）

’ 輸 入 国
輸 出 国

日 本 アメリカ E C

本
力

Ｃ
Ａ

ダ
ア

Ｓ
Ｎ

力
東

米
欧

国

弼
一

媚
娼

粥
弼

帥
飢

調
創

的
別

別
も

●
■
早
●
■
■
。
●
●
ｂ
■

１
１
４

０
０

４
０

２
１

０
１

２
０

０

弼
一

媚
娼

粥
弼

帥
飢

調
創

的
別

別
も

●
■
早
●
■
■
。
●
●
ｂ
■

１
１
４

０
０

４
０

２
１

０
１

２
０

０

２
９

４
７

８
７

８
３

３
２

７
８

０
３

５
０

９
３

０
１

５
４

１
８

９
９

●
？
●
●
■
●
■
ｅ
■
●
■
■
。

１
１

４
３

０
１

１
１

４
３

０
１

０

日
ア

Ｅ
Ｅ

カ
オ

Ａ
Ａ

ア
中

中
ソ

中

０
７

５
０

７
５

０
０

４
４

４
１

１
４

６
３

６
５

３
１

２
２

１
９

●
●
■
ｑ
Ｇ
●
■
Ｇ
４
Ｇ
ｇ
■

２
０

０
０

６
２

２
０

１
１

０
２

メ リ

F T

ナー

セ ア ニ

N I E

S E A

フ リ

南

連 ， 東

(注）ジェトロ白書 1990 貿易編、23頁、表13より。

表3－3 北米、西欧、アジア太平洋の貿易（％）

増 加 率世界貿易に占めるシェアー

1980 - 88年1987 -88年1 988年

５
０

５
５

０
０

も
●
■
●
■
■

２
０

９
１

４
４

１
２

２
２

１
１

５
５

０
０

５
０

●
●
●
■
ｂ
合

６
１

０
１

６
８

１
１

１

西欧域内

北米＝アジア太平洋

アジア太平洋域内

アジア太平洋=西欧

北米=西欧

北米域内

４
８

８
５

４
２

１
■
。
●
■
■
●
①

１
０

９
７

７
５

２
３

１
７０
丁
三
口

《ロ

(注）地域内貿易及び地域間貿易は双方の輸出額の合計

(出所) GATTプレスリリース 1990. 3 . 14 ジェトロ白書 貿易編 24頁。
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そこで次に北米地域（アメリカ、カナダ)、西欧(EC、EFTA)、アジア太平

洋（日本、ANIES、ASEAN，中国、オーストラリア、ニュージーランド）の

3地域内及び地域間の貿易動向についてみよう。これら3地域の世界貿易に占

めるシェアーは、1980年の69.4%から1 987年に80.0%と拡大している。また製

造工業品の輸出については、1980年阪87.3%から1 988年88.6%とほぼこれら3
（6）

地域で全輸出市場を占めるに近い。表3－3参照。1988年で3地域内の世界貿

易に占めるシェアーは、72．1％であり、うち西欧域内31 .4%、北米・アジア地

域内貿易10.8%、アジア太平洋域内9.8%、アジア太平洋・西欧間貿易と続く。

北米・アジアの太平洋間貿易は、北米・西欧の大西洋貿易をうわまっている。
（7）

すでに1983年、84年にその他世界貿易におけるシェアーの転換は起っている。

また増加率を比較してみた時、アジア太平洋域内及び域外の貿易額の変化が

1 980年からの平均成長率でも、また87年と88年の比較からみても大きく増加し

ており、アジア太平洋経済の成長の大きさを示している。アジア太平洋域内貿

易の成長率はもちろんのこと、西欧域内・北米域内貿易の成長率にも注意しな

ければならない。表3－3でみられるようにアジア太平洋域内輸出額は、1 980

年から88年に10%の成長率を示していおり、87年88年も29.5%の高成長を達し

ているが、アジア太平洋経済全体の中に占める域内輸出の比率はどう変化して

いるだろうか。北米、西欧、アジア太平洋の域内輸出比率をみたのが表3－4

である。アジア太平洋地域は、全体として輸出額をのばしているものの、地域

内では、輸出比率は輸出額全体でみても工業製品計でみても増加していない。

商品別では、一次産品についで、繊維、化学、鉄鋼等、原材料中間財のシェアー

が高い。しかしアジア太平洋地域全体としては、西欧の域内輸出比率の半分と

低いことに注目したい。逆に西欧の域内輸出比率は、1987年で70.4％と極めて

高い上に、1980年と比較しさらに高まっている。北米域内では、鉄鋼、機械、

輸送機器の域内比率が高いが、全体として域内輸出比率を高める傾向にある。

このような傾向は、産業内貿易の進展状況からみてもより明らかになる。1980

年におけるグルーベルーロイドの産業内貿易指数を計算したクレムールンド
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バーグの結果を表にしたものが表3－5である。全体的には、西ドイツ、イギ

リス等西欧が最も高く、北米の60%程度に比較し、日本、オーストラリアは

28.8％、35．8％と低い。製品別では、西欧、北米ともそれ程差違はないものの、

日本、オーストラリアでは消費財のシェアーが半製品・投資財に比べて少い。

また両国の対ANIES産業内貿易は、対先進国と比較してもほとんと差がない。

これに比べ他の北米・西欧ではANIESとの産業内貿易比率が全製品での対先

進国のそれの半分以下になっている。産業内貿易は、所得水準の増加と伴に上

昇する傾向にあるが、運送費用、関税及び非関税障壁の大きさ、ヘクシャーー

オリーン型の貿易の程度によって違ってくると考えられる。アジア太平洋地域

表3－4 アジア太平洋、北米、西欧の域内輸出比率（％）

’ 欧アジア太平洋 米北 西

’1980年 87年1 980年 87年87年198()年

４
６

１
０

４
３

１
■
令
■
■
■
●
ａ

Ｏ
８

８
８

６
８

９
７

７
６

６
６

７
６

輸出額合計

一 次 産 品

鉄 鋼

化 学

機械輸送機器

繊 維

工業製品計

７
４

０
４

０
９

５
ａ
●
■
■
●
■
●

６
０

４
７

５
７

０
３

６
５

５
２

５
３

９
１

２
０

９
３

９
■
も
ｇ
ｑ
Ｇ
６
旬

７
４

８
８

２
９

９
２

２
３

１
３

１
２

５
８

１
２

９
２

Ｏ
Ｂ
■
も
●
■
。
①

７
０

０
２

４
０

１
３

３
７

２
４

３
４

６
６

４
８

０
０

１

７
７

５
５

０
６

５
６

７
６

６
６

７
６

７
０

４
７

０
９

５
●
■
■
ｂ
●
ｂ
■

８
７

０
７

６
９

０
３

５
４

５
２

４
３

’
(注) International Trade (GATT) 1988-89

ジェトロ白書 1990 貿易編 24頁より作成。

表3－5 産業内貿易のシェア（％）

半製品 投資財 対ANES消費財全製品

’

５
８

０
９

４
０

■
■
●
ザ
■
■

１
２

４
３

１
０

３
３

５
４

７
８

２
９

５
７

４
４

７
６

６
５

４
７

２
２

２
１

２
２

０
９

４
３

０
８

●
■
●
■
ｂ
■

８
３

３
２

２
８

３
５

６
７

６
７

日 本

オーストラリア

ア メ リ カ

カ ナ ダ

西 ド イ シ

イ ギ リ ス

４
６

１
５

４
６

●
■
●
七
■
①

８
８

３
８

５
８

１
１

６
５

６
７

８
８

７
５

４
１

■
■
ｑ
●
■
旬

８
５

０
８

５
９

２
３

６
５

６
７

(出所) Culem,C and L Lundberg [1986]，表1，表2より作成c
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では、経済成長と産業内分業の進展に伴いさらに産業内分業比率は今後上昇し

てゆくだろう。

このように北米・西欧は域内貿易を拡大させ成長しているが、アジア太平洋

地域は、域内外を問わず著しい成長をとげている。広域経済圏の形成と地域的

経済統合の動向と問題は、最後に検討することとし、その前にアジア太平洋地

域の成長メカニズムを明らかにし、地域的経済の結び付きをみてゆきたい。

4 アジア太平洋地域経済貿易の成長

すでに第2節において、アジア太平洋地域は、1980年を通して他の地域と比

較してそれを上回る高い成長を続けていることを示した。特にANIES、

ASEANは、後者が前者を追う形で経済発展を続けている。この経済成長に伴

い増大する1人あたりGNPの増大は、アジア太平洋地域なかでもANIES、

ASEANが需要水準を高めて来ており、さらに今後も拡大してゆくものと思わ

れる。さらにこの高い経済成長は、太平洋貿易の拡大をもたらして来た。ここ

でアジア太平洋地域内の貿易経済成長のメカニズムを展望したい。

表4－1は、アジア地域内の輸出額の1985年から89年の年平均成長率をマト

リックス表示したものである｡ ANISEでは、1985年より輸出は順調に伸びて

おり、特に日本、EC、ASEANへの輸出を伸している。またASEANでは、日

本、ANIESよりの輸入が高い成長率を示しており、工業化に伴う資本財輸入

や消費水準の上昇によるものが原因と考えられる｡ASEAN､ANISEともに日本、

アメリカ、ECに対し経済成長に伴う輸入増を経験しており、工業化の進展が

資本財の輸入をさらにもたらしていることを示している。またANISE、

ASEANの相互輸出も21.7%、13．4%と高い伸びを示しており、各国の輸出主

導型成長が､需要一輸出の循環パターンとなっていることの一端を示している。

アジア太平洋地域の成長は、地域全体の所得の上昇と伴に輸出、特に製造工業

品輸出が成長を加速させたものであり、輸出先としての日本向けの伸びが大き
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い。4－2表参照。1985年までは、アメリカのドル高政策、その大きな消費市

場のためアメリカへの、ANISE、ASEANの工業品輸出は大きくのびてきた。

しかし、85年以降は、プラザ合意による円高転換と日本の内需主導型経済への

移向により、日本の工業製品輸入が増大し、一方アメリカの輸入の伸びが低下

している。またANISE、ASEANの国内市場の拡大と輸出先の拡充という輸出

戦略の転換より、EC向け輸出とANISE相互、ASEAN向け工業品輸出が増大

している。表4－2参照。

表4一1 アジア地域の輸出成長率（1985-89）（％）

’ ’輸入地
日 本 アメリカ ASEANEC ANIES

地域国

、=本 8．9 ”.522．8 23．3日

、 15.3 22．8 17．5ア メ リ カ 18.5

～ ヨ42 」7 ヨ

ヨ9〃－－－’L？
20.4 13.4 、

6．6 24．2 17．330．3EC

16．9 29．7 ワ1 ワ
白 土 ■ 028．3ANIES

13．414．1 20．46.3ASEAN

(注）各国統計、通商白書 平成3年、335頁より作成。

表4－2 日本・アメリカ・ECの製造工業品輸入の成長率(%)

’ 88年86年 87年1 980～85年輸出国

本日

6．0 35．1 60．0

5．5 29．1 71．0

ア メ リ 力

17．4 18．2 25．0

13．8 9．4 31．1

E C

－3．7 52．2 48．2

6．2 29．3 45．1

２
２

３
４

５
７

１
１

５
９

３
２

０
０

０
１

６
７

０
５

●
■

６
５

ANIES

ASEAN

ア メ リ カ

２
４

８
９

１ ０
１

５
１

２
３

５
９

３
１２

ANIES

ASEAN

４
８

７
３

１
１

CE

８
７

●
合

８
７

２
３

２
３

２
９

５
２

２
１

８
５

４
４

７
２

３
６

ANIES

ASEAN

(注) ASEANは、シンガポール・ブルネイを除く。

1 988年は、第3四半期までのデータをもとに推定。

Trade and Development Report, 1989 (UNCTAD)ジェトロ白書 貿易編 1 990年、

31頁より作成。
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経済成長とともに、ANISE、ASEANの産業及び貿易構造も変化している。

産業構造を名目GNPの産業別構成比で比較してみると工業化の進んだ台湾・

韓国では第二次産業の割合が40％をこえ、シンガポールも38.4％と高くなって

いる。ASEANでもマレーシア、タイでは工業化の進展がみられる。表4－3

参照。一般には産業構造の比重は、第1次産業から第2次、第3次産業へ移っ

てゆくと考えられるがANISE，工業化をはじめたASEANでもこの一般法則が

成立すると考えられる。表4－4は、ANISEの機械機器の貿易に占めるシェ

アーを1975年から1 988年まで比較している。いずれのANISE諸国においても

機械機器の輸出・輸入の比率が上昇して来ており、機械機器の輸入によって工

業化を進め、さらにそれによって競争力を高め、機械機器の輸出を進めている

ことをみることができる。

表4-3 ANIES ASEANの産業構造(%)

ANIES

第 3 次 産 業第 2 次 産 業第 1 次 産 業

ガ
ル

ン
｜

、ン帳不

シンガ

ポール
シンガ

ポール
台 湾 韓 国台 湾 韓 国台 湾 韓 国

０
１

６
６

■
ｅ
●
●

２
４

５
５

４
４

４
４

４
６

１
５

７
６

８
８

４
４

４
４

０
６

６
２

■
●
９
■

４
０

２
１

６
６

６
６

６
３

０
８

■
■
●
●

３
１

１
２

３
４

４
４

９
７

０
４

９
５

６
６

３
４

４
４

７
７

９
１

ｂ
■
■
■

２
７

５
５

１ ５
６

５
６

巳
●
■
■

４
４

３
１

２
１

１
１

１
１

６
４

●
■
■
■

４
８

６
８

３
３

３
３

９
３

８
４

Ｌ
１

０
０

５
０

５
０

７
８

８
８

９
９

９
９

１
１

１
１

ASEAN

浩
ト
ア

ン
、
ン

イ
、
不インド

ネシア

ド
ー
ア

ン
シ

イ
‐
ネ タ イタ イタ イ マレーシアマレーシア

ア、
ソ

毎
Ｊ

Ｑ
Ｊ

Ｒ
）

ワ
』

●
●
巳
■

一
７

２
０

１
レ

２
２

２
２

マ

６
８

０
２

●
■
。
■

４
１

０
１

３
３

４
４

３
９

２
０

７
５

９
８

４
４

４
４

５
３

５
１

■
ｐ
■
⑧

５
１

２
９

４
４

４
３

８
４

３
３

●
●
●
■

３
３

６
３

３
４

３
３

８
８

６
７

■
●
●
■

６
５

６
９

２
３

３
３

８
８

０
１

５
０

４
５

２
３

３
３

９
２

７
９

。
■
や
■

６
３

６
６

２
２

１
１

７
８

７
５

１
４

３
５

３
２

２
２

５
０

５
〃
８

７
８

８
８

９
９

９
９

１
１

１
１

(注）マレーシアは実質GNPベースのシェア

インドネシアは、1 988年の行は1 987年のデータ

第2次産業は、鉱業、製造業、建設業、電力、ガス、水道

アジア開銀「Key lndicators of DEveloping Member Countries of ADB」

(出所）通商白書 平成2年 290,296頁より作成。
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表4－4 機械機器貿易のシェアー（％）

出 ’ 輸

台湾｜韓国系邪｜香港

｜
国

一韓

入一龍

輸一認

’
シンガ

ポール

５
４

２
◆
■
●

６
２

５
２

２
３

５
７

２
０
■
①

９
４

５
１

２
３

０
３

６
■
●
①

５
０

８
１

２
３

２
８

４

６
９

３
２

２
４

９
５

８
■
◆
■

６
２

８
１

２
２

８
９

９

１
７

２

３
２

３

５
０

８
７

８
８

９
９

９
１

１
１

７
８

０

２
６

８
２

２
４

６
２

３

４
８

５
１

１
２

順5 ‘｜ﾖ職 ‘’
(注）各国統計、通商白書 平成2年 291頁より作成。

日本、アメリカから工業製品を輸入し、またその輸出に転換しながら成長を

とげてゆく輸出志向工業化による経済成長メカニズムは、輸出資本形成拡大循

環メカニズムとも呼ばれている。それは生産技術構造上、中間投入比率の低い

ものから、非耐久消費→労働集約的中間財→資本集約中間財→耐久消費財→資

本財へと順次高度化する。これを生産技術構造の高度化としよう。日本の長期

統計において製造工業品の国際競争力係数をみた時、衣服→綿織物→鉄鋼板→

乗用車→金属加工機械といった製品順で輸出競争力を変化させていったことか

ら、長期の競争力変化の一般的傾向であり、輸出競争力係数の上昇は、生産構

造の高度化の結果であるといえる。輸出志向工業化政策に基き、輸出によって

獲得された外貨を日本、アメリカさらにANISEからの資本財、中間財、技術

の導入にあて、これによって国内資本形成を進め、製造工業の国際競争力を強

化し、さらに輸出拡大を進め資本形成の増大を計るという輸出と資本蓄積を促

進させる両者の相互作用が循環的に拡大していった｡ ANISE，ASEANにおけ

る資本形成比率の増加は、輸出比率の増加に劣らないほどであった。

アジア太平洋地域における経済発展の特色は、輸出資本形成拡大循環メカニ

ズムが太平洋諸国の間でアメリカ、日本、ANISE，ASEANの順で重層的に発

展のプロセスが波及継続していることである。いわゆる雁行形態的経済発展と

よばれているものである。この太平洋諸国における重層的なキッチ・アップ構

造は、各国の比較優位構造を、製造工業品について長期的に比較検討してみれ

ば、ざらに明確にとらえることができる。この点は、例えば渡辺[1985]渡辺.
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梶原［1983]、木下・山田[1990]等の分析されたことである。これら研究に

より明らかになったことは、比較優位構造が時間とともに先行国の構造に同質

化してゆきつつあることである。この平準化に伴い水平分業の可能性が生まれ

てくる。アジア太平地域の国の間での水平分業関係の形成においては、直接投

資を通じての企業内分業の形が進展してゆきつつあることは重要である。それ

は生産工程の一部を分離し、直接投資として他の国へ移す行動様式である。こ

の様式の発展は、プロダクト・サイクルとして地域全体の工業化を進めること

になる。すなわち、一国の工業化が移転された部門の成長と生産誘発効果をも

たらし、他国の工業化を進め、逆にそれによって輸出拡大、高度輸出構造へ転

換するという相互波及効果が拡大してゆくと考えられる。この意味において直

接投資としての資本の移動は、貿易と並び地域国家間の相互依存関係を形成す

るうえで重要な役割を果してきた｡次に直接投資の動向についてみておきたい。

5 直接投資

直接投資には、投資受入国に対し経済成長促進効果がある。すなわち投資に

伴う生産効果として、雇用創出からの直接的所得効果、部品原材料の現地調達

による現地関連産業の生産誘発効果及び輸出創出効果である。しかしそれより

も重要なのは、直接投資による生産は、経営技術経等営資源の移転も含めた技

術全般の移転効果をもたらすことである。第4節で述べたアジア太平洋地域に

おける重層的発展プロセスででは、下位に属する後発ANISE、ASEAN諸国は、

その経済効果を受けて来たのである。

まず直接投資構造の変化をみてみよう。表5－1参照。1975年以降名目ベー

スでの直接投資フローの貿易に対する比率は平均的に上昇を続けており、直接

投資残高の伸び率は、実質貿易の伸び率を上回る大きさを示した。特に1985年

以降また活発になって来ている。ヨーロッパ諸国の直接投資の拡大と、プラザ

合意以降のヨーロッパへの域内投資の拡大、アジアへの投資の進展である。表
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5－2参照。1967年EC成立後ヨーロッパへの直接投資は増加をたどっている

が、特に1985年以降の域内投資の活発化は、EC市場統合へ向けての動きを反

映していると考えられる。

表5－1 世界の直接投資の変化（％）

直接投資/貿易 直接投資残高伸び率

1976年

1981年

1985年

1988年
４

３
６

９
■
■
■
◆

１
３

２
４

８
３

０
８

■
０

５
略

９
喝

(注）直接投資/貿易は各名目値フローの比率

直接投資残高は、アメリカ商務省「Intenational Direct

Investment｣ (1973)にIMFのBalance of Paymentを積み上

げた値。

表5－21967年以降のヨーロッパ、アジアの直接投資受け入れの推移（％）

同成長率に対するヨー

ロッパの寄与率

世界の直接

投資成長率

同成長率に対するアジ

アの寄与率

3 ，(鼠ﾒﾘ蝋:）

5 3(鼠ﾒﾘ鍬:）

0．4

３
９

５
８

７
７

８
８

７
３

９
５

６
７

７
８

９
９

９
９

１
１

１
１

６
２
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(注）（）内は直接投資額フロー（受入れ）のシェアー時点は1 970,75,80,
85年

(出所）通商白書 平成3年版 204頁 第3－6－3図より作成。

国家、地域の経済活動を相互に関連させる財・サービス貿易および直接投資

としての資本の移動が世界的に重要な役割を果し活発となって来ていことみた

が､アジアに対する直接投資を通じての相互補完的関係はさらに強まっている。

アジアへの日本の直接投資額のフローベースでのシェアーは、1985年時点で

31 .3%になっている。1985年のANISEの対ASEANに対する投資シェアー
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表5－3 ヨーロシバ、アジアの直接投資フロー受け入れ地域別シェアー（％）

弓數冒違宣昌 日 本 ア ジ アアメリカ ヨーロッパ

39．2 37．1 0．2ヨ ー ロ ッ パ 2.9

1970

11.6 16.4 4．4ア ジ ア 53．5

ヨ ー ロ ッ パ 0．1－0．7 31．6 26．5

1975

36．9 9．8 23．7 NAア シ ア

1.6 44．0 26．7 0．5ヨ ー ロ ヅ ハ

1980

ア ジ ア 21．9 19．9 8．234．6

ヨ ー ロ ッ パ 0．82．3 48．723．5

1985

31 .3 27．0 11．0 6．7ア シ ア

(注）マイナスは、受け入れ、投資国の逆転を意味する。

(出所）通商白書 平成3年版、206,207頁より作成。

表5－4 対アセアン海外直接投資（単位100万ドル）

蕗盲菫廻 フィリピンインドネシアマレーシア タ イ

1988 214．3 3，062．7 256.0 94．6

日 本
3．524．21989

岬一蝿
３
一 768.7 157.7

1 988 673.2 731.0 152．5

ア メ リ カ

1 989 46．8 549.6 348.0 131．2

1988 270．8 1，709．2 138.51．530．0

ANIES

1989 536．9 2.007.1 1,197.2 322．7

1988 146．7 849.9 913.0 109．3

台 7杏
1房才

1989 867.9367.6 158．2 148．1

1 988 8．9 109.0 0．5207.0

韓 国
1 989 ワq 1

首 J ■ 』 170.7 466．1 1ワ 買
上『D J

1 988 49．5 474.7 259.0 26．7

香 港
1989 561．541．5 406.8 132．8

1988 65．7 275.6 2．0151．0

シンガポール

1989 98．7 407.0 166.1 23．7

(出所）各国投資統計、関口・大野「アジア研究」43頁より作成。
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6.7％を加えるとアジア域内投資比率は38.0%に達している。表5－3参照。

アジアに対する日本、アメリカの直接投資の役割は1970年80年代を通じて重要

であるが、1985年におけるアジアに対する日本以外の国の投資、すなわち、

ANISEのASEANに対する投資展開も徐々に拡大していることがわかる。特

に最近におけるその動向は注目に値する。表5－4参照。1988年89年における

ANISEのマレーシア、インドネシアに対する投資フローは日本を上回ってお

り、タイにおける投資でも日本にせまってきている。特に台湾、香港、ひきつ

づいて韓国の投資が増加している。

ところで直接投資の進展をもたらした要因に関しては、日本の対アジア域内

投資も、ANISEがASEANに対して投資を展開しはじめた要因も基本的には

同じである。すなわち経済成長に伴う労働の実質賃金の上昇と、それによる労

働集約的産業が比較優位を失っていったこと、自国通貨の対ドルレートの切り

上げ、特にプラザ合意以降の円高及び自国通貨調整特に台湾・韓国の通貨切り

上げは、海外直接投資コストを減少させたこと、また低賃金水準を保っている

ASEANは相対的に有利な投資受け入れ国となっているためである。もっとも

直接投資を説明する理論は、完全に説得的なものはない状況であり、いろいろ

な説がある。1980年代に入っての日本の製造業の対アメリカ投資の増大は、貿

易摩擦への対応や世界市場における市場拡大という経営戦略によることも考え

られ、日本のヨーロッパへの直接投資の増大は、EC統合への対応策と考えら

れる。欧米先進国では、資本技術集約産業を中心にした先進国への直接投資が

主たるものであるのに対し、日本、ANISEの製造業への直接投資は、賃金上

昇や為替の切り上げ等価格要因を吸収できなかった労働集約産業の移転により

特徴付けられる。比較優位構造の下位劣位化した部分を重層的発展段階の中で

の下位国へ生産輸出拠点として移している。このような直接投資を通じて環太

平洋地域の中に特に西太平洋に重層構造が形成され、技術格差において連続的

な差が次々に下位後発国によりうめられてゆく動的な波及メカニズムが形成さ

れている。
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しかしこのように貿易と直接投資を通じて順調に展開して来た重層的発展過

程も下位後発層に問題を持っている。それはASEAN諸国の発展への課題でも

あり、また比較優位構造で劣位にあるASEANに追随可能な外縁地域のかかえ

るだろう問題でもある｡すなわち労働力においては量的な問題はないとしても、

教育技術の上で中、上級労働者の供給限界、電力、水、通信、交通、輸送設備

等産業のインクラストラクチャーの整備可能性、工業所有権制度の整備等技術

移転のスムーズな進展及びこの直接投資に影響する政治的な投資リスクの除去

と安定性の確保等の問題である。

このような問題が考えられるにせよ、すでにアジア太平洋地域には、

ASEANに続く可能性のある国が出現しつつあるのが現状である。まず中国沿

海諸州のうち福建省．広東省である。これら両省へ投資を進めている台湾・香

港は、いわゆる華南経済圏と呼ばれており、これが今後の中国経済使展の中心

になっていくことが予想されている。また山東省、遼寧省は韓国と結び付きを

強めていくであろう。過去ソ連との経済関係の強かったベトナムは、ルーブル

からドルによる交換決済に移り、自由市場経済へ積極的に加わってゆかざるを

えなくなった。すでにタイバーツ経済圏として、アジア太平洋経済の組み込ま

れはじめている。一方、インドネシア、マレーシア、シンガポールよりなる「成

長のトライアングル」構想、マレーシア、タイ、インドネシアよりなる「北方

のトライアングル｣構想等重層構造の下位層となりうる地域が考えられている。

これらフロンティアを含めアジア太平洋地域における順調な経済発展を進めて

ゆくための貿易体制を求めてゆくことは重要な課題である。

6 アジア太平洋経済協力閣僚会議(APEC )と経済統合の問題

以上世界貿易の動きを展望した時、北米地域（アメリカ、カナダ)、西欧地

域(EC、EFTA)とアジア太平洋地域と、アメリカ、EC、日本を中心として

近隣諸国との相互依存性を高めた広域的経済圏の形成がなされつつあるようみ
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える。特定国．地域間の経済的関係を経済統合とすれば、それには現在EC、

EFTA、米加自由貿易協定、ANZCERTA (オーストラリア、ニージーランド

経済緊密化協定）等がある。ECは、現在構成国間の関税及び数量制限が撤廃

さる自由貿易地域であり、かつ、構成国の対域外関税が共同決定される関税同

盟であり、1992年には、域内での資本労働等の生産要素の移動の自由化がされ
（9）

る共同市場となろうとしている。北米自由貿易協定は、自由貿易地域であるが

資本やサービスの移動自由化を含んでいる。これに対しAPECは、関税、貿

易障壁等の直接的取り決めでなく、参加国の相互意見交換や、分野によっては

相互協力を行うという程度の結びつきであり、直接に貿易交換価格メカニズム

への介入についての協定ではない。

現在、すでにある経済統合に加え、ざらに経済統合が進められる可能性があ

る。アメリカはメキシコと自由貿易地域を形成し、北米自由貿易地域の構想を

具体化するように進んでおり、さらにブラジル、アルゼンチン、ウルグアイ、

パラグアイによる南米南部共同市場（メスコスール)、ペルー、コロンビア、

ベネズエラ、エクアドル、ボリビアからなるアンデス共同市場と経済統合の動

きが相次ぎ、これらにラテン、アメリカ諸国を含めたアラスカからパタゴニア

までの広大な米州自由貿易地域構想を出している。一方、ECは、単一通貨統

合を模索し、構成国間で経済政策を調整する段階にまで達する経済同盟に向け

て動いている。

これに対してアジア太平洋地域では、東アジア経済グループ(EAEG)構
（10） （11）

想やASEANの自由貿易地域の可能性を探す動きもみられる。しかしながら

APEC、ASEANもいずれも地域協力であり、アジア太平洋地域では、地域主

義的な制度的枠組なしに、自由市場メカニズムを通じた貿易、直接投資を展開

しながら地域結合を強化している。このようにみてくるといま世界貿易体制は、

理論的に考える場合、大きくいって2つの関税同盟あるいは自由貿易地域と残

りの地域の3地域からなると考えてもさしつかえないだろう。

関税同盟や自由貿易地域のような経済統合は、域内外に長期短期といろいろ
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な効果を及ぼす。経済統合による貿易創造効果と貿易転換効果の点からECの
（12）

経済効果を行った経済白書の分析は、マイナスの貿易転換効果はみられないと

いう結論は一応出しているが、必ずしも満足のゆく分析ではない。また関税同

盟についての理論も貿易理論の分野のうちでは必ずも十分な分析が加えられて

きたとは思えない。しかしながらP. Krugmanの最適関税率に関する議論は興
（13）

味深い。まず、世界市場が独占的競争をしているとする。各ブロックは、その

経済圏内の厚生を最大とするような関税すなわち最適関税率を設定するとす

る。このとき世界経済が3つのブロックからなる時世界の経済厚生は最小とな

るということをシュミレーションモデルを用いて示した。ブロック規模が大き

くなると、ブロック内の貿易創出効果は大きくなるが、また同時に最適関税率

も高くなり、したがってブロック外から内への貿易転換効果が生じブロック外

には負の効果を与えることになる。最適関税率は、貿易相手ブロックが報復措

置をとった場合は最適ではなくなるという制約がある。また現に進んでいるか

にみえる世界の地域化においても、太平洋地域は地域協定にとどまっており、

3つの関税同盟からなるというモデルとはかけはなれている。したがって

Krgmanモデルがそのまま妥当するわけではないが、しかしそんなに大きく乖

離しているとも思われない。また関税同盟についての基本的なKemp and Wan

［1976］の命題が主張することは、関税同盟は世界が1つの大きな関税同盟に

なるまで、すなわち自由貿易体制になるまで関税同盟を拡大するインセンティ
（14）

ブがあるということである。広域経済圏の形成は、経済発展の一つの過程でお

こることであるが地域内で封鎖経済を形成するのではなく、GATTの基本原

則である自由、無差別、多国間主義という多角的自由貿易体制と発展させるこ

とが必要である。アジア太平洋地域はいままでのところ地域主義的な制度的枠

組なしで、自由貿易メカニズムを通じながら地域的結合が強くなって来た。ブ

ロック化しつあるかにみえる経済体制の中で自由貿易原則を守るような努力を

忘れてはならない。
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注

(1) 1989年輸出金額ベースIFS (IMF) 1990年6月より。

（2） 投資収益（直接投資収益、延べ払い利子、借款利子等）及び公的取引（大使館の費

用等）を含めてより広義のサービス貿易とする考え方もある。

（3） いずれも表2－3のデーター出所に同じ。

（4） 出所、世界経済白書 20頁より計算。

（5） 出所、ジェトロ白書 貿易編 1 989 34頁より計算。

（6） ジェトロ白書 貿易編 1990年 23頁。

（7） 片山[1989] 252頁。

( 8 ) Culem, C and L. Lundberg [1986] ,の116頁表l及び118頁表3より作成。

（9） 経済統合の概念定義は、ここではBalaSsa [1961] 2頁によっている。

(10) マレーシアのマハティール首相の提唱した経済協力構想で、ASEAN，日本、中国、

台湾、香港、韓国、インドシナ諸国を対象としている。現在は東アジア経済協議体

(EAEC)となっている。

(11) Imada R､M Montly and S. Naya。

(12) 経済白書 平成3年、100頁、101頁。

(13) Krugman R [1986]。

(14) Kemp. M [1976]第14章。
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第6章 アセアンの通貨統合の可能性

1 はじめに

アセアンは政治的発言力を増していると同時に、そこでの経済協力もかなり

進んでいて、貿易地域、通貨地域の方向にさらに統合を強めることも、検討す

べき課題の一つになってきている。本稿の目的は、アセアンの通貨統合の可能

性について理論的に検討し、現実のデータに照らして現状での判断の基礎を与

えることにある。

国際的経済取引を複雑にしている要因の一つとして、各国がそれぞれ独立に

異った通貨（貨幣）を使用し、しかもそれらの交換比率（為替レート）が固定

されていないことがあげられる。単一の通貨が国際的に使用されるならば、外

国為替取引にともなういろいろな取引コストが節約されると考えられる。しか

し、単一通貨を世界的に使用するとき、生産要素の移動などが不完全である場

合には、複数通貨を使用することで為替レートの調整を利用すれば救済できる

失業・インフレーションなどを、解消できないまま残すことになることも考え

られる。

R. A.マンデルの最適通貨地域の理論は、コスト・ビニフィットの観点か

ら、世界をどのような通貨地域に分割すれば最適となるかという問題を提起し

た。もちろん労働の移動が容易であるかどうかという古典的な国の概念に焦点

を合わせた非常に単純なモデルで問題点を明示し、関心を集めたのである。し

かしその後の議論の多くは、すでに歴史的に決まっている既存の国を前提に、
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複数の国の間で通貨統合をすすめる場合にきめてとなる基準を捜るという方向

に論点が移ってきている。そこでは、複雑な国内問題と国際的格差をかかえた

現実の国をもとに議論することが要請されるので、純粋理論からはなれて、政

策的な色彩を強める方向へと問題の焦点を移す結果となっている。

以下では瓊未な複雑化はできるだけ単純化し、既存の国を前提とした通貨統

合の可能性について、なるべく理論的に検討することとしたい。通貨統合とい

う場合、統合の域内通貨間の為替レートを固定するケースから、域内で単一共

通通貨を使用するケースまで、種々の形態が可能であり、それぞれのケースに

ついて統合のコスト・ビニフィットを考えることができる。ただ、アセアン諸

国の通貨統合を考える場合、単一共通通貨を使用し、通貨発行にともなう国家

主権をも議論するのはあまりに時期尚早であると考えられるので、ここでは各

国通貨間の為替レートを固定するというかたちで通貨統合を行うことが可能で

あるかどうか検討する。したがって、為替レートを域内で固定することから、

為替レートによる域内調整力を失うことで経済のスムーズな運行が可能かどう

かという点が主要なテーマとなる。

2 インフレ率の均等化

為替レートを長期間固定するというかたちで通貨統合を行う場合、まず長期

的にそれが可能となる条件とそれが満たされるかどうかを明らかにしなければ

ならない。周知のように、長期的にインフレ率が大きく異なる国の間で、為替

レートを固定きせることは不可能である。これは、悪貨と良貨が存在する場合、

悪貨が手放され良貨が貯蔵される例に似ている。インフレ率の高い通貨（悪貨）

はなるべく早く手ばなされ、インフレ率の低い通貨（良貨）は貯蔵されること

になり、高インフレ通貨を売って低インフレ通貨を買う行動から、為替レート

を固定することが困難となる。

貨幣数量説が長期的には、ほぼ成立するものと考えると、各国のインフレ率
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は、その国の通貨供給率マイナス経済成長率と考えることができるので、為替

レートを長期的に固定できるかどうかは、インフレ率の代りに、「通貨供給率

マイナス経済成長率」の指標で比較することも判断材料となる。これらの指標

について、1 970年代と1 980年代に分けて検討することにしよう。

表1 アセアン諸国のマクロ経済指標

’ ’インドネシア

8 ％

18 %

35．5％

27．5％

マレーシア

8 ％

6 ％

16.7%

8．7％

フィリピン

6 ％

14 ％

17.1%

11．1%

シンガポーノ1

9 ％

7 ％

14.2%

5．2％

タイ

7 ％

10 %

14 %

7 ％

GDP

消費者物価

MI

M,-GDP

(1970- 1980年 年平均成長率）

マレーシア フィリピン

6.3% GNP1.7%

3．3% 13.8%

9.4% 15.3%

3．1% 13.6%

’インドネシア

4．5％

8．7％

17.0%

12．5％

シンガポール

6．9％

2.1%

9．4％

2．5％

タイ

GNP 7．3%

4．2％

10.4%

3.1%

GDP

CPI

Ml

MI-GDP

（1980-1989年 年平均成長率）
IMFデータ(IFS, BOPから作成）

1970～80年の年平均インフレ率は、高い方の国から、インドネシア(18%) ･

フィリピン(14%) ･タイ(10%) ･シンガポール(7%) ･マレーシア(6 %)

であり、これらの国のインフレ率の格差から判断すると、すべての国の間で、

為替レートを固定することは困難であったことがわかる。しかし、タイ・シン

ガポール・マレーシアでは政策協調によってインフレ率格差を縮小することは

可能であったかもしれない。同じことを、通貨(M,)供給率マイナス経済(GDP)

成長率という指標でみてみよう。大きい順に、インドネシア（27.5％）・フィ

リピン（11.1％）・マレーシア（8.7％）・タイ（7％）・シンガポール（5.2％）

となっていて、この時期にはインドネシア通貨を他の通貨と固定することが特
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に困難であったことがわかる。

政府の政策スタンスを示す貨幣供給の増加率だけをみてもわかるように、こ

の時期インドネシアのそれは35.5％と高く、他の4カ国（フィリピン17．1％、

マレーシア 16．7％、シンガポール 14.2%、タイ 14%)と歩調をそろえる

のは困難であったと考えられる。

以上は1970年代という2度にわたる石油危機を含む時期について検討したも

のであり、最近80年代のアセアンについてもみておく必要がある。データの関

係で、1980- 1989年の年平均指標でみることにしよう。インフレ率では、高い

順にフィリピン(13.8%)・インドネシア(8.7%) ･タイ(4.2%) ･マレー

シア（3.3％）・シンガポール(2.1%)であり、70年代に比較するとインドネ

シアのインフレ率は低下しているが、フィリピンは依然高く、これら2国と他

の3国の間の為替レートを固定することは、やはりこの時期困難が多いと考え

られる。同様のことは、貨幣供給の増加率マイナスGDP成長率の指標からも

結論づけられる。フィリピン 13.6%、インドネシア 12.5%であり、その他

の3国については1ケタ低くマレーシア・タイ 3．1％、シンガポール 2．5％

である。最後に通貨政策のスタンスである貨幣(M,)供給の増加率をみると、

インドネシアとフィリピンの2国はそれぞれ17％、15．3％であり、その他の3

国タイ・マレーシア・シンガポールについては、それぞれ10．4%、9.4%、9.4%

である。ただし、その国際間の格差は、70年代よりも80年代において縮小して

いると言えよう。

3 地域内取引の創出

為替レートを固定している国の間で、あたかも単一通貨が機能しているかの

ような状況をつくることのメリットは､使用される通貨の貨幣としての役割(計

算単位、交換手段、価値貯蔵手段）を増大させることによって、取引コストを

節約きせ、経済取引を効率的なものにすることにある。したがって、もともと
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相互の経済取引の比重が低いか、あるいは将来におけるその増大の可能性が小

さい国の間で、わざわざ為替レートを固定して通貨統合をはかることのメリッ

トはあまり期待できない。もちろん為替レートの変動リスクが経済取引を阻害

するためにそのような状況になっている場合には、積極的に通貨統合を行う必

要があるが、通常は経済の実物的関係が産業構造・貿易構造をきめていて、為

替リスクが決定的に重要であることは少ないと考えられる。

表2 相互依存度係数

1SEAN(%)

1．65

0．38

3．08

0.18

0．47

0．54

0．46

日本，

米国，

NIES,

ASEAN,

1988年

1 988年

1 988年

1 970年

1975年

1985年

1 988年

渡辺利夫・梶原弘和・高中公男著『アジア相互依存の
時代』有斐閣、1991年、表3，6を利用

ところで、相互の経済取引の比重という点からみると、アセアン諸国内の国

際取引は、現在までのところ大きいとは言えない状況にある。表2における相
（1）

互依存度係数でみると、1988年において、アセアンは日本とは1.65、米国とは

0.38ニーズ(NIES :シンガポールはNIESに入れて、この表においては

ASEANから除いて計算している）とは3.08で、アセアン域内の相互依存度は

0.46である。しかもこの域内の依存度は増大傾向にあるとは言えない。

アセアン諸国の対外輸出に占める対アセアン輸出、または対外輸入に占める

対アセアン輸出をみても、域内取引が顕著に拡大しているとはまだ言えない状

況にある。輸出においては、アセアン諸国全体としての（対アセアン輸出／対
（2）

世界輸出）は1984年で20.5%、1989年で18.2%である。輸入については、1 984

年 19．2％、1989年 15．7％となっている。対世界に比較して、対アセアン域



経済発展と環太平洋経済114

表3 アセアン諸国の輸出（100万ドル）
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（シンガポールからインドネシアへの輸出はインドネシアのシンガポール

からの輸入を使用）

IMF: Direction of Trade Statistics, Yearbook, 1 990から作成

表4 アセアン諸国の輸入（100万ドル）
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（シンガポールのインドネシアからの輸入は、インドネシアのシンガポー

ルへの輸出を使用）

IMF: Direction of Trade Statistics, Yearbook, 1 990から作成
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内の輸出・輸入の比率は小さいとは言えないが、拡大しているとも言えない現

状である。したがって、為替レートの変動から生じる取引コストの節約は、域

内取引が特に大きいとは言えないので、現段階ではアセアン諸国の為替レート

の固定によってきわだって大きくなるとは言えないであろう。ただし､為替レー

トの変動によりアセアン諸国間の輸出競争力が変動し、そのためにもたらされ

る経済変動が大きくなるというコストはおさえることができよう。

為替リスクを除くことで､どのような利益がもたらされるかという問題には、

関税同盟の理論とか貿易利益の理論が応用可能である。域内の為替リスクが無

くなることで域内取引が活発となる場合にもたらされる利益の1つは、財・

サービスの取引における貿易転換効果を上回る貿易創出効果である。ただし、

関税の場合と異って、貿易転換が為替リスクの低下によってもたらされたとい

うのであるから､世界的にみて低コストから高コスト国への転換というよりも、

為替リスクを考慮して低コスト国への転換と理解できるので、貿易転換効果も

利益をもたらすと考えることができる。したがって貿易創出効果が期待できれ

ば、通貨統合の利益は大きいと言えよう。

アセアンについて、域内取引の拡大の可能性を考えてみよう。アセアンの主

要貿易相手国は、日本、アメリカおよびNIESであり、アセアン諸国間の取引

は、前述のように現段階では相対的に拡大しているとは言いがたい。これは、

アセアン諸国の貿易構造が、米国、日本などの先進国からの直接投資とそれに

関連する企業内貿易および先進国への輸出指向的経済発展戦略をとってきたこ

とによるものであろう。しかしながら最近はアジアNIESとの関係が深まり、

NIESとアセアンとの貿易が拡大し、NIES ･日本・米国の間の水平貿易が進展

している。この傾向を経済発展の伝幡のトレンドのなかでみると、アセアンは

いずれNIESのレベルに達し、水平貿易の枠組に入ってゆくものと考えられる

ので、将来におけるアセアンの域内貿易の拡大が期待できる。実際に表3．4

から読みとれるように、1人当りGNPの高いシンガポールとそれに続くマレー

シアの｛対アセアン／対世界｝の輸出比率、輸入比率は高い。1人当りGNP
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が高くなり、高度で効率的な分業を行う段階に入ると、当然ながら国際分業の

ネットワークに重層的に組込まれることになり、近隣のアセアン諸国との域内

貿易の場も拡大するものと考えられる。したがって、現状では為替レートを固

定してリスクを減少させることから生じる貿易創出効果は大きいとは言えない

としても、近い将来域内貿易が拡大した段階では、その効果は十分期待できる。

4 域内金融資産取引の創出

国際取引がもたらす利益は、財・サービスの取引だけでなく、金融資産の取

引からも生じる。金融資産のポートフォリオにおいては、資産の収益率とその

リスクが重要な決定因である。金融資産の国際的取引が利益をもたらす可能性

は、2つのタイプの国際取引に分けて考えると理解しやすい。1つは、自国と

外国とで金利などの資金コストが異なる場合に、低金利の資金を外国から得る

ことができる場合、または相対的に高金利で資金を外国で運用できる場合に、

資金の流入・流出両方の国に利益をもたらすことである。これは消費者余剰の

分析から容易に理解できることである。

もう1つは、純資本流出入がなくても、異ったタイプの金融資産（例えば長

期証券と短期証券）を相互に交換することで、お互いが利益を得る場合である。

これは、貿易収支が均衡しても国際貿易が相互に利益をもたらすことから容易

に類推できるであろう。例えば、自国における長期証券と短期証券の交換の比

率と、外国におけるそれらの交換の比率が異なるものとし、自国では相対的に

多くの短期証券を使って少しの長期証券が入手でき、逆に外国では少しの短期

証券を使って多くの長期証券を入手できるとしよう。この場合、自国は短期証

券に、外国は長期証券に比較優位を持つことになり、国際取引によって自国は

短期証券を手ぱなして交換に長期証券を入手する。逆に外国は長期証券を手ぱ

なして短期証券を入手することになる。それぞれが、国際取引がない場合より

も満足度を高めることができるのである。
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アセアン諸国間の金融資産取引については、十分のデータがない。国際的な

資金フローのネットワークがデータとしてそろえば、貿易のネットワークと同

様の議論を展開することができるが、特に開発途卜国の国々の間での金融資産

の相互取引はデータの入手が困難である。アセァン諸国間の資金移動は、あま

り大きくないと考えられるが、シンガポールには国際金融市場があり、最近

NIESからアセアンヘの直接投資も増加していることを考慮すると、やはり将

来においてはアセアン諸国間、あるいはアセアン諸国とその周辺の国々との間

の相互的な金融取引は増大すると考えられる。その状況においては、為替リス

クを軽減することから生じる金融資産取引の活発化は、大きな利益をもたらす

ものと考えられる。

5 国際収支の調整

アセアン諸国が域内で為替レートを固定した場合、国際収支の調整に関連し

て2つの問題が生じる。1つは、対域外の為替レートをどうするかである。対

域外の国際収支は長期的に不均衡（特に赤字）のまま放置できない。したがっ

て、不均衡に対して何らかの対策（政策）が必要となり、為替レートの調整も

その1つである。このとき生じる問題は、アセアン諸国のそれぞれが単独で為

替レートを決定できる場合に最適となる為替レートの決定方式が、各国で異な

ることである。域内の為替レートを固定した場合には、同じ方式でレートを設

定しなければならなくなる。アセアン全体として最適な方式を見出すことは、

各国の利益の調整を考慮すると容易ではないであろう。

次に、域外に対して共通の為替レートを設定できたとしても、域内でレート

を固定することから生じる問題は残る。為替レートを固定すると、国際収支の

不均衡に応じて外貨準備が増減する。通貨地域を形成するメリットの一つは、

域内の決済準備が、国際通貨である必要がないことである。つまり、通貨地域

内での決済に使用する金融資産を創出することができ、それは域内の国内通貨
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であってもかまわないし、共通の新通貨単位であってもかまわない。ただ問題

は、通貨地域内のある国が赤字を累積し、他の国が黒字を累積しつづける場合

である。各国通貨を準備通貨として使用する場合、不胎化政策をとると不均衡

の是正は容易ではなく、黒字国には必要以上の赤字国通貨が蓄積され、その赤

字国通貨に対する信認がゆらぐことになり、為替レートの固定が固難となる点

である。共通の新通貨単位を準備として創出する場合、その創出方法と分配方

法にも利害対立の困難がある｡さらに創出される準備には当然限りがあるので、

赤字国が不均衡を持続することは難しく、何らかの政策的対応が必要となる。

黒字国にはさしせまった政策圧力は内部からは生じないかもしれないが、調整

を遅らせてしまうと、自らも必要以上に準備資産を蓄積することから生じる不

利益をこうむる。これらはIMFのアジャスタブル・ペッグ制の末期に十分論

じられたところである｡赤字国と黒字国の両方で不胎化政策がとられなければ、

通貨量の減少あるいは増加によって、国際収支の自動的調整メカニズムが作用

し、不均衡は是正されることになる。この場合、各国はそれぞれの自国の通貨

量をコントロールするという政策手段を失うことになる。

表5 アセアン諸国の国際収支（百万ドル）

1975 1 1980 1985 1986 1 1987 1 1988 1 1989

｜経常

ｲﾝﾄﾈｼｱ|総合

０
１

４
７

８
４

１９
１

１
５

０
８

Ｌ ４
８

６
２

８
４

２
２

１
３

１
０

９
０

３
１

８
３

０
１

１
１

１ ９
９

６
４

３
４

２８
０

９
３

０
６

２

ﾏﾚｰｼｱ|経常総合

５
８

８
６

２
４

４
１

３
５

７
Ｊ１

４
５

９
６

４ ３
５

２
５

１
４１

６
９

３
１

６
１

２
１

７
０

１
３

８
４

Ｌ ５
０

７
３

１
２１

ﾌｨﾘﾋﾝ|経常，総合

３
１

２
１

９ ７
１

１
９

９
８

Ｌ ８
２５９

４
５

５
６

９
１１

０
４

９
７

３
６

５
０

６
０

４
３

１４
１

４
３

４
２

ｼﾝｶﾎｰﾙ|綴常、総合

７
３

０
６

５
６

Ｌ ５
０

１
５３Ｌ

９
８

１
３

３
５

６
９

０
５

３
６

Ｌ
Ｌ

８
８

３
３

３
７

９
９

２
２

４
７

８
０

５
４

４
５

２
９

２
ＯＬ

'|震

７
１

１
９

９
８

Ｌ ８
２５９

７
４

４
１

２
７

５
６

５
９

６
５

１
２

７
１

０
５

６ ５
５

６
４

３
９

５
９

５
２

４
０

９
Ｆ
烏
Ｊ

の
／
】

タ

国勢社『世界国勢図会』およびIMF ｢IFS』より作成



第6章 アセアンの通貨統合の可能性 119

表6 アセアン域内貿易収支（百万ドル）

1 984年 インドネシア フィリピンマレーシア ｼンガポール タ イ アセアン計

インドネシア

マレーシア

フィリピン

シンガポール

タ イ

吃
一
価
“

弱 ９
◆

１
４

１

１
１

５
２

１
１

妬
仙
岬
一
岬

３
５

２
１

Ｌ

８

３
６

１
１

４
１

４
２５

４
３

◆

１
５

７
６

２
４

７
０

９
８

５
５

２
１

３

１

７
３

１
０

５
２

７
９

３
３

１
３

８
Ｇ

２
２

２

1987年 インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タ イ アセアン計

インドネシア

マレーシア

フィリピン

シンガポール

タ イ

媚
一
唖
、

銘 ７

１
４

１

８
５

２
７１

別
鋤
姐
一
知

３１

５

２
８

０
８

１
６

８
９１

３
７

０
３

２
３

８
３

０
０

６
１

６
１

２

１

３
６

９
７

１
２

２
２

９
５ ５

０
９

４
６

２

’’

’1 989年 ｲンドネシア フィリピンマレーシア シンガポール タ イ アセアン計

インドネシア

マレーシア

フィリピン

シンガポール

タ イ

刷
一
琳
帖

８ ９

１
１

４

０
６

８
６１

１
９
郡
一
“

７
８

０
’

７
７

８
３

３

Ｌ

５

９
３

４
２

２
６

６
１２１

１
３

６

９
６

３
９

９
１

０
４

９
９

７
２

５
３

４

６
３

９
２

１
８

６
２

７
９

１
７

２

６
６

６
１

３

’
IMF :Direction of Trade Statistics, Yearbook l 990より作成

いずれにしろ、国際収支の不均衡が大きい場合、為替レートを固定すること

は困難であり、不均衡のばらつきが大きい国の間で通貨統合を行うことは、域

内だけでなく、対域外の為替レートの設定方式を決める場合にも問題を生じさ

せる。

アセアン諸国の国際収支（総合収支）は、80年代はほぼ黒字を示している。

しかし､経常収支をみると、シンガポールが最近黒字基調に転じていて、マレー

シアにもそのきざしが見えるが、タイ・インドネシア・フィリピンは赤字を続
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けている。このことは経常収支赤字は資本収支黒字によってカバーされている

ことを示している。この意味で、資本取引は活発であり、タイなと今における資

本流入は非常に大きいことがわかる。最近の状況は、フィリピンを除く他の4

か国については、国際収支の不均衡が手におえないほどの状況ではないと言え

よう。しかしながら、経常収支・資本収支といった項目別では、それらの4か

国の間でも不均整であり、域内で為替レートを固定するとそれらの不均整を調

整する手段の1つを失うことになる。特に経常収支の調整に関心を持つこれら

の国について、為替レート以外の手段による調整を強いることは大きなコスト

をともなうことになろう。

またアセアン諸国内の貿易収支についてみると、インドネシアとマレーシア

は、自国以外のアセアン諸国に対して黒字基調であり、フィリピンとタイは赤

字基調にある。シンガポールは、インドネシア・マレーシアに対して赤字で、

フィリピン・タイに対して黒字という傾向があり、対アセアンとしては均衡か

らかけはなれていない状況である。このような域内諸国間の傾向的な不均衡が

存在する現状では、為替レートを固定すると、域内諸国間の調整を遅らせるこ

とになると考えられるので、それは時期尚早と言えるであろう。

6 むすび

アセアン諸国の為替レートの固定化による通貨統合の可能性を論じた。イン

フレ率、貨幣供給増加率、経済成長率の指標からは、現段階では統合は無理で

あることがわかった。しかし、特別の事情をかかえた一部の国をのぞくと、そ

の可能性も将来ありえると考えられる。その時期は、アセアン域内の経済取引

の比重が十分に大きくなり、国際収支・貿易収支の不均衡の持続のない状況に

近づいたときである。域内取引については、米国・日本からNIESへと伝幡し

た産業構造の調整が、NIESからアセアンに十分浸透し、アセアンが水平貿易

をともなう国際分業に組込まれる方向に着実に動いていると考えられる。そこ
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に通貨統合について現段階であらかじめ検討しておくことの意義があると考え

られるのである。国際収支・貿易不均衡については、水平貿易をともなう国際

分業の段階では、現在と異なるパターンに移ることが、国際収支の発展段階説

からも予想されるところである。その意味で、現在の状況を必ずしも悲観的に

とらえることは正しいことではないが、現状はもう少し調整に時間が必要であ

るという印象を与える。

通貨統合については、国際的資金フローをデータとして得ることが不可欠で

あり、そのデータがあれば､統合のメリットについてもっと深く検討できるが、

それは課題として将来に残しておく。

注

(1) li国からj国への輸出総額+j国からi国への輸出総調 /li国の国民総生産

+j国の国民総生産｜

（2） 表3，4から計算すると、アセアン諸国の対世界輸出の合計は1 984年 75271 (百

万ドル)、輸入合計は73281 (百万ドル）であり、1989年の輸出合計は119536 (百万ド

ル)、輸入合計は125210 (百万ドル）である。また、アセアン諸国の対アセアン輸出

合計は1 984年で15411.6 (百万ドル)、1 989年で21747.9(百万ドル）であり、輸入合

計は、1984年で14081.2 (百万ドル)、1 989年で19611.8 (百万ドル）である。
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第7章 日本における研究開発と

総要素生産件k昇率

－企業データによる検証一(*）

1 問題

本稿の目的は、日本の上場企業データを用いて、総要素生産性上昇率によっ

て計測された技術進歩と研究開発投資の関係を推定し、1970年代及び80年代に

どのように変化してきたかを調べることである。

研究開発投資により生産性の上昇を説明しようとする試みは数多くなされて

きた。研究開発は、生産性の上昇を説明する多くの要素の一つにすぎない。

Denison lllの研究によれば、研究開発は、生産性の上昇の20%程度を説明す

るにすぎないとされる。それにも関わらず、研究開発投資に分析が集中するの

は、企業戦略が、あるいはそれを通じて産業政策が生産性の上昇に影響を与え

る主要な経路であると考えられるからである。

生産性の上昇と研究開発投資の関係を分析するための代表的なフレームワー

クとして、研究開発ストックを含むCobb-Douglas生産関数が用いられる。す

なわち、

YI! = Af･g入'･SR"" ･K"α･L"β･2 Eif （1）

ここで、Yifは付加価値、K"は物理的な資本ストック（装置、建物など)、

L"は雇用量、SRitは研究開発ストック、E〃はその他未知の要因から生じる誤

差項を示し、添字iは企業、添字tは時間を意味する。α＞0，β＞0であり、

生産関数が一次同次であれば、α+ 6=1となる。〃は、研究開発ストックの

生産性に対する弾力性であり、入は、研究開発とは独立な外生的技術進歩率で
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ある。

研究開発ストックのデータ自身は直接に観察されないため、代替的な方法と

して、（1）式について、対数をとって階差を計算し

△l"(YIt)= A + "1"(SRi')+α△l" (Kit) +β△1"(Li,) +. e i!

さらに、研究開発ストックの陳腐化がないことを仮定して、

β△l" (sRit) = " lw ll + (sR"-SR"-,) /sRir_,l

= " (SRi,-SRir-,) /SRi!- ,

= (" Y"-,/SR"-,) ･ (sRii-sR"-,)/Y"_]

=p･(SR灘一SRi!_,) /Y"_,

= p ･R"-,/Yii-, , Rit :研究開発投資

を用いて、

.lw(YM) = A + p ･R"-,/YI!-,+α△l" (K")

＋β△1"(L") +. e i! （2）

を得る。β（＝狸γ/SR)は、研究開発の収益率と呼ばれる。さらに生産関数の

一次同次性と利潤極大化を仮定すると、α，βの推定を行う代わりに、それぞ

れ利潤分配率、労働分配率を用いて、総要素生産性の上昇率に書き直して

(.TFPM=.1" (YM)－α△1" (Ki!)－β△1" (Li,) )、

.TFPit= A +P｡R献一,/Y"－， （3）

という定式化を得る。

研究開発ストックを用いて研究開発の弾力性（浜）を求める研究と研究開発

フローを用いて研究開発の収益率(P)を求める研究は、次のような相違点を

持つ。すなわち、

(1)弾力性（媒）と収益率（β="Y/sR)は、研究開発ストックと産出の

比率( Y/sR)がサンプルすべてに関して同一である場合を除き、一方が

一定であれば、他方は一定でない。

（2）付加価値生産性と総産出生産性のどちらを指標とするかは、生産性上昇

率の水準には大きな影響を及ぼきないと考えられる。弾力性（〃）の場合



第7章 日本における研究開発と総要素生産性上昇率 125

は、結果に大した違いをもたらさないが、収益率(P)の場合は、研究開

発比率の分母が総産出か付加価値かで説明変数は異なり、推定値に影響を

与える。

（3）研究開発ストックのデータは観察されないので、初期ストックと陳腐化

率を与えて、データを作成する必要がある。陳腐化率の仮定が必要である。

陳腐化率をいくらに設定するかは、特許データを用いた近似的なものでし

か得られない。陳腐化率の設定に対して、弾力性（〃）の推定結果はかな
（1）

り変化すると思われる。それに対して、収益率(P)の場合は、ストック

の陳腐化をゼロと先験的に仮定しているため、このようなデータ作成にと

もなう困難を免れる。

（4）研究開発として支出された投資、賃金等が、通常の生産に使用される労

働、資本等の費用に含まれているというShankerman l81の指摘した研究

開発の二重計算の問題について、弾力性（座）の場合は、二重計算が一定

率で生じているとすれば回避できるが、収益率（β）の場合は、影響を受

ける。

本稿では、データ作成上の容易さから、（3）式の定式化に基づいて研究開発

比率による推定を採用する。

（2），（3）式の定式化のもとでの実証研究は、主に産業レベルで行われて

きた(Terleckyj ll 21, Griliches I31等)。

企業レベルでの研究は、Mansfield l71、Minasianl81の先駆的な（しかし少数

企業を対象とした）研究を除くと、1980年代になるまでは、皆無であったが、

1980年代に入り、大量のデータを扱った企業レベルでの実証結果が、Gri-
（2）

liches=Mairesse l41をはじめとして、十数件報告されている。これらの研究の

中で、本稿と同じく日本の製造業に属する企業を対象とした研究としてOda-

giri=Iwata l91とGriliches=Mairesse l51がある。

Odagiri=Iwata l91は、1 966年-73年について製造業136社、1974年-82年に

ついて168社をサンプルとして、総要素生産性上昇率を従属変数とし、研究開
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発比（研究開発支出一付加価値比率)、広告宣伝比（広告宣伝支出一付加価値

比率）などを独立変数とする推定を行った。全企業による推定結果は、1966年

-73年についてS =0.20,1974年-82年についてS =0.17、産業ごとに外生的

技術進歩率（入）は異なるが研究開発収益率（β）は共通であるとして産業別

ダミー変数を加えた場合、それぞれ、0.17，0.11という結果を得た。さらに産

業別の違いを調べるために、サンプルを、研究開発型企業（化学、医薬品、電

気機械、精密機器）とそれ以外に分割した場合､研究開発型企業(0.03→0. 12)、

研究開発型企業以外（-0.27→0.34）であった。研究開発型企業で有意な正、

それ以外では、ゼロに近い値という予想にたいし、66-73年については、当て

はまるものの、74-82年については、逆の傾向が観察されている。

Griliches=Mairesse l51は､73-80年について、日米企業についての比較を行っ

ている。その主要な結果は、（1）サンプル企業全体による推定結果は、日米

の間で研究開発収益率（β）はそれほと違いがなく、産業別ダミー変数がない

場合、日本0.562、アメリカ0.410、ダミー変数がある場合、日本0.302、アメ

リカ0.267である。（2）サンプル企業を9産業に分けて、産業ごとに推定した

場合、研究開発収益率（β）が正である産業は、日本5産業、アメリカ7産業

であり、かなりのばらつきがある。しかし、両国で共に有意に正の産業はない。

（3）各年について推定を行い、推定値の変化を見ると、日本では73-75年の

-0.73から上昇し、77-78年にピーク(1.01)となり、それ以降低下している

が、アメリカでは、73-74年と78-79年でピークを迎えている。

両研究において、資本ストックのデータは、有形固定資産の名目値を何年か

以前の投資財価格指数で実質化することにより得られる。本来、資本ストック

は、名目、実質ともに、なだらかな変数を示すと考えられるが、このようにし

て作成された資本ストックは、投資財価格指数の変化を直接に受ける。例えば、

石油ショックの時期に投資財価格指数は高い上昇率を示したが、上述の方法で

は、一定期間後に急激な減少が観察されることになると思われる。本稿では、

恒久在庫法を用いて作成した資本ストックデータを用いて分析する。
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本稿では、Odagiri=Iwata l91およびGriliches=Mairesse l51の研究をふまえ、

研究開発収益率(P)および外生的な技術進歩率（入）について、

(1)製造業全体での値はどのようなものであり、

（2）時間を通じてどのように変化したか、そして、

（3）産業別にみた場合どうか

を、1972年から1 988年の17年間について、調べる。

以下では、2節で使用するデータの加工方法に付いて述べ、3節で推定結果

を要約する。

2 データ

（1）産業分類

証券取引所の産業分類と国民経済計算の産業分類に基づき、製造業に属する

企業を第1表に示す13業種に分類した。証券取引所では独立の分類となってい

るゴム製品は、その他製造業に入っている。

第1表 産業分類とサンプル企業数

サンプル1

1972-88年

サンプル2

1981 -88年

食 品

繊 維

パ ル プ ・ 紙

化 学 製 品

石油 ・ 石炭 製品

窯 業 ． 土 石

一 次 金 属

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

そ の 他 製 造 業

１
８

０
３

２
８

７
３

９
０

２
６

５
２

２
１

９
１

２
１

４
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２
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１
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０

０
３

４
５

９
６

９
５
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４
４

４
２

２
３

３
２
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９

４
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１

合

４
１
号
口

374 1 603
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（2）データの出所と定義

価格指数と研究開発のデータを除き、データは、日本興業銀行の財務データ

ベースから入手した。各種データの実質化に当たり、価格指数として、次のも

のを使用した。

・産業別GDP価格指数 国民経済計算年報（経済企画庁）

・投資財価格指数 物価指数統計年報（日本銀行）

・研究開発価格指数 科学技術白書 （科学技術庁）

いづれも、1985年基準の指数である。

（2－1）総要素生産性の算出

総要素生産性の算出には、実質付加価値、実質粗資本ストック、雇用者数、

分配率のデータが必要である。

付加価値額(VA)、雇用者所得(WL)、営業余剰(PK :利潤）は、法人企

業統計の定義に従い、それぞれ

PK=動産．不動産賃貸料十支払利息・割引料十経常純益十租税公課十

減価償却費

WL=役員給与十従業員給与十福利厚生費十退職給与引当金繰り入れ額

及び退職金

VA= PK +WL

とする。

実質付加価値額(Y)は、付加価値額を産業別GDP価格指数で実質化した。

雇用者数(L)は、従業員数を用いた。

実質粗資本ストック(K)は、次の考え方で算出した。有価証券報告に記載

の有形固定資産明細書にある有形固定資産簿価(KNt :有形固定資産十有形固

定資産減価償却累計額)、当期増加額(INt)及び当期減少額(DNt)の間には、

KNr=KNI-1 +INI-DNI

という関係がある。古い設備から順番に減少する（除却される）と仮定すれば、
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現在及び過去の当期増加額（新設投資）を差し引けば、設備の耐用年数(T)

が計算される。

T

KN, =ZIⅣ,－．
． s=0 ． ．

現在存在する設備を構成する現在及び過去の新設投資を実質化すれば、実質粗

資本ストックが作成できる。

7

K' - 3IN' -'/PIi-

この計算は、データが長期間にわたって利用できる場合には可能であるが、

そうでない場合には、別の方法を利用しなければならない。その企業のより最

近の耐用年数と実質粗資本ストックがわかっている場合には、その耐用年数を

用いて、恒久在庫法(K!_, = KI - (IlVI/PII) + (DjV,/PIi_T))を用いて遡及計

算を行う。両者が利用できない場合には、計算をあきらめる。

総要素生産性は、

TFPI = j"YI－α畑Ki-,-( 1 - (r)IML!_,

として定義される。利潤極大の一階条件を仮定して、産業内の利潤分配率

(PK/VA)の平均値をαとした。資本ストック及び従業員数は、期末値となっ

ているので、期首値とするために1期ラグをとった。

（2－2）研究開発支出

研究開発支出(RD)は、販売費及び一般管理費に含まれる研究開発支出を

使用した。このデータは、日本興業銀行の財務データベースにも項目としては

存在するが、記載されているデータの数がきわめて少ないので、日本経済新聞

社のNEEDS企業財務データベースからとり、研究開発価格指数で実質化した。

Griliches=Mairesse l51は、NEEDSによる研究開発データが、過少報告され

ていることを指摘している(Griliches=Mairesse l51, p.6) ｡ 1981年に関して科

学技術研究調査報告（総務庁）の産業別に集計したデータと比較してNEEDS
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データは、雇用者数、売上総額では80パーセントをカバーするのに対して、研

究開発支出は3分の1をカバーするにすぎないことを見いだしている。化学、

精密機器は良好だが、輸送機械などでは、劣悪であるとしている。

NEEDSデータの問題は、2つの要因から生じている。まず、研究開発を公

表しない大企業の存在があげられる。これらの企業は、研究開発活動をしてい

ないのではなく、研究開発費を人件費、製造経費などの形態別費用として処理

していると考えられる。

次に企業ごとに研究開発の定義が異なることが考えられる。総務庁の科学技

術研究調査報告では、研究開発の定義を明確にして、アンケート調査を行って

いるのに対して、有価証券報告書で報告される研究開発の定義は、企業ごとに

まちまちである。特に、NEEDSデータは販売費及び一般管理費の中の1項目

として扱われているため、研究者の賃金給与や研究用の固定資産は別項目に合

算されることが大きな原因ではないかと思われる。

第2表 研究開発データの比較

(金額は1()0万円）

共通の企業会社四季報 | NEEDS

企業数 合計額

（四季報)(a)

457 1569983

620 2498271

658 3088033

703 3160154

724 336991 1

730 3689210

合計額

(NEEDS) (b)

862083

1160875

1703015

1953671

2130035

2369252

比率

b/a %

55

46
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62
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64

企業数 合計額年 企業数 合計額
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代替的な資料としては、東洋経済新報社の会社四季報がある。第2表に示す

ように、82-87年では、四季報のカバーする企業数の方が多く、共通に利用で

きる企業についての研究開発額について見ると、NEEDSデータが四季報デー

タの55-65％程度である。企業数、カバレッジの点で四季報のデータのほうが
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優れているといえる。しかし、現在利用可能な会社四季報のデータは1982年以

降であり、期間の短さのため本稿での分析には用いない。

また、本稿では総要素生産性の上昇率(GTFP)は3年前の値と比較しての

年換算上昇率を用い、研究開発比(RDY)は、3年前の実質研究開発支出と実

質付加価値の比率を用いた。

GTFP! =(TF､PI -TFPI-3)/3

RDY! = RDi-3/Yt-3

従って、例えば1988年の推定は、1985年の研究開発比が1 985年から1 988年にか

けての総要素生産性の上昇に及ぼした効果を分析することになる。

3 分析

サンプルとした企業は、以上述べた手続きでデータを作成できた企業のうち

で、一定期間連続してデータが利用可能である企業である。第1表に示されて

いるように、1972年から88年にわたる比較的長期の分析を行える企業（サンプ

ル1）は約370社である。そこで、必要に応じて1981年から88年までの最近の

期間だけでも利用可能な企業(サンプル2)約600社を対象とした分析も行った。

特記しない限りは、サンプル1の企業を対象とした分析である。

（3－1）全製造業に関する推定

まず、製造業全体を対象にして全企業についての各年のデータを用いて推定

した。374社についての17年間のデータを用いたので、6358の観察値が利用で
（3）（4）

きた。推定結果は、次のようなものであった。

GTFP =0.03773…+0.16054…･RDY R2 =0.0442(1972-88)DF =6356

GTFP =0.06239…+0.12755….RDY R2 =0.0400(1972-80)DF =3364

GTFP =0.01086…+0.21050…･RDY R2 =0.0310(1981-88)DF =2990

前半期（1972-80年）についての研究開発収益率（β）の推定値は、売上ベー
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（bl

スで推定したGriliches=Mairesse l51、Sassenou llOlの推定値と比較すると低い

が、付加価値ベースで推定したOdagiri=Iwata l91、Sassenou llOlの推定値とそ

れほど違わない値となっている。前者は、売上を基礎としているために分母が

高くなり、研究開発比が小さいため係数が高くあらわれると思われる。

第3表 70年代日本製造業についての諸研究の比較

研究開発

収益率(P)
期 間 企業数

Griliches=Mairesse (売上）

Sassenou (売上）

Sassenou (付加価値）

Odagiri=Iwata (付加価値）

本稿（付加価値）
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前半期の推定結果は、後半に比べ、研究開発収益率（β）が小さく、外生的

な技術進歩率（入）が大きい。全期間の推定結果はその中間にある。前半に比

べ、後半の期間では、研究開発の重要性が増してきていることを示している。

また、外生的な技術進歩率(A)の変化は、前半期において企業が外から獲得

できた知識が、後半期には入らなくなってきたといえる。

ざらにこの変化を詳細にみるために、各時点でのクロスセクションデータに

よる推定を行った。各年の研究開発収益率(P)の推定値は、第1図の実線に

よりに示きれている。観察期間内で､研究開発の効果は､77-78年と83年にピー

クを、75年、81年、86年に谷を経験している。80年代というよりも、77-84年

にかけて研究開発の効果が強かったといえる。鎖線で示されたGriliches=-

Mairesse l51の示した80年までの変動と対応している。この推定結果は、付加

価値の変動を反映している部分が多いと思われるが、有意に正の収益率を示す

時期とそうでない時期があることは注目してよい。
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第1図 研究開発収益率の変化
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－ ダミー変数なし．….産業別ダミー変数-- Griliches=Mairesse

（3－2）産業別ダミー変数を用いた製造業全体についての推定

産業間で同じ技術に直面しているわけではない。どの産業に関しても同一の

係数が成り立っていると考えるのは、全体像をつかむための一次近似である。

そこで、まず、研究開発が技術進歩に与える影響（β）は、と等の産業に属する

企業でも共通だが、研究開発から独立な外生的技術進歩率（入）は産業間で異

なると考えてみよう。

産業別ダミー変数を導入して推定した結果は、第4表に示されている。

産業間で異なる外生的技術進歩という仮定のもとで、研究開発収益率(P)

は、72-88年について0. 16が0.04に、72-80年について0.13が－0.01に、81-

88年について0.21が0.04に、それぞれ低下している。また、全期間については

符号は有意だが、期間を分割すると有意ではなくなる。

産業別ダミー変数は､産業ごとに異なる外生的な技術進歩率を示しているが、

全期間について大きな値をとるのは、研究開発的産業といわれる電気機械、化

学、精密機械である。
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第4表 産業別ダミー変数を加えた全製造業の推定結果

’72-88年 ’ 72-80年 81-88年推定期間

研究開発収益率'| 0.04241…| -0.01064 0.03774
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1972 -88年に関する推定結果から得られる産業ごとの研究開発比率(RDY)

と総要素生産性上昇率(GTFP)の関係を第2図に図示している。それぞれの

直線の中央にある黒丸は、その産業の研究開発比(RDY)の平均値を示し、直

線は、その産業の研究開発比(RDY)の標準偏差の範囲を示している。参考の

ために製造業全体について外生的技術進歩率が共通と仮定した場合の推定式も

全製造業として図示している。図から明らかなように、研究開発型の産業の示

す推定された直線がより上方に位置していることが確認できる。

各年別に推定して得られた研究開発収益率（β）の変化は、第1図の点線に

示されている。外生的技術進歩が産業間で共通である場合（実線)、79-82年

にかけての研究開発収益率の低下があり、また、86年以降研究開発収益率の上

昇が観察されたのに対し､外生的技術進歩が産業間で異なるとした場合(点線)、
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第3図 産業別の推定

それらが認められないという違いがある。しかし、74-75年に谷を経験し、77

－84年にかけてピークとなっているという傾向に関しては、共通している。

全期間、前半期、後半期、各年の推定値いづれに関しても、産業ごとに異な

る外生的技術進歩率を仮定した場合の方が、研究開発収益率は低い。このよう

な変化は、Mairesse l61のサーベイ論文においても確認されている。この結果、

産業により技術機会(technological opportunity)が異なることによるとする

Dosi l21の説明によって正当化できる。

Dosiは、産業間比較の成果を、技術機会という概念を用いて、次のように

評価している。技術的に成熟し、いくら努力しても技術進歩の生じない産業も

あれば、これから技術が発展する余地が十分にあり、努力次第で自己の技術が

進歩する産業もある。技術機会とは、技術発展の可能性ということができる。

また、産業の性格により、研究開発が有効な場合と、科学的研究より職人的な

側面が重視される場合がある。技術機会が開かれている産業では、技術進歩の

可能性があり、研究開発が有効な手段であれば、それを実現するために研究開
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発を行うが、技術機会がなくなった（技術的に成熟した）産業では、効果のな

い研究開発を行わない。したがって、産業間の比較の結果は、産業ごとの技術

機会の分布に応じて、研究開発が進み生産性上昇の高い産業と、研究開発がな

く生産性も変化しない産業が存在することを傍証しているとDosiは評価して

いる。

産業間ダミー変数を導入した場合に、研究開発の効果が低下することは、第

1表、第2図に示されるように、研究開発を行っている産業ほど定数項が高い

ことを意味しており、技術機会が高い産業で研究開発が行われるというDosi

の議論と対応している。

（3－3）産業別の推定

最後に、産業間で共通な要因はないと考えてみよう。各産業についての推定

結果は、第5表に要約されている。また、第2図と同様に、全期間についての

推定結果から得られる関係を第3図に示した。表と図から明らかなように、研

究開発収益率（β)、外生的な技術進歩率（入）は、産業間でかなり大きなば

らつきがある。第3図から、研究開発比率(RDY)が高い産業では、直線の傾

き（研究開発収益率β）が小さく、高い生産性上昇率を享受しているが、研究

開発比率の低い産業では、直線の傾き（β）は必ずしも一定の傾向を示さない

が、生産性上昇率は低いという傾向が読み取れる。

研究開発収益率（β）は、前半期では、パルプ・紙(1.32)、窯業・土石(2.12)

が、後半期では、石油・石炭製品（7.93)、食品（1.31）が高い値を示している。

パルプ・紙、窯業・土石産業は、エネルギー使用型産業であり、石油危機のな

かで開発努力が強い影響を持ったのかもしれない。石油・石炭製品産業は、期

間を通じて利用できる企業が2社しかないため、不安定な有意でない推定値を

得たと思われる。食品産業は、バイオテクノロジーが技術開発対象であるが、

その成果があがったとみなすには時期尚早であろう。むしろ、生産性上昇率の

高い企業が、長期的戦略として、研究投資を行っていると思われる。
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第5表 産業別推定
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第2図 産業別ダミー変数による推定

逆に、研究開発型に分類きれる産業のなかでは、化学（0.09）は、良好な結

果を示しているが、電気機械（0.02)、精密機械（-0.04）は、かなり低い値

を示している。研究開発支出に関するNEEDSデータに問題があるのかも知れ

ない。研究開発活動の盛んな産業では、自己の研究成果を自企業の中に保って

おくことが困難であり、研究成果のスピルオーバーが生じ、自己の開発努力と

あまり関係なく、産業内全体としての研究開発の成果を享受できると考えられ

る。これらの産業で、おおむね定数項は高い正値を示しているのは、それを支

持している。

なお、各年ごとの推定値の変化を各産業について調べたが、さまざまな変動

パターンを示し、製造業全体についての推定値の変動と一致しなかった。
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4 結論

総要素生産性上昇率と研究開発一付加価値比率の関係について、

(1)研究開発収益率( P)と外生的な技術進歩率（入）が、産業間で共通で

ある。

（2）研究開発収益率（β）は産業間で共通だが、外生的な技術進歩率（入）

は産業間で異なる。

（3）研究開発収益率（β）と外生的な技術進歩率（入）が産業間で異なる。

という3つの仮定のもとで、実証分析を行った。推定結果は、

(a)仮定(1)より仮定(2)の場合の方が、研究開発収益率（β）が低い。

(b)さらに、仮定(3)では研究開発収益率（β）は産業ごとに大きな散ら

ばり方を示す。研究開発型の産業の研究開発収益率は、むしろ低い。

(c)仮定(2)及び仮定(3)のもとで、産業ごとの外生的な技術進歩率（入）

は、研究開発型と考えられる産業ほど高い傾向がある。

(d)仮定(1)、仮定(2)のもとでの各年の研究開発収益率（β）推定値

の変化を調べた結果、研究開発収益率(P)は、70年代後半から80年代前

半にかけて高い値を示したが、それ以外の期間については、ゼロに近いこ

とがわかった。

というものであった。結果(a)、(b)から、技術機会が十分にある産業では、

研究開発活動が行われ、産業全体としての成果を享受できるが、技術機会のあ

まりない産業では、研究開発活動も停滞し、生産性上昇率も低いという解釈が

できる。また、結果(b)、(c)から、研究開発型の産業では、盛んに研究開

発活動を行っているが､その成果は自企業内にとどめておくことが困難であり、

産業内にスピル・オーバーするため､産業全体としての生産性上昇率は高いが、

研究開発収益率は低くなると思われる。
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注

(＊） 本稿の作成に当たり、経済学部弘岡正明教援および新庄浩二教授からの有益なコメ

ントをいただきました。ここに記して感謝します。いうまでもなく、本稿に含まれる

誤謬は、全て筆者のものである。

（1） 萩原[13]参照。

( 2 ) Mairesse=Sassenou [ 6 ]は、これらの研究結果を比較検討している。

（3） 推定値の右肩の…は1%、・.は5%、．は10%の有意水準を示す。

（4） サンプル2による603社のデータを用いた1981 -88年の推定結果は、

GTFP =0.01142…+0.19747…･RDY R2 =0.0313 (1981 -88)DF = 10249

であった。サンプルlの同じ期間に関する推定と10%程度の差にすぎない。

( 5 ) SassenoullOlを直接利用することはできなかったため、Mairesse = Sassenoul61に

紹介されている推定結果を利用した。
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第8章 中国農業の地域差と生産関数

-過剰就業問題について－

1 はじめに

中国は拡大な国土面積と世界一の人口を持つ国家であり、多くの可能性を

持った発展途上国である。この中国で現在最も大きな産業は農業であるが、こ

の農業部門に多くの過剰労働力が存在することは多くの人々により指摘されて

いる事実である。一方、中国は広大な面積を持つがゆえ、農業様式も北部と南

部ではまったく異なっている。アジアモンスーン地域の南部や東南部において

は稲作が中心のアジア型農業が行われているが、北部や北西部の地域は本質的

には新大陸型農業ともいうべき農業が行われているのである。

ところで、これまでに行われた白砂等による計量的研究をみると、中国の農

業生産関数は日本農業とほぼ同じ大きさの生産弾性値であるとの結果が得られ
（l）

ている｡そして労働の生産弾性値の大きさはかなり大きく、それゆえ多くの人々

により主張されている過剰労働力の議論と異なった結果が得られているのであ

る。そこで本稿ではこの点が事実であるか否かの検討を行うことにする。そし

てまず最初に、中国のこれらの農業の地域差を無視した推定を行い、得られた

結果はわが国農業の生産弾性値とほぼ同様のものであり、特に労働の生産弾性

値は白砂の結果とほぼ同様のものであることを確認することにする｡つづいて、

中国の農業の稲作地帯と小麦・とうもろこし・畜産地帯の差異を明示的に考慮

に入れたモデルの推定を行い、その結果労働の生産弾性値の大きさが著しく低

下し、これまで感覚的に認められていた過剰労働力説と完全に一致した結果が
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得られるということを示すことにする。すなわち、この論文で改めて明らかに

された点はミススペシファイされたモデルを用いて推定を行うと、得られた結

果はまったく誤ったものであるということである。特に最近は農産物の自由化

をめく､り計量的手法で得た推定値を基にしたシミュレーション分析がさかんに

行われている。またこれまでにもオレンジの自由化をめぐり藤谷築次・武部隆

と唯是康彦との論争があったことは記憶に新しいところである。また米の自由

化をめぐり、そのインパクトについて計量的手法を用いた推定値をもとにした

議論を盛んに行われている。その場合、本稿が示すように現状を十分に把握し

たモデルを作成し､かつ得られた推定値を十分確認して考察を行わないかぎり、

まったく誤った結論に導くおそれがあることをわれわれは注意しなければなら

ないであろう。本稿ではこの点についても中国農業の生産関数の推定を通して

明らかにしたいと思う。

2 中国の農業と過剰就業問題

世界の農業様式を大きく分けると土地生産性の高い稲作中心のアジア型農業

と労働生産性の高い小麦・とうもろこし・畜産中心の新大陸型農業、その中間

のヨーロッパ型農業および低土地生産性・低労働生産性を持つ開発途上国型農

業の4つのタイプに分類することができるであろう。アジアモンスーン地域に

属し、土地制約の厳しい日本は従来からアジア型農業の雄として肥料多役によ

る土地生産性を高める方向での農業発展を成就してきたのであった。一方、土

地制約が比較的緩く労働がむしろ制限要素であった米国、カナダやオーストラ

リア等を典型とする新大陸諸国では機械多使用による労働生産性を高める方向

での農業発展が行われてきたことはよく知られたとおりである。これらの詳細
（2）

な研究は速水やハヤミールタン等により精力的に行われてきたのであった。

ところで、中国は国土面積が960万k㎡と日本の25倍以上もあり、ソ連および

カナダにつづく世界第3番目の大きさを持つ国家である。現在、この中国で最
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も大きく、かつ重要性を持つ産業は農業である。例えば1986年の経済活動人口

に対する農業就業人口割合は70.3%と7割以上の人々が農業に従事し、日本の

明治初期の状態に当たる大きさの農業比率を持っているのである。しかしなが

らこの広大な地域内は大きく分けると、南部および東南部地方の稲作地帯にお

ける集約的農業と北部および北西部地方の小麦・とうもろこし・畜産地帯にお

ける粗放的タイプの農業というまったく異なった農業様式を持つ二つの地帯に

分かれていることがわかるのである。それゆえ全体としてみると、いまだ低土

地生産性・低労働生産性を持つ開発途上国タイプの農業様式であるが、本質的

にはアジア型農業様式と新大陸型農業様式に近いタイプの混在した形となって

いるのである。

また中国はこのような広大な国土面積を持ちながら多くの農業労働者が存在

するがゆえ農業労働者l人当たり農用地面積は世界で最も小さな値を持つグ

ループに属している。例えば第1表をみると国民1人当たり農用地面積は36

アールであり、日本の4.4アールと比較すると約8倍の大きさを持っているの

第1表 世界の農業状態
1 985年(1) (2)および1 986年(3) (4)

農業労働者

l人当たり

耕地面積
ha

国民l人

当たり農
用地面積

a

（1）

耕 地

千ha

（2）

永年採草地

及び牧草地
千ha

（3）

人 口

千人

（4）

農業労働力

千人

フ ラ ン ス

西 ド イ シ

イ タ リ ア

イ ギ リ ス

ソ 連

力 ナ ダ

ア メ リ 力

中 国

イ ン ド

日 本

オーストラリア

ブ ラ ジ ル

８
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０
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０
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０
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０
０
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０
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０
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０
０
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資料：農林省統計情報部『ポケット農林水産統計』1988年版
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である。しかしながら農業労働者が4.4億人以上も存在し、それゆえ農業労働

者l人当たり農用地面積は0.87ヘクタールと日本の1.1ヘクタールよりも小さ

な値となっている。そして現在の中国の農業は過剰就業の状態にあるといわれ

ている。一般的には後述のように全体の約30％程度は過剰就業の状態にあると

いわれている。過剰就業の計測は定義や計測方法に問題があるとはいえ、10億

人の人口を持つ中国が農業部門において多くの過剰人口を持つということは各

方面から指摘されていることである。

ここで最近になり中国の過剰就業状態が大きく注目されるようになった理由

を考えてみると少なくとも次の2点をあげなければならないであろう。まず第

1は1979年から経済改革が行われ、人民公社制度が解体され、生産責任制、す

なわち生産に所得をリンクさせた家族経営的請負制度が採用されたことをあげ

るべきであろう。つまり、人民公社制度においては精一杯働くか否かにかかわ

らず所得は同じであるという矛盾が表面にあらわれ、農民の生産への意欲が失

われていたといわれている。それに対し、生産責任制においては労働の効率が

高まり、また集団労働の下でのサボタージュが消えたのであった。そして農民

は労働が直接に所得と結びつくがゆえにより一層働くようになり、その結果、

中国の農村地帯は従来より多くの過剰就業の状態であったし、現在も依然とし

て多くの過剰就業がいることに気がついたのであろう。

第2は、これまでは農業労働力の都市への移動を厳しく取り締まっていたが

ために農村で過剰労働力が蓄積したという点である。元来、総人口の7～8割

が農村に居住していたのであるが、農村で新たに増加した労働力人口は都市で

の就業機会がなければ農村に滞留し、かつ農村で他産業への就業機会がなけれ

ば農業に従事せざるをえなかったのであった。特に中国では伝統的に均分相続

制が採用されており、かつ人民公社による集団化が行われた後は土地等の生産

手段が集団的に所有されていたがために、社員の子弟が他産業に就業しなけれ

ば兄弟の多少に関係なく全員が新社員となれたのであった。また文化大革命期

においては輸送業や商業等の農業以外の仕事に従事することは資本主義的労働
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であると批判されたがため、農業労働力人口の増加は人為的に加速されたので

あった。ざらに政府は都市人口の増加を抑制させるために、1960年代から一貫

して農村人口の都市への流入を厳しく制限し、かつ都市の知識人や高校卒業生

を農村に下放させたりする政策を採ってきたこともよく知られたことであっ

た。より一層決定的な点は、中国では従来より非農業戸籍を持たずに都市に移

動した農民には食糧の配給を与えないという口糧制度により、農業労働力の移

動が厳しく抑制されていたのであった。これは食糧不足を緩和するためや都市

での社会問題や環境問題を防ぐため、福祉・厚生面で都市労働者なみの待遇を

与えることが困難であったがため等の理由により意図的に行われたのであっ

た。それゆえ、中国の都市化比率は1960年頃から1980年代の初期に至るまでの
（3）

間は約20％とほぼ一定の値を持っていたのであった。このような理由により、

中国農業の過剰労働力問題は最近大きく取りあげられるようになったの思われ

る。

このような背景をもって現在の中国では多くの人々により過剰労働力の推定

が行われているのである。しかしながらその推定方法は主として次の2方法に

よっている。まず第1は労働供給主体が希望する就業時間を調べ、それと実際

の就業時間とを比較して過剰労働力を推定する稼動率アプローチであり、第2

は所定の農地に必要な最適労働投入人貝（または時間）を理論的に設定し、そ

れと実際の農業就業人口（または時間）とを比較して過剰労働力を推定する最
（4）

適労働投入アプローチの2方法である。加藤は白南生、宋林飛および鄙一鳴に

より計測された中国の耕地に対する相対的過剰労働力の推計の要約を行ってい
（5）

る。それをみると、全国レベルでの農村総労働力(L)は3億4690万人であり、

総耕地面積(s)は14億8871万畝(1畝は6.667アール）となっている。また

労働力1人当たり耕作可能面積(x)は9.15畝／人であり、l畝当たりに必要

な労働日数(D)は32.79日／畝、また年間労働日数(w)は300日であるとい

う。それゆえ過剰労働力数(G)は’億8420万人であり、それは全体の53.1%

を占めるというのである。
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一方、農村全体の過剰労働力の推計に関しては白南生、末林飛およひ鄙一鳴

のデータおよび彼等により行われた方法を用いた全国レベルでの推計が示され

ている。それによると、農村労働力は上述の3億4690万人であり、農村におけ

る非農業労働力は5010万人、家庭副業労働力はデータ1では1665万人、データ

2では4650万人となっている。また耕地に対する相対的過剰労働力は上述の’

億8420万人であり、それらの結果農村の過剰労働力はデータ1でl E1745万人、

データ2で8760万人であると計算されている。それゆえ、この農村の過剰労働

力を農村総労働3億4690万人で割るとデータlでは33.9％、データ2では

25.3％となり、これが中国の農村の過剰労働力の割合であるというのである。

これより全国レベルでの農村の過剰労働力はおよそ3割の大きさとなるのであ

る。要するに、今日の中国農村の総労働力は耕地に対しては約5割（およそ18

億人）が過剰であり、一方副業や農村工業等で雇用されている労働力を差し引

いても約3割（およそ’億人）の労働力が過剰であるというのである。このよ

うに中国農業の過剰労働力の推定は主として稼動率アプローチと最適労働投入

アプローチの2方法により行われているのである。これらの方法は労働力l人

当たり耕作可能な耕地面積をいかに計測するかという点が問題である。そこで

本稿では過剰労働力推定の最もオーソドックスな方法である生産関数を推定

し、そのパラメータの大きさを推定することにより過剰労働力の状態にあるか

否かを考慮することにする。

3 中国の農業の地域的差異

これまで中国の農業についての生産関数分析は多くなされ、日本においても
（6）

中兼および白砂等により行われてきたのであった。しかしながら中兼の分析は

中国農業のデータを収集する点に重点を置いた分析であり、生産関数による分

析は暫定的なものであった。それに対し、白砂による分析は中国農業に関する

いくつかの推定式のうちの1つの推定モデルとして中国の農業地域を細かく分
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類した地区ダミーを用いた分析を行っている。しかしながら彼自身も指摘して
（7）

いるように、その結果は成功したとはいいがたい状態であった。この大きな原

因の1つは農業地域の区分を上述のような観点から捉えず、あまりにも細分化

しすぎた結果によるものと思われる。また他の原因として考えられる点は地区

ダミーを用いた白砂の第1章の研究では1980年の単年度のクロスセクション

データを用いているがために、その年の特別の条件による異常値等がそのまま

大きく影響する可能性がある点等によるものと思われる。そこで本稿の分析で

は、データの信頼性の面より1 979年、1980年、1981年および1 982年の4カ年の

平均値データを用いて分析を行うことにする。

ところで中国は行政的に21の省、3つの直轄市および5つの自治区の合計29

の行政区域から成り立っている。この29区域の農業は多種多様であるが、大き

く分けると第1図や付表が示すように稲作中心の地帯と小麦・とうもろこし・

畜産中心の地帯に大別することができるのである。これらの地帯は以下の省、
（8）

市および自治区から成り立っている。

第1図 中国の稲作地帯と小麦・とうもろこし・畜産地帯

名と対応するものであ

る。
ク
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① 稲作地帯

①上海市、②江蘇省、③i折江省、④安徽省、⑤福建省、⑥江西省、⑦湖北省、

⑧湖南省、⑨広西区、⑩広東省、⑪四川省、⑫貴州省および⑬雲南省の11省、

l直轄市および1自治区域の13地域

、 小麦・とうもろこし・畜産地帯

⑭北京市、⑮天津市、⑯河北省、⑰河南省、⑬山東省、⑲山西省、⑳遼寧省、

⑳吉林省、⑳黒竜江省、⑳山西省、⑳甘粛省、⑳モンゴール区、⑳チベット区、

⑳青海省、⑳寧夏区、⑳新彊区の2つの直轄市、10省および4つの自治区の16

地域

第2表は中国全域を稲作地帯と小麦・とうもろこし・畜産地帯とに大きく2

つに分類し､要素賦存度の差異を耕地・労働比率(B/L)、機械・労働比率(K

/L)、肥料・土地比率(F/B)として表したものである。また同表はこれ

らの要素賦存率とともに地域生産性(Y/B)、労働生産性(Y/ L)の地域
（9）

的差異も示されている。まず耕地・労働比率では小麦・とうもろこし・畜産地

帯が稲作地帯の2.6倍の大きさを持っていることがわかるであろう。また機械．

第2表 稲作地帯と小麦・とうもろこし・畜産地帯の要素賦存度の比較

小麦・とう
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■
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３
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９

１
５
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７

（注) 1979～1 982年の4年間平均値。なお生産性統計に使われた農業総

生産額は1980年価格での評価である。

資料：中国農業年鑑編集委員会編『中国農業年鑑」1 980年、81年、82年、
83年。
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労働比率も2～3倍の大きさを持っているのである。逆に肥料・土地比率は稲

作地帯が大きく、小麦・とうもろこし・畜産地帯の2倍強の大きさを持ってい

ること_もわかるであろう。これらの結果として､稲作地帯の土地生産性は小麦・

とうもろこし地帯の約2倍の大きさを持ち、逆に労働生産性は8割程度の大き

きしか持っていないことも理解できるのである。それゆえ、全体としてみるな

らば中国の農業はいまだ開発途上国タイプのものであるが、要素賦存度や栽培

作物をみるとこれらの二地帯は明らかに大きく異なっており、アジア型タイプ

の稲作地帯と新大陸型タイプの小麦・とうもろこし・畜産地帯の二つのタイプ

に分類することができるのである。

この点は本稿における核心の一つになるので､より詳細によることにしよう。

第2図はこの点をより詳細にみるために各地域の土地生産性および労働生産性

をXY座標に示したものである。これより、上述のごとく全体では中国の農業

は低土地生産性および低労働生産性をもつ開発途上国タイプの農業であること

がわかる。しかしながら中国の東南部の上海や断江省等はアジア農業の典型と

して土地生産性が高く、逆に北東部の黒竜江省、吉林省や遼寧省等は労働生産

性の高い新大陸型農業タイプの農業生産様式を本質的に持っていることがより

鮮明にわかるであろう。また土地生産性(1ヘクタール当たり何元で表示）を

みると、2000元をこえる地域は稲作地帯では上海の4327.9元を最高とする8地

域であるが、小麦・とうもろこし・畜産地帯では北京市の1地域のみであると

いう対照的な結果を持っている。逆に労働者1人当たり何元であるかにより示

された労働生産性が1000元をこえるのは、稲作地帯では上海市の1094.7元のみ

であるが、小麦・とうもろこし・畜産地帯では黒竜江省の1805.9元を最高とす

る4地域があり、その他の地域も全体としては稲作地帯よりも大きい労働生産

性を持っていることがわかるのである。

一方、第3図は労働と資本の代替関係、肥料と土地の代替関係を含む生物化

学(B C)技術の機械(M)技術をみるために、労働者l人当たりの機械所有

量および土地単位面積当たりの肥料投入量を座標に示したものである。これを
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第3図 中国各地の要素賦存度

肥料耕地比率
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kg/ha
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〆
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■

四・広
川

･貫州

・雲南
L

×遼寧

100 ×河北

×吉林

×天津

×黒竜江
×・××寧夏
青甘新×チベット
海粛彊×モンゴール

0
0.5 1.0 1.5 機械労働

生産性比率

(K/L)

馬力/人

（注）1979年～82年の4カ年平均値である。

資料＄中国農業年鑑編集委員会編『中国農業年鑑』1980年、81年、82年、83年。

みると、上海市や湘江省の稲作地帯は土地単位面積当たりの肥料投入量が大き

く、天津市や黒竜江省や北京市の小麦・とうもろこし・畜産地帯は1人当たり

機械所有量が大きいことがわかるであろう。この点については付表より詳しい

具体的な地域別データを示しているのである。この表をみると、稲作地帯で1

ヘクタール当たりの肥料投下量が200 k9をこえる地域は上海市の437.2k9を筆頭
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第2図 中国各地の土地生産性と労働生産性
土地生産性

(Y/B)

元/ha

5000

4000

3000

2000

1000

'

0
500 1000 1500 労働生産性

(Y/L)

元/人

1979年～82年の4カ年平均値である。

中国農業年鑑編集委員会編r中国農業年鑑』1980年、81年、82年、83年。
（注）

資料

として6地域存在するが､小麦・とうもろこし・畜産地帯では北京市の210.4k9

の1地域のみであることがわかるのである。一方、労働者1人当たり機械所有

量が0.5馬力をこえるのは稲作地帯では2地域のみであるが、小麦・とうもろ

こし・畜産地帯ではチベットを除く全地域の15地域にも至っているのである。

またこの点を少し異なった角度からみると、労働者1人当たりの土地面積が40



経済発展と環太平洋経済154

アールをこえる地域は稲作地帯では皆無であるのに対し、小麦・とうもろこ

し・畜産地帯では14地域も存在することがわかるのである。

それゆえ、これらの両図や表により改めて次の2点が言えることに気づくで

あろう。まず第1は、中国の農業は上述のようなアジア型タイプと新大陸型タ

イプの異なった農業が北部大南部とに併存した形になっているという点であ

る。第2には、上海市や北京市のような大都市周辺の農業は単位面積当たりの

肥料投入量や労働者1人当たりの機械所有量が大きく、それにともなって土地

生産性および労働生産性もそれぞれのタイプの農業の中では大きいという点で
（10）

ある。それゆえ、T. W.シュルツが言うように非農業部門の発展が農業部門

の発展を助けるという面も存在することがこの中国の側にも当てはまるのであ

る。以上、念入りにかつ詳細に調べた結論として、中国の農業は上述のように

いまだ発展途上国タイプのものであるが、その中でも稲作地帯は農業生産に対

する土地賦存の制約を土地代替的インプットである肥料の増大により克服する

過程を示すアジア型のタイプの農業であり、小麦・とうもろこし・畜産地帯は

労働賦存の制約を労働代替的インプットである機械の投入により克服する過程

を示す新大陸型のタイプであるといってさしつかえないであろう。このように

中国の農業は広大な面積を持つがゆえにアジア地域に属しながら新大陸型農業

に近い地域をも内包し、いわばこれらの両者の併存した形となっていることが

わかるのである。この点は中国の生産関数を推定する際に非常に重要なポイン

トとなるのであり、この点を無視すればまったく誤った結論に導くことになる

のである。これらについては次の計測結果により明らかにしよう。

4 農業生産関数の推定結果

それでは、ここで中国の農業生産関数の推定に入ることにしよう。これまで

の白砂の研究によると、中国の農業の生産弾性値の和は日本農業と同様ほぼ1
（11）

に近く、1次同次の仮定が妥当することがわかっている。またわれわれのク
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第3表 省別クロスセクションデータによる農業生産関数の推定

回帰式番号 （1） （2） （3） （4） （5） （6）
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第4表 白砂による中国農業の生産弾性値
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り引用。
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ロスセクションデータを用いた29地域の推定結果では生産弾性値の合計は

0.9528であった。さらに稲作地帯での生産弾性値の合計は0.993、小麦・とう

もろこし・畜産地帯では1.0133といずれもほぼ1に近い値が得られているので

ある。それゆえ、本稿においても中国の農業生産関数の推定には1次同次の仮

定を採用することにする。第3表はクロスセクションデータによる中国の農業

生産関数の計測結果を示したものである。用いたデータは上述のように信頼性

の観点より1979年から1982年の4年間の平均値が用いられている。そしてこの

表の第(1)推定式は1次同次の仮定を設け、労働生産性の形にして推定した結果

を示したものである。また第(2)式は第(1)式に教育Eを新たに独立変数として追

加した結果を示している。教育Eのt値は大きくはないが予想どおりプラスの

値が得られていることがわかるのである。また、この推定結果から得られた生

産弾性値の大きさは土地が0. 10，資本が0.29、肥料が0.30、労働が0.31である。

この結果を白砂の結果と比べると、多少の大きさの差異はあるがほぼ同様の

結果が得られているのである。すなわち、第4表に示された白砂の推定値をみ

ると、中国農業の生産関数には1次同次の仮定が当てはまり、推定された生産

弾性値の大きさは土地が0.36、資本が0.17、肥料が0.24、労働が0.22であるこ

とがわかる。それゆえ、これらの両者には多少の生産弾性値の違いはあるが、
（12）

労働の弾性値は両者ともかなり大きな値を持っていることがわかるのである。

また彼の計測結果をみると、第4表に示された1980年度の単年度のデータによ

る推定結果は1979年、1 980年、1981年および1982年の各年の結果やさらにこれ

らの4年間をプールしたデータによる推定結果とほぼ同様の結果を得ているの
（13）

である。しかも資本を機械で代替した場合や役畜等を含めて計測した場合でも

結果はほぼ同じものが得られているのである。

中国と日本農業はかなり異なった農業様式を持っているが、この白砂の推定

結果、特に労働の弾性値の大ききは果たして信頼できるものであろうか。中国

の農業を考慮した場合、上海市や江蘇省をはじめとする稲作地帯は第2図、第

3図や付表が示すようにアジアモンスーン地域として日本農業に近い点も多い
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といえるであろう。しかしながら小麦・とうもろこし・畜産地帯の黒竜江省、

吉林省や遼寧省、特にモンゴール、チベット、青海省、寧夏区、新彊区等の小

麦・とうもろこし・畜産地帯はこれらの図表にもあらわれているように日本農

業とは似ても似つかない農業地帯であり、要素賦存度がまったく異なったもの

となっている。この小麦・とうもろこし・畜産地帯は29市区省の半数以上の16

市区省を占めていることを考慮すれば、白砂のようにこれらの地域を同一構造

の農業地域とみなした推定値やあまりにも細分化しすぎた推定値は信頼できる

ものであろうか。また中国農業の生産弾性値は日本農業の生産弾性値とほぼ同

じ値を持つものであるとみなしてよいのであろうか。特にここで問題なのは上

述のように労働の弾性値であろう。すなわち彼の労働の生産弾性値の大きさは

0.22と日本農業とほぼ同様の大きさで統計的にも有意な結果が得られている。
（14）

この点は白砂自身も疑問を呈しているが、上述のように中国の農業がかつての

日本以上の大きな過剰就業問題を持っている事実を考慮に入れるとき、この白

砂の結果は全面的に疑問となってくるのである。

そこで、本稿ではこの点を一層研究するために次のような推定を行ったので

あった。すなわち、これまでにわれわれが学んだことは中国農業には地域差を

考慮する必要があるという点である。第3表の第(3)式はこの点を考慮して、稲

作地帯と小麦・とうもろこし・畜産地帯を区別するためにダミー変数（稲作地

帯を1，その他を0）を用いた推定式を示したものである。また第(4)式はそれ

に教育を独立変数として追加したものである。この結果をみると、地域ダミー

はマイナスの値を示し、稲作地帯の労働生産性が他の小麦・とうもろこし・畜

産地帯のものに比較して小さいことを示している（本稿では土地生産性を従属

変数とする推定も行っているが、当然の結果として地域ダミーはプラスの値を

示し、土地生産性は稲作地帯がより大きな値を持つことを示す結果も得られて

いる)。また教育を入れた結果〔第(4)式〕、そのt値は依然として大きくはない

がプラスの値を持つ結果が得られたのであった。

ここで注目すべき変化が生じていることに気づくであろう。すなわち労働の
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弾性値はこの地域差を入れると大きく低下し(0.31や0.34から0.07へと低下し

ている点に注意されたい)、逆に資本の弾性値が0.29から0.50へと大きく上昇

したという点である。しかも土地および資本のt値の大きさは地域ダミーを入

れる前の第(1)および第(2)式よりも改良されていることもわかるのである。要す

るに、地域差を考慮に入れないモデルでは労働の生産弾性値の大きさは0.31と

白砂の結果とあまり変わらないプラスのかなり大きい値が得られていたのであ

るが、地域ダミーを入れるとこの値は大幅に低下するということが見い出され

たのである。このことは中国の農業生産関数を推定する場合にはこれらの地域

差を考慮に入れて計測を行わないかぎり、きわめて誤った結論が得られる可能

性があるということを示しているのである。本稿の研究において得られた0.07

(t値は0.51で有意でない）という小さな労働の生産弾性値はこれまで多くの

人々により主張された中国の農業の過剰就業状態とコンシステントなものであ

る。

そこで、この点をより一層明らかにするために本稿では中国全体を稲作地帯

と小麦・とうもろこし・畜産地帯の2つの分割し、それぞれの地域での農業生

産関数を推定したのであった。第3表の推定式(5)は稲作地帯の推定結果を示し

たものである。また推定式(6)は小麦・とうもろこし・畜産地帯の推定結果を示

したものである。第(5)式をみると、稲作地帯では化学肥料の生産弾性値の大き

さが0.7、そのt値が7.27と非常に大きな値を示し、この地域における化学肥

料の重要ざを示唆しているのである。また土地は0.41とこれもかなりの大きさ

の弾性値が得られているのである。一方、第(5)式の小麦・とうもろこし・畜産

地帯の場合は、予想されたように資本の弾性値が0.60,t値が2.86と最も大き

く、土地が0.20 ( t値が1.97)、化学肥料が0.18 (t値は2.64)という結果が

得られている。このように稲作地帯の農業と小麦・とうもろこし・畜産地帯の

農業とはまったく異なった極めて異質なものである点がこの弾性値の違いから

も改めて知られるのである。ところが労働の生産弾性値に関しては稲作地帯は

0.05、小麦・とうもろこし・畜産地帯では0.02といずれも極めて小さな値が得
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られている点のみは共通しているのである。

以上の結果、地域差を考慮に入れて生産関数を推定した場合、いずれの方法

も労働の生産弾性値は非常に小さなものであるという結果が得られている。そ

れゆえ、これらのクロスセクションデータによる分析からは中国の農業は他の

多くの人々が主張するように過剰就業の状態にあるという点とコンシステント

な結果が得られたのである。ところで、本稿では他の研究において中国農業の

タイムシリーズデータを用いた生産関数の推計を行っている。その結果によれ

ば労働の生産弾性値の大きさはほぼ0.1に近い小さな値が得られているのであ

る。この点は本稿のクロスセクションデータを用いた結論と完全にほぼ一致す

るものである。それゆえ、他の人々により直接的に推定された過剰労働力の議

論を考慮すれば、本稿で得た労働の生産弾性値の大きさは信頼することができ

るものと思われる。

5 おわりに

以上、本稿では白砂の結果とは異なり、中国の農業の土地の生産弾性値の大

きさはおよそ0.2、機械が0.5、化学肥料が0.3であり、労働の生産弾性値の大

きさはほぼゼロに近く、これまでの生産関数を用いずに直接的に推定された結

論とコンシステントな結果を得たのであった。また稲作地帯と小麦・とうもろ

こし・畜産地帯では弾性値の大きさも異なり、稲作地帯においては肥料の生産

弾性値の値が非常に大きく、小麦・とうもろこし・畜産地帯は機械の生産弾性

値の値が非常に大きいという対照的、かつ理論に一致する結果が得られたので
（】5）

あった。そして、いずれの方法に於ても労働の生産弾性値の大きさはほぼゼロ

に近い結果を得たのであった。その過程において、中国の農業は根本的に大き

く異なる2つのタイプの農業（アジア型と新大陸型）を持っており、その点の

考慮をせずに生産関数を推計すればまったく誤った結論を得られるというとも

理解できたのであった。
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筆者は従来から、一度だけの計量的分析の推定結果を用いて十分に吟味せず

にシミュレーションを行い政策的提言を行うことがいかに危険きわまりないか
（16）

という点を指摘し、その点でのまったく新しい分析方法を示したのであった。

しかしながら本稿の研究で得られた教司||の一つは、われわれ計量的研究者が研

究対象とするものの実態を十分理解して分析を行い、得られた結果を念入りに

吟味するのでなければ、まったく誤った結論が得られるということを改めて思

い知らきれたのであった。その点中国はいまだ開発途上の国であり、その実態

はよく知られていないのである。それゆえ、本稿の目的に1つは本文および付

表で示したように中国農業のより詳細な実態を理解することにあった。この点

は上記の第1目的である生産弾性値の推定および第2目的であるミススペシ

フイケーションの恐ろしざを示す点につけ加え、本稿の第3の目的としてあげ

られよう。また中国は時系列的にみても大きな変動があり、かつ横断的にみて

も地域差は歴然としている。それゆえ、これらの点をより一層理解することに

努め、優れた研究を行うことが必要であろう。

注

(1) 白砂提津耶、[4]、p、55

（2） 速水佑次郎、［7］

YHayami and V.W.Ruttan, 121

（3） 加藤弘之、［3]・加藤は農業労働力1人当たり耕地面積の減少を過剰労働力の存在

が注目される1つの要因としてあげているが、これは本稿でとりあげた要因の結果と

して生じたものであるゆえ、根本的要因は上記の2点によるものであろう。

（4） 鳥居泰彦、［5］、p. 179の稼動率アプローチ、最適労働投入アプローチの説明を

参照されたい。

（5） 加藤弘文、［3］、pp. 90～98

（6） 中兼和津次、［6］、p、17

白砂提津耶、［4］、pp. 9～62

（7） 白砂提津耶、［4］、p. 28
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(椎）爵-号-1から13までが稲作地帯､番サ14から29までが'1,女･とうもろこし･畜産地備である｡またhpは隅ﾉ｣を脈す

ﾃｰﾀは1979~82年の4ｶ年､'2均髄である。

衝料:中I丘1農葉年鑑稀集委11会輻『中同農巣年鑑』1980年、81年、82年、83年。

冒
争
』
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（8） 各地域の前の丸で囲んだ数値は第1図や付表の中で示した地域番号と対応してい

る。例えば①は上海市、②は江蘇省である。

（9） ここでBは耕地面積、Lは労働力、Kは機械、Fは肥料、Yは生産量を示すもので

ある。

(10) T.WSChulz, lll.

(11) 白砂提津耶、[4]、p、26, 27, 39

(12） 上述のように労働の生産弾性値は0.31と0.22である。

(13）白砂提津耶、［4］、第2章

(14)白砂提津耶、[5]、p，30

(15）このように異なる2地帯が同一集団とみなされるか否かは難しい問題であろう。し

かしどの国もマクロ的な農業生産関数が存在するということは一般に認められている

点である。すなわち、たとえ地域差は存在しても同じ国家の組織内にあり、それゆえ

同質的なインプットを用いる場合も多く、同一集団とみなしてもよいだろう。それゆ

え本稿のダミー変数は地域差を捉えるだけでなく、各々のインプットの弾性値にも影

響を与えるものであり、いわば2地帯のミックスされた平均値的な弾性値を与えるも

のである（これはマクロ的な政策には重要である)。また、このように同一集団とみ

なすことにより、本稿では白砂の結果と対比することができる。それゆえここでは同

一集団とみなした場合と別の集団とみなした場合の二通りの推定値を示したのであ

る。

(16)山口三十四、[8]、第1章～第4章、特に第4章を参照きれたい。
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第9章 ブラジルにおける財政政策と

インフレーション

1 はじめに

1 980年代のブラジル経済は、激しいインフレーションにみまわれた。しかも、

表lにみられるように、インフレ率は一貫した上昇をみせている。80代初頭に

は100 %台のインフレ率であったものが、いくと・かの安定化政策の実施にもか

かわらず、80年代末には4桁にまで達している。このようなインフレーション

の原因とその波及・加速のメカニズムについては、これまで多くの観点から分

析がなされてきた。財政赤字の存在、イナーシャル・インフレの影響、広範な

インデクセーション、種々の供給ショック、急激な為替切り下げ、経済政策に

対するクレディビリティーの喪失、民主化の影響、階級対立の存在、などが代

表的である。また、インフレ安定化政策についても、オーソドックス・タイプ、

ヘテロドックス・タイプなど、それぞれの問題点が議論されてきた。

いうまでもなく、いずれの議論も、1980年代のブラジルのインフレを説明す

るのに不可欠であるが、そのなかでも財政赤字は、必ずしも常にインフレ率の

変動と直接的な関係を持つとは限らないが、インフレの最も基本的な要因とし

てその存在を無視できないであろう。本稿では、第2節でインフレのメカニズ

ムを単純な枠組みで議論し、財政赤字や政府債務とインフレとの関係を明かと

する。第3節では、ブラジルの財政政策、財政システムの基本的問題の所在が

明かとされる。第4節では、コロル現政権下での財政政策の検討がなされる。
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表1 インフレ率とGDP成長率

インフレ率 実質GDP成長率
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注 ：インフレ率は総合物価指数

2 インフレのメカニズム

最も単純化されたインフレ決定のメカニズムは、以下のように議論されるで

あろう。

いま財政赤字が全て貨幣発行によってファイナンスされると仮定すると、政

府の予算制約式は、

(1) g=M/"

となる。ここで、gは財政赤字/GDP比率、yは実質GDP、Mは名目貨幣残高、

pは価格水準、・は時間に関する増分である。ところで、長期的には名目貨幣

成長率(M/M)はインフレ率いん）と実質GDP成長率Wy)との和に等し

くなるので、(1)式より、

(2) g=('r+")'"

を得る。汀はインフレ率、,”は実質貨幣残高(M/py)である。(2)式は、財政

赤字がいわゆるシーニョリッジ（(汀＋”)畑）でファイナンスされることを示
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図1
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している。このうち、冗加はインフレ税に、〃肌は経済成長によって可能とな

るシーニョリッジに対応している。

実質貨幣需要は、インフレ率と負の関係にあり、所得弾力性をlとすると、

（3）肌＝汎(汀)、aw@/a "<0

として表現される。いま、貨幣市場の均衡条件を考慮すれば、結局インフレ率

は、

(4) z=/(9, ")

として得られる。図lは、汀とgの次元で(4)式を描いたものである。財政赤

字が増加すると、その分インフレ税の増加によってこれをファイナンスしなけ

ればならないが、インフレ税を増加させるためにはインフレ率を高めなければ

ならず、図において汀とgの関係を示すインフレ曲線(p曲線）は右上がりの

曲線として描かれている。ただし、インフレの高進とともに実質貨幣需要の価

格弾力性が大きくなり、このためインフレの高進によって実質貨幣需要が一層

低下するため、財政赤字をファイナンスするインフレ税を確保するためには、

政府は加速的にインフレ率を上昇させなければならず、インフレ曲線は非線形

となっている。また、更に実質貨幣需要の価格弾力性が大きくなると、実質貨
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図2 財政赤字の諸概念

’支 出

|m
’ 名目赤字

’ オペレーショナル赤字
インフレによる

価値修正部分’

プライマリー赤字
－

実質利払

利子支払い合計

出処：筆者作成

幣需要の低下によってインフレ税を確保できなくなり、一般的にはこのインフ

レ曲線は高インフレの領域で後屈する。ここでの議論では、価格弾力性がそれ

ほど大きくなく、インフレ曲線が右上がりの領域に限定される。このための条

件は、

汀／(冗十猟)＞ぴ、ただし、グ=-(an@/a x) (x/"I)

である。インフレ曲線のシフト・パラメタである”は、その値が大きくなると、

インフレ税に基づかないシーニョリッジを拡大させるため、インフレ率を低下

させる。

ところで、より一般的には、インフレ率の決定はどのような形で財政赤字が

ファイナンスされるかに依存する。以下では、財政赤字が単に貨幣の発行だけ

ではなく、国債の発行と海外からの資金の流入によってもファイナンスされる

ケースを検討してみよう。これらを考慮して政府の予算制約式をGDP比率で

書き直すと、

(5) M/py+B"+gF/py=g+rB"+γ鐵gF/py

となる。ここで、Bは実質国債残高、gは名目為替レート、Fはドル表示の名

目での対外債務残高、γは国内利子率、γ*は国際利子率である。(5)式において
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は、財政赤字gは国内利払い、対外利払いを含まないので、いわゆるプライ

マリーな財政赤字に対応する（図2参照)｡ここでは、対外債務はすべて政府

の債務と仮定されている。(5)式は実質化されているので、右辺は実質的な利払

いを含むオペレーショナルな財政赤字を意味し、貨幣供給か、国債の発行か、

海外資金の流入(対外債務の増加）によって補填される。なお、国債はインデッ

クス付の国債を仮定し、インフレとともにその表面価格が調整されるので、そ

の実質価値は一定に保たれるとする。このため(5)式においては、Bは実質変数

であり、pで実質化することは省かれているo

ところで、定常状態においては、M物、B〃、，F伽はそれぞれ一定の値に

収束することから、それぞれ成長率で表示すると、

M/M ='〃＋’ん

B/B =j"

j/e + F/F =′〃+j"

得る。ここで、M/py=M、B"=b、Fん=/､’ん＝汀、』ん＝〃、e/p=8

と定義し、実質為替レート（8）の切り下げ率は定常状態では

j/e =,/p

であることを考慮して、(5)式から

（6）（兀十〃)加+"b +伽β/=g+7b +γ率β／

を得る。これより、インフレ式

(7) "=|9－”加+(γ－”)b +(γ率一”) "/} /"@

が求まる。

(7)式は､インフレ率が単にプライマリーな意味での財政赤字だけでなく、様々

な要因によって決定されることを示している。ここでも、インフレ曲線が右上

がりの領域に限定して議論される。図は汀とgの次元で描かれているので、

財政赤字(9)の拡大はインフレ曲線上に沿ってインフレ率の上昇をもたらす。

これ以外の変数の変化はインフレ曲線のシフトとして表現される。これらの変

数が変化すれば、一定の財政赤字のもとでも、財政赤字をファイナンスするイ
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ンプレ税の額が変化し、このためインフレ率が変化しなければならないからで

ある。

さらに、これまで実質貨幣残高（肌）はインフレ率（汀）のみの関数とさ

れていたが、ここでは外生的なシフト・パラメタ（6）を追加し、

（8）柳＝畑(汀，6)、am/3 6>0

と定式化しておく。一般的には、金融市場の発展なと慧の代理変数として考えら

れ、実質貨幣保有を増加させる要因を表現しているとみなされるが、逆にドラ

ライゼーションなどによる国内通貨からドルへの資産需要の変化は6の低下と

して表わされる。また、このような問題を厳密に議論するためには、腕、b、／、

もしくはドルなどの資産の保有に関して、例えばポートフォリオ・モデルなとﾞ

を用いて内生的に決定すべきであるが、ここでは単純化のために、肌は(8)式で

与え、b、／は外生的に決定されると仮定してお<｡

さて、ここで(7)、(8)式より、インフレ率に対する比較静学をおこなっておこ

う。ここでもインフレ曲線が右上がりの領域に限定される。

０

、

ン

伽口が０

、

ン

”｜伽０

、

く

澁一”０

、

く

”｜伽０

、

シ

”｜吃

|"-'ﾝ，のとき号く｡”-『、>，のとき等く‘ 器く‘
に"鋤‘、茅、，器”|"-γ<0のとき､器>，

各変数の変化がインフレ率に与える影響は以下のように説明される。プライ

マリーな財政赤字(9)の拡大はインフレ税の拡大を要求するため、インフ

レ曲線に沿ってインフレ率の上昇をもたらす。経済成長率（”）の増加や、

金融制度の変化などにより何らかの理由（6）で実質貨幣需要（柳）がイン

フレとは独立に高まれば、それだけインフレ税に基づかない課税ベースが拡大

し、より低いインフレ率で一定の財政赤字をファイナンスできる。このためイ

ンフレ曲線が右下にシフトし、インフレ率は低下する。逆に、ドルへの逃避な
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どは（6）の低下と表現され、インフレ率は高まる。国内、海外の実質利子率

（γ、γ率）の上昇に基づくに利払い負担の上昇は、プライマリーな意味での財

政赤字が一定であっても、オペレーショナルな意味での財政赤字が拡大し、他

の条件が一定ならば、インフレ税によるファイナンスの増加を必要とし、この

ためインフレ率を上昇させる効果を持つ。国債残高の対GDP比率(b)の上

昇は、国債累積の周知の議論の通り、経済成長率が実質利子率を上回る限り（”

－γ＞0）、経済成長率に伴う課税ベースの増加（抑）で利払い負担(7b)を

カバーするので、インフレ率を高めることはない。逆に実質利子率が経済成長

率を上回れば（”－γ<o)、利払い負担が課税ベースの増加を上回り、この

ためインフレ率の上昇によるインフレ税の増加によってカバーせざるを得なく

なる。対外債務残高の対GDP比(/)も上記の国債と同様に、経済成長率(")

と国際実質利子率（γ率）の大小関係でインフレへの影響が決まる。このため、

”一γ*＞0である限り対外債務の累積自体がインフレ率を高めることはない

が、〃－γ*＜0であれば逆の効果を持つ。実質為替レートの切り下げ（βの

上昇）は、国内通貨ではかった対外債務の価値を変化させることから、対外債

務残高のインフレへの効果に影響する。つまり、国内通貨ではかった利払い負

担を変化させ、その分財政赤字を変化させるからである。

さて、ここで以上の分析を踏まえ、ブラジルの1980年代のインフレーション

を解釈すると、以下のような議論が可能であろう。

(1) 1970年代には、一般的に債務国の経済成長率は高く、同時に国際的利子

率も低い状況にあったことから、”－γ＊＞0が成立していたか、少なくとも”

とγ*が等しかったと想定しうる。したがって、対外債務の累積はインフレ率

を低めるか、少なくとも上昇させない方法で財政赤字をファイナンスしてきた

と言える。海外資金は、経常収支赤字をファイナンスすると同時に、財政赤字

をファイナンスしてきた。このため、インフレ曲線が下方にシフトし、インフ

レの激しい上昇を伴わないマクロ運営が可能であったと解釈しうる。しかし、

80年代に入ると債務危機が発生し、国際商業銀行の途上国貸し付けが消極化し
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たため、以上の対外債務依存の戦略を続けることは困難となった。債務国はこ

れまでのように財政赤字を海外資金でファイナンスできなくなったばかりでな

く、国際利子率は高騰した。しかも、利払いのための国内経済調整を強いられ

ることとなり、成長率は低下した。したがって、経済調整によってたとえプラ

イマリーな財政赤字が低下したとしても、同時に生じるこれらのシフト変数の

影響によって、オペレーショナルな意味での財政赤字が増加し、インフレ率を

上昇させたと考えられる。国際利子率の高騰や成長率の低下は、獅一γ*<O

を成立させるに十分であったであろう。（γ*増加の効果)。

（2）モデルでは対外債務は全て政府の債務であると仮定されていたが、現実

には80年代に入り民間部門の対外債務を政府の債務へと転換することが進んだ

ため、政府の対外債務残高が増大したことが重要である(／増大の効果)。また、

実質為替レートが傾向的に切り下げられたため、政府部門の対外債務自体の増

加とあいまって、現地通貨ではかった返済負担を増加したことにも注意が必要

である｡例えば､債務利払いがGDPの6%であるとすると､30%の実質為替レー

トの切り下げはGDP比で1.8%の利払い負担と財政赤字の増加をもたらす（β

増加の効果)。すなわち、この実質為替レートの傾向的な切り下げは、大幅な

貿易黒字を生み出し利払いを可能としたが、貿易黒字を生み出すのは民間部門

であり、政府はドルを民間部門から購入しなければならず、このドル購入のた

めには実質為替レートの切り下げに応じて、より多くの資金を必要とするから

である。

（3）プライマリーな財政赤字や対外債務返済のための財政負担は、国債の発

行か、通貨の発行に頼らざるを得ない。このため、80年代後半からブラジルの

国内債務は急激に累積してきた(b増加の効果)。しかし、より重要な問題は、

国内債務の累積と共にとその利払い負担が増加することである。しかも、国債

が過度に累積してくると、将来における政府の内債返済能力が疑問視されるに

いたり、国債に対する信頼性が欠如してくると、国債の市中消化のためには実

質利子率を高めなければならない（γ増加の効果)｡ 1980年代末には、経済成
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長率をはるかに超える実質利子率となり、内債利払い負担の増加を通じてオーペ

レーショナルな財政赤字の著しい拡大をもたらし、さらにこれが一層の国債の

累積をもたらすにいたっている。

以上を図lで表現すれば､たとえプライマリーな意味での財政赤字が縮小し、

gの減少によってインフレ率がインフレ曲線上を左下方向に移動(A点からB

点）したとしても、シフト変数の効果によってインフレ曲線が同時に左上方向

にシフト(poからp,)するため、財政赤字縮小による効果は相殺されるか、

むしろインフレは上昇することになる(C点)。

3 財政政策・財政システムの基本問題

以上みてきたように、財政赤字、対外債務、これらの支払いをファイナンス

するための内債の累積が、インフレの基本的要因である。以下では、このよう

なコンテクストからより詳しくブラジルの財政政策、財政システムの制度的側

面について検討し、その基本的な問題点を明らかにしよう。ここでは、特に内

債、外債の累積の問題に焦点がてられる。

1980年代の主たる財政改革

これらの‘|曼性的、構造的ともいえる財政上の問題に対し、1980年代にいくつ

かの財政改革が実施されている。これらの改革は、財政支出の透明度を増し、

財政赤字の把握と財政政策の遂行をより効率的とすることを目的としている。

まず、かかる財政改革の試みからみておこう。

第一は、1986年1月から始まった、ブラジル銀行の機能を金融当局から分離

する改革である｡ブラジル銀行が中央銀行に対して有していた､ほとんどゼロ．

コストで資金を借り受ける特別の勘定(conta de movimento)が廃止され、こ

れまでこの勘定を通じるブラジル銀行のオペレーションによって流動性が拡大

し、金融当局の流動性コントロールを形骸化してきた弊害をなくすことを目的
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としたものである。これは財政政策と金融政策を明確に区別し、公的部門の財

政コントロールを強化するための第一歩であった。

第二は、国庫支出の金融的コントロールを強化するために、1986年3月に大

蔵省に設立された国庫局(STN: Secretaria do Tesouro Nacional)と、これに

基づく連邦財政の統一勘定をめざした統合金融管理システム(SIAFI: Sistema

Integrado de AdministraCao Financeira do Governo Nacional)の導入である。

また、STNはさらに機能強化され、内債の管理を中央銀行から大蔵省へ移管

したり、これまで通貨予算に含められ中央銀行とブラジル銀行によって実施き

れていた各種の基金やプログラム（農業信用など）がSTNによって管理され

ることになった。さらに、STNは州、市、政府系企業、政府金融機関の債務

をモニターし、金融システムからのこれら団体への信用供与に制限を課すこと

を可能にした。

第三は、これまで通貨予算と国庫予算に分離していた公的部門の予算を統合

し、予算の不透明をなくしたことである。1988年より一本化した予算において

は、例えば通貨予算に計上されていた各種補助金支出が国庫に繰り入れられ、

公的部門全体としてのバランスが掌握されている。また、内債の発行に関して

も、内債の返済をカバーすることと中央政府の財政赤字をファイナンスするこ

とのみに制限され、しかも議会の承認を必要とすることとなった。

以上の諸改革の特徴は、税制の改革とか政府系企業の改革とかに代表される

直接的な財政改革ではないが、公的部門のパフォーマンスのより効率的な判断

と、財政にまつわる資金のフローがよりクリアーに掌握されることとなった。

例えば、財政赤字のファイナンスが､(1)政府債券、(2)中央銀行からのリソース、

(3)ブラジル銀行、商業銀行、その他の金融機関からのリソース、(4)海外資金、

などに区別され、それぞれの関係が明確に把握されることになった。

しかし、以上の諸改革にもかかわらず財政の抜本的、直接的改革とはならな

かったため、結局1980年代に財政赤字が著しく改善されることはなかった。以

下では、財政赤字の状況が概観される。
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財政赤字の概況

表2は公的部門全体の財政赤字を示す借入必要額を示しており、中央政府、

地方政府（州、市)、政府系企業、社会保障システムを統合した財政バランス

を示している。図2には、異なる概念の3つの財政赤字が示されている。

名目での借入必要額は、全ての政府機関の収入を上回る支出の総額を表し、

既存の政府債券の償還を控除した新規の借入でファイナンスされている。この

借入必要額は､最も包括的な財政赤字の計測方法であるが､高インフレ下にあっ

ては、公的部門の借入れの一部は債務の実質価値の下落により相殺され、政府

にとっての実質利子コストを表さない。このため、インデクセーションによる

価値修正部分を控除し、実質的な利子支払でみたのがオペレーショナルな財政

赤字である。さらに、利子は過去の赤字の結果であるので、現在の財政状態を

判断するために、オペレーショナルなそれから実質利払いが控除されたプライ

マリーな財政赤字が定義される。

1984-89年についてみると、インフレの高進とともに国債などの政府債務の

価値修正部分が巨額となり、名目のバランスでみた赤字は1989年にはGDPの

73％にまで達している。また、オペレーショナルな意味においても、88年の

4.31%から89年の12.4%へと急増している。これは、1 989年の実質利子率の高

騰に基づくが、同時に1700 %にも達した高インフレとなったため、高インフレ

がもたらすマクロの諸データの過度の変動とバイヤスとにより、幾分誇張され

た数字となっている可能性は否定できない。しかし、基本的には、内債の巨額

の累積とそれの金利支払が、深刻な財政赤字をもたらしていることには相違な

い。

プライマリーな意味での財政赤字については、明確な傾向は存在せず、平均

的にはバランスしているとみなしうるかもしれない。したがって、過去の内債

の利払いが主たる財政赤字の要因といえるが、周知のように内債の実質残高を

低下させるためには、少なくともプライマリーな意味での黒字が実質利払いを

上回らなければならず、現実のプライマリーな財政バランスがこれに遠く及ば
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表2 非金融公的部門の財政赤字（公的部門借入れ必要額: GDP比）

1984 1985 1986 1987 1988 1989*

IPC(T) IPC(T+1)

名目バランス

中央政府

州・市

政府系企業

社会保障

価値修正

オペレーショナル・バランス

中央政府

州・市

政府系企業

社会保障

純利払い

プライマリー・バランス

中央政府

州・市

政府系企業

社会保障

１
３

７
５

４
５

６
６

９
４

３
５

９
０

２
８

３
七
■
ｅ
■
■
①
■
●
Ｇ
■
■
●
●
■
■
①
ｂ

ｌ
５

２
３

０
７

３
１

０
１

０
４

０
０

０
０

０
１ ５

８
９

８
０

３
３

３
２

４
４

６
３

９
７

９
４

■
■
①
●
●
●
■
■
●
■
■
■
も
●
■
●
■

８
０

２
４

０
４

４
３

０
０

０
５

１
０

０
１

０
４

１
１

２
４

０
１

９
４

０
６

４
３

４
６

１
３

１
４

３
１

１
■
ｅ
●
■
●
■
■
●
●
■
■
も
■
■
●
ｂ
■

３
２

８
０

０
０

２
８

１
２

０
２

０
０

０
０

０

７
２

１
３

６
１

１
｜

’

４
３

４
６

１
■
●
■
。
●

２
８

１
２

０
１６

８
３

４
１

１
５

９
３

８
１

９
４

２
２

１
１

①
■
。
●
■
■
①
●
●
心
■
●
■
■
■
■
●

３
８

５
９

０
１

２
１

０
０

０
６

４
１

１
２

０
２

２

０
６

５
３

４
７

３
３

９
３

２
４

１
４

２
７

２
●
■
●
。
●
■
■
●
■
●
■
Ｇ
争
■
■
■
■

８
０

６
１

０
３

４
１

０
２

０
６

２
１

０
０

０

２
１

１
－
２

１
４

９
８

７
９

５
８

６
９

２
８

７
７

８
０

２
■
。
。
■
■
●
■
■
■
■
■
■
●
●
■
●
■

４
４

７
９

０
５

５
２

１
０

０
４

０
１

０
２

０

’
２

３
１

２
６

４
７

４

９
７

６
３

０
■
■
■
●
■

６
３

０
２

０

出処：中央銀行、RELATORIO 1989、表4.7,4.8

: IMF、Brazil-Recent Economic Development, 1989

注 ：非中央政府を除く。

＊ ：1989年のオペレーショナル・バランスを計算するには、制度的なインデクセー

ションがつけられていないLTNの実質値を算出するために消費者物価指数がイ

ンプリシットなデフレーターとして利用される。しかし、1989年の急激なインフ

レ加速のために、通常の方法ではオペレーショナル赤字の過大評価をもたらす。

このため、中央銀行の表では当該月(T)のインフレ率で計算したものと次期の

月(T+1)のインフレ率を用いたものの両者が掲載されている。

ないという意味で、やはり財政赤字は極めて深刻である。

次に、中央政府の収支バランスによって、財政赤字の各要因について言及し

てみよう（表3）。このバランスには、国庫、中央銀行のオペレーション、公

的な基金やプログラム、各種の政府機関の活動が含まれる。
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表3 中央政府バランス（対GDP比）

1984 1985 1986 1987* 1988*

9.1 9.8 10.1 10.4 10．3収入

４
８

３
５

６
９

５
３

７
２
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４
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０
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■
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１
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３
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０
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０

０
０

０
０

０
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７
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２
４

２
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５
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６
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６
４

２
３

６
１

■
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早
ｂ
●
■
■
も
●
。
■
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■

８
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１
２

４
２

０
０

０
０

０
０

０
０

０
１

４
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５
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１
０

４
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６
５

１
３

５
２

●
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凸
や
■
■
■
●
■
■
●
●
■

９
４

１
２

４
２

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

租税

所得税

法人税

個人所得税

物品・取引税

工業製品税

エネルギー税

金融取引税

FINSOCIAL

その他

貿易税

輸入関税

その他

その他税収

利子受け取り

その他収入

９
９

４
５

７
２

５
８

５
７

０
４

６
３
’
２

８
３
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２
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０
０

０
０

１
０

０
０

０

２
３

１
２

９
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５
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６
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６
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２
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２
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９
４

１
３

３
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０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

11.0 11.1 11.7 13．2 13.6支出

０
７

２
２

３
０

３
７

６
４

４
３

６
７

■
■
も
む
●
■
ｅ
■
■
■
●
■
●
●

５
２

０
２

２
１

３
２

０
０

０
１

２
２

８
８

２
９

９
８

７
５

２
３

７
４

１
５

■
●
■
■
■
●
■
■
■
①
合
■
●
■

５
２

０
２

１
０

１
０

１
１

０
１

３
３

５
９

２
４

６
８

１
８

３
０

２
２

４
１

も
●
●
Ｇ
●
■
■
●
も
■
■
Ｕ
■
巳

４
２

０
１

１
０

２
０

１
１

０
１

２
２

移転支出

地方政府

社会保障(SlN PAS)

政府系企業(SEST)

賃金支払い

年金基金

利払い

国債Ⅱ

その他2

農産品買上げ

信用補助

投資

その他

調整項目

５
８

４
３

６
〃

２
１

０
Ｊ
’
５

２
３

４
１

０
２

０
０

３
１

２
１

０
０

０

９
４

４
１

５
８

Ｊ
〃

４
７
’
６

０
５

３
２

０
１

１
０

３
１

１
０

０
１

０

オペレーショナル・バランス －1.9 -1.3 -1.6 -2.8 -3.3

叩一－1．2 －1．4 0.0 1.7プライマリー・バランス

出処: IMF, Brazil-Recent Economic Development, 1989

注 ：＊は暫定値。

：(1)価値修正分を除く実質値｡ 1984-87は民間保有部分、1988は全ての国債分c
：(2)外債・内債利払い。1984-87は中銀の外債を含む。
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中央政府バランスの基本的問題は、収入がGDP比で過去20年間に趨勢的な

低下傾向にあり、1980年代後半にも回復することなく低い水準に留まっている

のに対し、支出に関しては賃金支払、移転支出、利子支払が拡大し、傾向的に

上昇していることである。特に、地方政府や社会保障システムへの移転支出は、

憲法により規定されており、硬直的な性格を有している。これに利子支払を加

えると、1988年には総収入の4分の3にまで達している。このことは、これら

の構造的な支出項目のために、投資などの他の項目への支出が極めて限定され

たものとなることを意味している。また、1988年の新憲法によって、さらに大

きな割合での地方政府や社会保障への移転が義務づけられており、今後一層問

題が深刻化することが懸命されている。

他方、税収に関してもいくつかの脆弱性を有している。第一に、GDPに占

める工業製品輸出の比率が高まるにつれ、輸出促進のための税制上の優遇に

よって生じる税収のロスが重要となっていること、第二に、インフレの高進に

よって徴税ラグが大きくなり、実質税収の目減りを生じさせること、第三に、

脱税行為が蔓延すること、などである。これらの全般的傾向のもとで、いくど

かの税制改革が実施されたが、税収のGDPに占める比率は依然として低い水

準に留まっている。しかも、1989年には、高インフレのために実質税収の急激

な目減りが生じ、速報値によると88年比で実質税収は16.6％減となっている。

政府債務累積の問題

ところで、公的部門全体にせよ、中央政府にせよ、その赤字は最終的には国

債の発行でファイナンスされなければならない。このうち、中央銀行がオープ

ン・マーケットで引受ける部分は貨幣供給の増加につながる。以上の慢性的、

構造的ともいえる財政赤字に対して､1980年代には急激に内債が累積してきた。

財政赤字が国債の発行によっていかにファイナンスされているかは、国庫バ

ランス（連邦財務バランス）に関するデータで知ることができる。表4には、

国庫のキャッシュ・バランスをファイナンスするために発行される国債が、加
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表4 国庫バランス（百万NCZ$: ( )は収入比）

国債純発行 国庫資金余剰収入 支出 キャッシュバランス

２
９

７
４

４
３

６
８

く
く
く
く

６
０
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０
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９
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０
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０
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１
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０
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１
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５
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征
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６
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９

８
８

８
８

９
９

９
９

１
１

１
１

出処：中央銀行、RELATORIO 1989、表4.1

表5 連邦政府国債残高（名目値：百万NCZ$: ( )は対GDP比）

民間保有総発行額 中銀保有

OTN LTN LFT BTN 総計
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注 ：ただし、LBCを除く。

出処：中央銀行、RELATORIO 1989、表4.13

速的に増大していることが示されている。例えば、対収入比は86年の42.1%か

ら89年の84.2％へと急増している。ここで国債純発行とは国債の総発行額から

買い戻し額を差し引いた額である。ただし、実際に国庫の赤字をファイナンス

しうる額は、これから債務の利払いやオーバー・ナイト金利を差し引いた額で

ある。1989年の場合は国債純発行額の約32%である。

表5に示されているように、現在流通している国債の内訳は、OTN (National
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Treasury Bond :非価値修正)、LTN (National Treasury Bill :非価値修正)、

LFT (Financial Treasury Bill :非価値修正)、BTN (National Treasury Bond

：価値修正付き）などであるが、従来需要であったOTN、LTNから、現在は

LFTが主流となっており、1989年には民間保有の98%に達している。したがっ

て、オープン・マーケットにおける短期金融資産として取引されているのは現

実にはLFTが主体である。ただし、89年からは為替レートに基づく価値修正

のオプションのついたBTNも普及しはじめている。

ところで、表5の名目値の国債発行残高をみれば、対GDP比は1984年の

22.9％から1 989年の100 %にまで急激に増加しているが、中央銀行レポートに

よれば、インフレの影響を除去する目的で、表6にみられるような国債の年末

値ではなく、各月の平均値をGDPで除した実質値を求める操作を行っている。

年末値を使ったGDP比と各月の平残高を使ったGDP比とではかなりの隔たり

があるが、表6においても1984年の13.4%から1989年の25.3%へと増大してい

る。いずれの値もインフレの影響を受けて真の情報であるとは言えないとして

も、急激な国債の累積を示していることは否定できない。また、表6にはイン

フレ率でデフレー卜した実質残高が記載されているが、これによっても1 984年

から89年の間に残高は2.8倍の増加であることが理解できる。

さらに、表7には公的部門全体の純債務残高が記載されているが、これには

国債残高の他、マネタリー・ベース、金融機関への貸出（マイナス要因)、対

外債務などが含まれている。ここでも、月末残高の平均値をGDPで除した値

であるが、内債、外債の合計で、GDPの約半分の債務が存在しており、連邦

政府のみならず､地方政府、政府系企業も巨額の債務を抱えていることが判る。

以上みてきたように、ブラジルの財政の基本問題は、公的部門が経常的に赤

字を抱えており、その結果巨額の債務が存在していることである。特に、対外

資金によって財政赤字をファイナンスできない現状にあっては、国債発行に頼

らざるをえず、国債の著しく速いスピードでの累積をもたらし、これが財政問

題における最大の課題となっているといって過言ではない。
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表6 連邦政府国債残高（実質値）

総 額 中銀保有 民間保有

残高 GDP・比＊ 残高 GDP比＊ 残高 GDP比＊
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注 :1989年12月価格。＊は残高の各月末値の平均をGDPで除したもの

出処：中央銀行、RELATORIO 1989、表3.2,表4.14より作成。

表7 公的部門純債務残高（対GDP比）

1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989

総額 35.54 46.64 50.30 50.32 48.96 51.73 51.57 50.54
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出処：中央銀行、RELATORIO 1989、表4．12
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債務累積のもたらす問題

対内的、対外的に多額の債務が累積していることは、マクロ経済やインフレ

にどのような問題をもたらしているのであろうか。

第一は、債務の利払い負担が増大する問題である。事実、1 980年代末には急

激な増加をみせている。このような急激な利払い負担の増大は、単に債務残高

の増加のみならず、利子率の高騰によって一層加速きれる。

債務が累積し国債へのクレディビリティーが低下していけば、オープン・

マーケットにおいて国債の市中消化や流通量を維持するためには、政府は日々

の取引きにおいて、より高い利子率を提示しなければならず、オープン・マー

ケット・オペレーションの実質コストが増大する。表8にはオープン・マー

ケットにおける実質利子率が記載きれているが、1989年には急激な上昇を示し

ている。したがって、このような利子率の上昇にともなう債務負担の増大は、

国庫の財政バランスの大きな悪化要因となっている。国庫バランスを示した表

9には、オーバーナイト金利（主としてLFT)、確定利払い(OTN、BTN)、

その他ディスカウントなどの国債負担が示されているが、1988年、89年に国庫

の総支出に占める割合が急激に高まったことが理解できる。いうまでもなく、

この赤字をファイナンスするためには、国債をさらに発行せねばならず、国債

の純発行残高の加速的増大をもたらす。いわば、「債務負担の増加に伴う財政

赤字→国債発行→財政赤字増」の悪循環に陥っているといえる。かかるメカニ

ズムは、プライマリーな意味での財政赤字が拡大しなくとも、国債の利払いに

基づくオペレイショナルな赤字が増大し、1980年代末のインフレを加速させた

一つの重要な要因である。

さらに、国庫の支出に占める国債負担の割合が増大することは、その他の項

目への支出が圧迫されることを意味し、地方政府への移転支出や、社会保障シ

ステムへの支出、賃金支払などの支出が硬直的であり、その削減が著しく困難

であることを考慮すると､政府投資や制度的金融への影響が極めて重要となる。

第二は、国債(LFT)が民間の短期金融資産として重要な役割を担っている
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表8 政府証券オーバー・ナイト実質金利(％）

名目利子率 実質利子率

７
６

５
４

０
７

５
７

５
４

８
１

０
０

９
８

２
８

１
９

４
５

３
２

３
３

４
８

６
０

６
２

■
■
■
■
■
■
■
●
■
■
Ｇ
Ｇ
心
●
●
？

７
１

１
１

６
２

６
９

９
１

２
２

８
３

７
０

１
２

４
４

４
４

４
８

１
９

４
７

６
５

５
０

１
１

２
２

３
０

４

１
２

４
５

６
７

８
９

０
１

２
３

４
５

６
７

８
９

７
７

７
７

７
７

８
８

８
８

８
８

８
８

８
８

９
９

９
９

９
９

９
９

９
９

９
９

９
９

９
９

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

０
７

３
５

０
２

７
４

８
２

８
５

８
８

０
５

９
８

６
１

９
５

３
３

・
３

７
０

３
７

０
４

。
。

。
。

。
。

。
・
９

・
・

。
。

・
・

・

２
５

３
２

３
９

０
３

６
５

５
３

２
２

４

訓
一

一
刮
毛

一
１

－
１

３

出処：中央銀行、RELATORIO 1989、表3.5

点である。民間は、オープン・マーケットでLFTを売り買いして、日々の利

鞘を稼いでいるが、インフレ高進のなか、このような取り引きは極めて投機性

が強く、しかも収益性が極めて高いので、民間企業のみならず一般の人々も余

剰資金を投入している。したがって、本来実物投資にむけて、通常の生産活動

に向けられるべき資金が金融取り引きに回され、実物投資が著しく阻害される

ことになる。この意味で、国債の増発にともなう短期資産の拡大は、実物投資

をクラウド・アウトしているといえる。いうまでもなく、国債の市中消化のた

めにオープン・マーケットの利子率が上昇すれば、貸出し利子率などへも影響

し、本来の意味でのクラウド・アウトも重要である。

したがって、国債の累積とオープン・マーケットの肥大化は、民間金融機関

のファイナンス行動に強く影響し、実物投資が阻害されることによって、供給

面からのインフレ圧力となる可能性を否定できない。
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表9 国庫支出（％）

1985 1986 1987 1988 1989 1990*

総支出 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0

地方政府への移転

賃金支払いなど

内債・外債の返済

国債にまつわる負担

PIN/ PROTERRA

FINSOCIAL

信用予算プログラム

投資などその他支出

補正勘定(－）

２
８

８
４

６
８

’
８

４
８

０
７

２
２

３
７

３
１

２
１

３

８
９

１
１

５
８

’
６

８
４

３
９

４
２

５
５

５
２

３
２

０
２

３
８

８
２

｜
妬

〃
７

８
０

１
１

４
．
３

１
２

１
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７
２

５
５

５
９

５
３

３
■
■
■
■
④
●
●
■
由

０
２

７
２

０
０

９
２

８
１

２
１

２
２

９
５

６
８

５
８

１
４

６
●
■
■
■
■
■
●
●
■

９
３

１
３

０
２

２
２

６
２

３
１

２

６
１

４
７

９

３
９

２
９

６
２

３

３
Ｊ

’
７

１１

注 ：＊は1月－9月の数字(FGV, CONJUNTURA ECONOMICA, 1990, 11)。

出処：中央銀行、RELATORIO 1989、表4.5より作成。

第三は、金融政策への影響である。財政赤字のファイナンスのための国債管

理が最もプライオリティ－の高い政策目標となれば、国債の発行と償還をス

ムーズに行なうために、常に利子率操作にプライオリティ－をおいた金融政策

を実施しなければならないであろう。金融政策には、利子率をベースとするも

のと、貨幣供給にベースをおくものとに大別されるとすると、このことは、目

標とする利子率を維持するために独立した貨幣供給政策が実施できないことを

意味する。オープン・マーケットでのオペレーションは､貨幣供給のコントロー

ルのためというより、マチュリティーが極めて短期となった国債をどうにか市

中消化させるためのオペレーション、もしくは市中での国債需給をクリアーす

るためのオペレーションといった意味合いが強く、このようなオペレーション

によって貨幣供給が自動的に決定されるという性格にある。

しかも、現実には、インフレが高騰すると民間のポートフォリオはインフレ

予想の変化などに大きく影響きれ、国債の需要も激しく変化するので、オープ

ン・マーケットでの金利はボラタイルに変動する傾向をもっている。したがっ
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て、急激な金利の変動に対処するためのオープンマーケットでのオペレーショ

ンは大きな影響を受けることになり、金融政策は極めて脆弱化していると考え

なければならない。いうまでもなく、このような貨幣供給政策の独立性の欠如

と脆弱化は、適切なインフレ抑制政策の実施が著しく妨げられることを意味し

ている。

第四は、あまりに国債が累積すると、それ自体に対するクレデイビリティー

が失われ、民間がそのポートフォリオにおいて国債の保有を拒否する可能性で

ある。このような事態に至れば、もはや政府は財政赤字のファイナンスのため

の非インフレ的な手段をもたないことを意味し､最後の手段であるインフレ税、

すなわち貨幣の発行のみによって財政赤字をファイナンスすることを余儀無く

され、いずれハイパー・インフレが出現する。この意味で、ブラジルの国債が

無限に累積していくことは許されない。

ところで、一国の債務は以下のメカニズムに従って累積する。国債の残高が

大きいか小さいかを判断するには、絶対額ではなく、国内経済規模との比較で

なければならない｡以下では国債残高のGDP比の変化について議論する｡いま、

Bを国債、Dをプライマリーな意味での財政赤字、Yを実質国内総生産、γを

実質利子率、・を時間に関する増分とする。ある期における国債の償還を控除

した純増分は、利払い負担額と財政赤字を国債の発行でファイナンスする額に

等しいので、

B =fB+D

となる。国債残高のGDP比(B/Y )の変化を、増加率（～）で表現すると、

/BI B Y
I二1－ 二 － ．

IYノー B Y

となる。いま、GDP (Y)の増加率を泥とすると、以上の2式より、

{fl-,+:-"

を得る。したがって、国債残高のGDP比は、実質利子率と財政赤字／国債残
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高比率の合計が実質成長率より大きければ、限り無く上昇し続ける。今日のブ

ラジルにおける国債の一方的な累積プロセスは､高利子率(もしくはオープン・

マーケットにおける利払い負担）と1980年代における低成長率で説明可能であ

る。また、プライマリーな意味での財政バランスは、黒字であればDがマイ

ナスとなるので、国債の累積を弱める方向に働くが、表2でみたように、と等う

にかバランスしているに過ぎず、たとえ黒字であったとしても、国債の累積を

逆転させるには極めて不十分である。

最後に、既に述べた、政府債務のもう一つの重要な要素である対外債務と国

内債務との関係に触れておこう。ブラジルの対外債務の約8割りは政府もしく

は政府系企業の債務であるが、政府は利払いのために民間よりドルを購入しな

ければならない。民間部門で貿易黒字を作りだし、ドルを供給させるためには

為替レートの切り下げが必要である。しかし、この為替レートの切り下げは、

政府部門のドル建債務が現地通貨で計れば増額することを意味し、この増額分

は財政赤字の増加となる。このような財政赤字の増加は、いうまでもなく、政

府国債の発行によってファイナンスされてきた。したがって、ブラジルでは、

かかる問題はしばしば「外債から内債へのトランスファー問題」と呼ばれてい

る。しかし、このような外債から内債への債務の転換は、単に内債の累積と、

これに基づくインフレの加速のみならず、海外の実質利子率よりも国内の実質

利子率がはるかに高いことを考慮すれば、より返済コストの高い債務への転換

であり、これが財政問題を一層深刻化させていることに注意しなければならな

い○

以上見てきたように、1980年代のブラジルにおいては、財政赤字のファイナ

ンスは、貨幣の発行と同時に内債、外債にも大きく依存してきたが、今日では

それらが過大に累積したため、その利払い負担によってオペレイショナルな意

味での財政赤字が拡大し、逆に重要なインフレ要因となっているといえる。第

2節の議論でも明らかなように、これらのインフレ要因が強く作用すればする

ほど、たとえ財政改革、行政改革を推し進め、プライマリー・バランスに大き
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な黒字を作り出したとしても、インフレ抑制への効果は小さくなることに注意

が必要である。この意味で、今日のブラジルのインフレは、対外債務や国債の

累積の問題を抜きにしては議論できず、財政改革に基づく財政赤字の解消（フ

ローの問題）のみならず、対外債務問題や内債問題（ストックの問題）の根本

的な解決を必要としている。これらの課題が達成されない限り、インフレが抑

制されることは極めて困難であるといえる。

4 コロル政権下の財政政策

1990年3月に発足したコロル新政権は、貧困などの社会的問題に加えて、超

インフレ、実質的に利払いを停止している対外債務、巨額の財政赤字、もはや

限界に達しつつある内債などの深刻なマクロ経済問題をかかえてスタートし

た。このような状況下で就任と同時に実施された新経済政策（コロル計画）は、

事前に予想されていたものよりはるかに広範囲であり、かつ、これまでにラテ

ン・アメリカで実施された経済安定化政策のなかで最も大規模なものである。

1990年末の現時点でのコロル計画においては、財政改革はどのように進展して

いるのであろうか。

コロル計画の概要

コロル計画は二つの要素をもっている。第一段階ではヘテロドックス・タイ

プの要素をも含んだ安定化政策が実施され、短期的にインフレを抑制し、経済

の安定化と正常化をはかり、経済政策の機能を回復させることを目的としてい

る。中長期に対応する第二段階は、オーソドックス・タイプの経済政策の要素

が強く、各種の自由化と規制緩和に基づく、民間主導型の市場原理にのっとっ

た経済再建を目的としている。このうち、経済安定化に関しては、所得政策と

ともに、通貨改革、財政改革が実施され、経済再建に関しては産業政策が基本

的なフレームとなっている。
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いうまでもなく、財政問題は以上の両面にかかわっており、具体的な財政改

革としては以下の諸政策が実施または計画されている。

(1)税制改革

所得税：輸出、農業所得に対する優遇課税の廃止

工業製品税: BTNFに基づくインフレ調整と税率引き上げ

金融取引税：課税強化。8-35％の課税

巨額財産税: 1,000,000BNTを超える財産に対する課税の導入

税制インセンティブ：マナウス自由貿易地区を除き、全てのインセン

テイブの停止

(2)行政改革

政府所有の不動産売却：公務員用住宅の売却

省庁の統廃合：23省から12省へ

公務員の整理：約36万人

支出削減：2重役職の禁止、役職手当の制限、公用車利用制限

政府機関の整理：砂糖アルコール院、コーヒー院など

(3)民営化

金融機関に購入義務をもたせた民営化証券を新設し、民営化の資金にあ

てる。ツバロン製鉄所、ウジミナス製鉄所など11企業の民営化リスト

以上、財政改革は多岐にわたっており、いずれも財政再建にとっては重要な課

題である。

しかし、前説で議論した国債との関連で最も興味深い政策は、むしろ金融改

革として考慮すべき、徹底した流動性管理の目的で実施されたいわゆる預金封

鎖である。コロル計画ではクルザード・ノーボからクルゼイロへと通貨の変更

がなされたが､預金封鎖ではこの旧通貨での当座預金､大衆預金(ポウパンサ)、

定期性預金と同時に民間保有の国債が18カ月の期限をもって中央銀行に凍結さ

れた。この国債は、現実には「オーバー．ナイト」でしか保有されず、いわば

準通貨と呼べる性格のものであり、その流動性は著しく高い。このため、ブラ
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ジルにおける市中の流動性とは、以上の現金通貨と当座預金に国債を含めた総

計であるM2が重要であり、国債をも対象とした資産凍結によってこれまで市

中で流通していた広義の流動性は、1,200億ドル相当(GDP比約30%)から

315億程度(GDP比約9%)まで収縮したとされている。

このような強制的な流動性の縮小はインフレ抑制の最も直接的な手段であ

り、価格凍結を補完する政策として効果的である。これまでクルザード計画な

どにおいては流動性の厳格な管理が行なわれず、需要面からの価格調整圧力に

よって価格凍結が行き詰まり計画を破綻させたが、この点で今回の流動性管理

は注目すべき相違点となっている。

さらに注意すべき重要な点として、国債の80％近くが中央銀行に凍結された

ことは、いわば期限付の内債のモラリアムを意味し、単に流動性のコントロー

ルだけではなく、少なくとも18カ月間は内債負担から政府は解放されることを

意味する。既にみたように、国債の利払いやオープン・マーケットのオペレー

ションにともなうコストなと今の内債負担が著しく財政を圧迫していたが、この

ことは、少なくとも安定化政策の第一段階において目標とされたGDP比2%

というオペレーショナルな財政黒字を実現するための、基本的な要件となって

いる。

また、内債負担の一時的だがしかし大幅な軽減は、これまでオープン・マー

ケットでの国債のクリアリングのために損なわれていた金融政策の独立性を回

復し、安定化政策の基本的条件の一つを整えるという意味でも重要である。

1989年は極めて高いインフレとなったが、一つの理由は巨額に膨れ上がった国

債のオープン・マーケット・オペレーションのために、貨幣供給のコントロー

ルが事実上不可能であったことに起因している。同時に、1989年に危'|具されて

いた、インフレの高進と国債へのクレディビリティーの喪失がもたらす、国債

から他資産への急激なシフトの可能性がなくなり、いわゆる国債の放棄による

ハイパー・インフレの出現に対して事前に手を打ったといえる。さらに、預金

封鎖は銀行やその他の金融機関、もしくは種々の金融資産を持つ豊かな人々に
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表101990年の国庫収支(10E CR$)
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３
４

５
６

７
８

９
ｍ

Ⅱ
蛇

０
８

９
６

７
８

６
５

８
２

６
■
も
。
や
●
●
■
■
巳
■
ａ

４
１

２
６

８
０

３
３

７
４

１
９

１
２

３
３

１
２

２
２

｜
’

－
１

１

２
２

１
１

１
１く

ｊ
ｌ
ｊ

Ｏ
３

０

注 ：（）内は民営化証券発行額

出処: GAZETTA MERCANTIL各号

対してインフレ抑制のコストを負わせ、貧しい人々には直接的に影響しないと

いう点でも、ある種の政治的合理性を持っており、一般大衆から支持されやす

い政策であるという点も重要である。

財政バランス

コロル政権下の財政改革は、現時点までにどのように進展したであろうか。

財政バランスについては、少なくとも1990年の国庫収支はバランスすると予想

されている。しかし、表10にみるように、1990年全体としては黒字がみこまれ

るが、年末に近づくにつれてその幅は急速に低下している。しかも、この数字

は名目値であるので、実質でみた黒字幅はさらに低下しているであろう。

1990年全体として国庫収支が黒字となる見込みとなった理由は以下の通りで

ある。

①国債の約8割が中央銀行に凍結きれたため、国債のオープン・マーケット

における金利支払などの債務負担が急激に低下したこと。このことは、表9の

国債負担の低下に象徴きれている。
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②税収の実質的増加。この増加のうち、コロル計画直後に実施された、金融

資産残高に対する一回限りの金融取引税による収入が大きな割合を占めてい

る。ただし、その他の租税に関しては、BTNに完全にインデックスされてい

るため、インフレによる目減りは少ないと考えられる。

③民営化証券の金融機関への強制割当。7月、8月、9月にそれぞれ120億、

123億、110億クルゼイロの民営化証券が金融機関に割当てられた。しかし、10

月にはオークションで提示できる収益率が7％台にまで低下したため、金融機

関からの強い抵抗にあい、現在ではストップしている。

しかし、国庫収支の改善幅は、1990年の後半になり急激に低下した。その理

由は以下の通りである。

①国庫収支を改善させた理由の中には､コロル計画の特別な措置にリンクし、

金融取引への特別課税、民営化証券などその効果が一度きりのものによるとこ

ろが多い。

②公務員の給与は厳しいディスインデクセーション政策が維持されているた

め、賃金支払負担を減少させる方向に機能している可能性を否定できない。し

かし、公務員解雇は予定どおりに進展せず、約10万人の公務員が解雇されたに

過ぎないとされている。しかも、法律上の問題があり、待命者に対しては給与

を支払続けなければならないといわれている。

③その他の理由：遅れていた補正予算の承認のために抑えられていた諸支出

や、農業融資が年後半になって実施されたこと。また、不況とともに税収が減

少したことも考慮されなければならない。

ここで注意しなければならないことは、1990年の国庫バランスは不十分なが

らもどうにか黒字を実現できそうであるが、公的部門全体としてオペレーショ

ナルなバランスの黒字を実現できるかどうか現時点では不明であることであ

る。

(1)地方政府の深刻な財政悪化

連邦政府が不十分ながら支出抑制に努めているのに対し、地方政府は行政改
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革の対象とはなっておらず、依然として極めてルーズな財政運営がなされてい

る。そもそも、1990年度は、新憲法の規定により連邦税収入の約43% (従来は

30％）が地方政府に移転きれることになり、地方政府の財政状況は好転してい

るはずであった。移転支出について1月～10月の実績をみると、1989年の3億

3,200万クルゼイロ(1990年10月価格で評価した値）から6億7,000万クルゼイ

ロに増大し、実質増加率は102 %となっている。また、州政府においては、州

税ICMS (財サービス流通税）税率引き上げや適応範囲の拡大によってもかな

りの税収の拡大があったはずであるが、公務員の給与引き上げや、これまでの

最高の規模で選挙対策に浪費されたことなどから、極めて深刻な事態となって

いる。

例えばサン・パウロ州では、統一選挙終了後に10Oあまりの公共工事の中止

や、州公務員に対する第13月給与（ボーナス）の支払延期が発表されている。

また、各州の連邦政府への債務支払も困難となっており、1989年は残高の8%

を支払ったが、1990年は全額ロール・オーバーしている。民間部門（工事請負

業者など）に対しても債務（未払い金）は巨額で、総額で、140億ドルに達す

るとされている。

1982年以降、4年ごとの州知事、州議会などの選挙で、州立銀行の経営が悪

化している。州政府陣営の選挙費用のために、州債の引き受けや直接貸付が巨

額となるため、経営状態が悪化するのである。中央銀行の指導のもとで再建が

試みられるが、十分に再建を完了しないうちに再び次の選挙を迎えるといった

ことを繰り返している｡1990年度においては､州立銀行のなかには総貸出の98％

が対州政府となったという異常なケースが出現したり、極端に業績が悪化した

パライーバ、ピアウイ、リオ・グランデ・ノルチ、ゴヤスなどの8つの州立金

融機関が中央銀行から強制清算処分の介入を受けている。これ以外にも多くの

州立銀行に対し、政府から資金的な救済がなされたと予測されている。

(2)政府系企業の悪化

現時点では政府系企業の1990年の経営状況や財政バランスを把握するのは困
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難であるが、コロル計画の実施とともにインフレ抑制のために、公共料金の調

整が抑制されてきたため、政府系企業にかなりの赤字が発生することは確実と

みられている｡10月にはペトロブラス総裁が辞任することになったが、石油代

金の値上げをめぐって政府と対立したことが理由となっている。

いずれにせよ、中央政府、国庫のバランスが期待されても、地方政府、政府

系企業を含めた公的部門全体としてのバランスは、これらの財政状況の悪化に

より、計画当初よりかなり下方修正を余儀な‘くぎれるであろう。

さらに、1991年からの財政は確実に悪化すると予想されている。コロル計画

実施と同時に凍結された金融資産は1990年の財政上の負担にはならないが、こ

れらの資産は1991年9月より12回の分割払いが予定されている。しかも、凍結

中に年6％の実質利子がつけられるので、一層の負担となる｡ 1990年10月現在

の残高は570億ドル相当にまで達しているとされている。ただし、1991年9月

の支払時期となれば再び凍結か、他債券への切り替えがなされるという意見も

多い。

民営化の問題

現在、ブラジルにおいては、政府系企業は石油、鉄鋼、電力、通信、銀行な

どの産業部門で中心的な役割を担っている。しかし、以下の理由で多くの問題

を抱えている。

①非常に官僚的な組識を有し、環境変化に対し柔軟性に欠けるため、技術変

化、組識の再編成、新分野への進出などの対応が困難である。

②専門職労働者の不足となっている反面、一般労働者の過剰雇用となってお

り、しかも、賃金、給与外の所得に対する増加が要求され、生産性は低い。

③政府が短期間なインフレ抑制のために、公共料金の改訂をインフレ率に遅

らせる傾向がある。

④政府系企業が国際収支問題の解決のために対外借り入れの窓口として利用

される傾向にあり、多額の対外債務を抱えることが多い。
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ブラジルの政府系企業は事実上破産状態にあり、政府からの資金的支援や、

インフレを加速きせない程度の公共料金の引き上げ、もしくは様々な形での債

務の軽減などによって解決できる問題ではなく、なんらかの形での民営化が必

須だと考えられている。

しかし、民営化に対しては、政府系企業の官僚、その労働者、または売り手

ないしは買い手として政府系企業から利益を得ていた民間部門などの、政府系

企業をめぐる既得権益の保有者からの強い抵抗が避けられない。この意味で、

民営化とは財政問題として最も重要な課題であると同時に、最も困難な問題で

あるともいえる。

現在の民営化プログラムによれば、ペトロブラス、ブラジル銀行、テレブラ

スなどの戦略的企業の36企業は対象外となっているが、その他の政府系企業は

全てが対象となっている。1990年8月16日に発表された民営化プログラムの細

則には、民営化第一弾のリストとして14企業の名前があげられている。ツバロ

ン製鉄所、ウジミナス製鉄所、COPESUL (石油化学)、USIMEC (機械）など

の企業である。民営化に対しては外国資本は、株式の40％まで得取可能という

形で参加を認められている。

コロル計画における民営化の一つの特徴は、民営化証券の導入である。民営

化証券とは、民営化される政府系企業の株式取得のみにその使途を限定された

政府証券であり、公的ならびに民間の金融機関に割り当てられるものである。

1 990年には7月から9月にかけて3回の割当が実施され、合計で350億クルゼ

イロが調整された。おりしも、流動性が過剰となった時期でもあり、財政赤字

の補填となっただけでなく、流動性の吸収の役割も果たすことになった。

しかし、民営化証券に対していくつかの問題点が指摘されている。

①現在の民営化プログラムによれば、民営化証券の70%以上を公的金融機関

が引き受けることになり、真の意味での民営化ではなく、公的部門間の株式の

移動に留まる可能性が大きい（表11)。

②強制割当に対する金融機関からの抵抗が強い。6月にはFIDUCIAグルー
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表11 民営化証券割当計画

（単位10億ドル）

合 計 8.0 100%

公的部門

金融機関

ブラジル銀行

開発銀行

貯蓄金庫

その他連邦銀行

州立銀行

福祉団体

民間部門

金融機関

福祉団体

保険会社

％
％
％
％

％
％
％

％
％

％
％
％

２
９

２
７

４
１

５
３

８
７

４
７

７
２

１
４

２
１

８
４

９
６

３
１

５
４

２
４

３
６

■
■
■
Ｕ
巳
●
●
●
■
●
●
６

５
２

０
０

０
０

０
３

２
１

０
０

出処: FOLHA DE SAO PAULO,1990, 6 , 3

プが違憲の申請を行ったのを受けて､リオの地裁が違憲の仮判決を出している。

また､民営化プログラムに規定された民営化証券の収益性が極めて低いために、

経済的理由からも金融機関は引き受けに難色を示している。したがって、当初

の予定では5回にわたり計1,250億クルゼイロ相当の民営化証券を発行する予

定であったが、これまでに3回しか実施できず、発行金額も目標からほど遠い

ものとなった。

したがって、民営化はまだまだ端緒についたばかりであり、しかも法的側面

や企業の評価方法など、具体的なつめが未消化な部分が多く、前途多難と言わ

なければならない｡ 1990年の12月になり、ようやくウジミナス及びツバロン製

鉄所の企業評価が開始され、売却の入札が開始されるのは1991年第二4半期と

なると伝えられているが、これも不確実な要素が大きい。
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5 結

五
口

一
三
口

以上みてきたように、1980年代のブラジルのインフレ高進は、財政赤字の存

在と、内債、外債の政府債務の累積が一つの基本的要因である。しかし、この

ような財政的問題の改革を掲げて1 990年からスタートしたコロル計画は、現在

暗礁に乗り上げているといえる。実質的にはなんら財政改革は進展していない

からである。財政改革が進展しなければ、いずれコロル政権の安定化政策は挫

折する。財政の健全化には行政改革による財政再建と民営化などによる政府系

企業の効率化、さらには市場自由化、規制緩和を目指した産業政策など、極め

て長い時間と多大の努力を必要とする。また、社会的にも大きな犠牲を伴う課

題を克服しなければならない。現在、コロル政権下では、これらの課題に取組

みながらも、財政再建に実質的な成果をみないまま、経済安定化のために金融

政策のみに基づいたインフレ抑制政策を実施している。

しかし、財政均衡化が実現しない段階で、金融政策のみに基づいた安定化政

策を実施していくことは、多くの問題がある。確かに国債の返済負担はコロル

計画における預金封鎖によって一時的に軽減し、少なくとも1990年に関しては

オペレーショナルな財政赤字は著しく低下し、金融政策などのマクロ政策の有

効な運営を可能としている。しかし、上記の意味での根本的な財政改革は、依

然として殆んと今実現していないといってよい。国庫支出における国債の返済負

担以外の項目がルーズなままに､金融政策のみでインフレを抑制するためには、

非常に厳しい貨幣供給の縮小と大幅な利子率の引き上げを実施しなければなら

ない。

このため、インフレが低下し始めるまで、厳しい景気後退が続くことになる。

しかし、イナーシャル・インフレのもとでは、インフレ率の調整が完了するま

でには、極めて長い期間を必要とする。リセッションや失業が長期間引き続け

ば、国民からの安定化政策に対する支持は失われていく。問題は、この安定化

政策に対する国民の支持が持続している間に、財政改革が実現し、また自由化
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政策によって経済に市場メカニズムが機能するに至るか否かである。これが実

現すれば、極端に厳しい金融政策を実施しなくとも、経済安定化は維持される

であろう。しかし、安定化政策に対する国民の支持が消え失せるまでに財政改

革が実現しなければ、政府は政治的支持と社会的安定の維持のために、経済抑

制政策から拡張政策への転策を余儀無くされ、安定化政策は崩壊する。これま

で、ブラジルを含め多くのラテン・アメリカ諸国が経験してきた「ストップ・

アンド・ゴー」政策に他ならない。

残された可能性の一つは、財政改革に時間的余裕を与え、その間マクロ経済

の安定化を維持するために、何等かの形で財政赤字をファイナンスすることで

ある。既に見たように、財政のファイナンスには基本的には3つの方法がある。

貨幣の発行、国債の発行、対外資金の流入である。しかし、現在、いかなる困

難を排しても実現しなければならない安定化政策を考慮すれば、残きれた可能

性として検討すべきは対外資金である。特に、財政改革に対し、構造調整、新

産業政策とからめた資金的支援は検討の余地があると考えられるであろう。ブ

ラジルの金融政策の問題点や海外からの金融支援の問題については、稿を改め

て議論したい。
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第10章 1980年代のオーストラリア経済の

主要問題

経常収支の持続的大幅赤字問題一

1 はじめに

1 980年代はオーストラリアにとって明るい見通しで始まった。失業率は5～

6％の水準で安定し、インフレ率も1ケタ台に低下していた。なによりも資源

開発ブームの到来が予感され、「ラッキー・カントリー」神話は生きているよ

うにみえた。しかし現実はその予感を裏切るものであった。1982年に始まった

不況は戦後で最も厳しいものであった。その後景気は回復したけれども、経常

収支の赤字およびそれを基本的原因とする対外債務の累積が大きな困難をオー

ストラリア経済に課した。この問題の解決なしには、長期的な経済発展と生活

水準の向上はきわめて困難であるとみなされている。ここでは、まず1980年代

のオーストラリア経済の動向を経済政策との関連で検討し、経常収支問題（お

よび累積対外債務問題）がなぜ80年代の最重要な経済問題となったのかを明ら

かにする。そして経常収支の持続的大幅赤字をもたらした諸要因について検討

を加えたい。

21980年代のオーストラリア経済の動向

80年代のオーストラリア経済の動向をこの期間に展開された経済政策との関

連で踏づけ、オーストラリア経済が当面している経済問題がどのようなもので

あるかをまずこの節で検討する。
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1 980年代を経済政策の展開からみると3期間に分けることが適切である。

(1)1980年1月～1983年3月

80年代のオーストラリア経済は明るい見通しの下で始まった。70年代の大半

をインフレの昂進と失業率の上昇に悩まざれてきたオーストラリア経済は、70

年代末にはインフレ率7％台、失業率6％前後の水準に落ち着いた。70年代な

かばからのスタグフレーションを、貨幣供給量重視の金融政策と部分的賃金イ

ンデクテーション政策によるインフレーション・ファースト戦略によって解決

をはかり、一定の成果をあげることができた。加えて1979年の第2次石油

ショックに誘発された資源開発ブームが予感され、オーストラリア経済は楽観

的な空気につつまれていた。

労働者側はこのような楽観的な見通しのもとに大幅な賃金引上げを図り、企

業側も同じ見通しに基づいてその要求を安易に受入れた。政府は賃金決定を伝

統的な調停・仲裁委員会による裁定にまかせるよりも市場での決定、すなわち

労働者側と経営者側との直接交渉による決定が望ましいと考えていたために、

賃金上昇は80/81,81/82,82/83年の3年間、年10%を超えてしまった（第1

表参照)。

このような急激な賃金上昇による利潤分配率の低下に加えて、第2次オイル

ショック後の世界不況のオーストラリアへの伝播、大干ばつによる農業の不振

などによってオーストラリアは戦後最悪の不況に突入した。82/83年の実質成

長率はマイナス1.4%となり、失業率は9%台、インフレ率も10%を超えた。

保守政府が採用したインフレーション・ファースト戦略は、政策の中心に金

融政策をすえ、1年間の貨幣供給量(M3)の成長率目標ゾーンをあらかじめ

公表することで人びとの期待形成に基礎を与えるとともに、貨幣量と物価水準

ないし名目所得との安定的関係を想定して、貨幣量を目標ゾーンの中に収める

ことによってインフレの抑制をめざすものであった。インフレの抑制は長期的

には失業の増大よりもむしろ減少をもたらすものと期待された。
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しかし、現実はこのような期待を裏切り、再びインフレと失業の克服が最も

緊急の政策課題となった。民間経済の安定性を前提とし、財政政策よりも金融

政策を重視し、貨幣的安定性の維持は経済の長期的繁栄のための基本条件であ

り、インフレーションを失業よりも最優先の経済政策の課題と考える政府当局

の政策は大きな反省を迫まられることになった。

第1表 オーストラリアの主要経済指標
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(2)1983年4月～1985年6月

1 983年3月の選挙で政権を握った労働党政府は深刻なスタグフレーションか

らの脱出を目指して新しい戦略を立てた。新政府は1983年5月、政府、財界、

労働組合の代表者から構成される全国経済サミットを開催し、オーストラリア

経済の当面する問題とその解決策を協議した。その結果、（ｲ)経済危機に関す

る基本的事実一社会的許容を超える失業とインフレの共存、利潤分配率の低

下、（ﾛ)経済危機をもたらした原因一実質賃金率の急激な上昇、高利子率、

海外不況および干ばつの発生､レウ政策についての一般合意三インフレーショ

ン・ファースト戦略の放棄とインフレと失業問題の同時的解決策としてのポリ

シー・ミックスの必要性について一般的な合意がなされた。

政府は以上のような合意に基づいて新しい経済政策の展開を行った。政府

は、労働党とACTUとの「価格・所得アコード(Prices and lncomes Accord)」

に基づいて、賃金の上昇を抑えこむ所得政策を採用した。政府は賃金の中央決

定方式を再導入し、賃金の上昇率を消費者物価の上昇率に対応させる賃金イン

デクテーション方式を採用した。これによって賃金の上昇率は物価の上昇率に

合わせられることとなった。

政府はさらに、反インフレの範囲内においてではあるが、雇用の増大を目指

して経済の刺激を行うために財政政策を積極的に利用することにした。

1 983/84年の財政規模は567億ドルで、対前年度比15.8%の伸びを示し、その結

果、財政赤字を前年度の赤字額の2倍以上の約84億ドル（対GDP比率の2.8%

から4．7％への増加）が見込まれた。周知のように、財政赤字には構造的赤字

と循環的赤字がある。前者は経済に対する財政の効果を示し、後者は経済の財

政に対する効果を示すが、政府の財政政策のスタンスは前者によって示されて

いる｡ 83/84年の予算案に組み込まれた構造的赤字は経済全体の赤字に比べて

みても、また対GDP比率のうえでも増大しており、この意味で83/84年の予算

案はきわめて拡大的であった。

他方、金融政策は前政府の下で与えられた経済政策の中心としての役割より
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も、その他の政策、とくに所得政策の補助的政策としての役割を与えられた。

すなわち、失業問題に対しては積極的財政政策が、インフレ問題については所

得政策が割り当てられ、金融政策は、積極的な財政政策が所得政策によってコ

ントロールされるべきインフレに対して悪影響を与えないように運営されるべ

きとされた。もっとも、財政政策や所得政策は短期的には伸縮性が乏しいため

に、現実の政策運営にとっては金融政策は機動的な運営が可能であるために、

依然として重要であった。すなわち新政権は当初は、金融政策の運営は従来の

方式を継続して、貨幣供給量成長率目標ゾーン(9 -11%)を設定し、これを

達成するように運営するものと決定したが、金融の自由化の進展によって、

1985年1月このような運営方式の放棄を余儀なくされ、いわゆるチェック・リ

スト方式を採用した。これによって中央銀行は自由裁量的かつ現実的な金融政

策の運営が可能となり、後にみるように、バランシング・ポリシーとしての重

要な役割を果すようになる。

このような労働党政府の経済政策に加えて、世界経済の回復、天候の良化に

よる農業生産の回復と上昇によって、オーストラリア経済は予想以上の力強い

回復を示した｡ GDPデフレーターでみたインフレ率は83/84年7.0%、84/85年

5.6％と低下し、失業率も85年6月末には8.6％に低下した。GDP実質成長率

も83/84年5.3％、84/85年5.3％となり、OECDの他のほとんどの国よりも高い

伸びを示した。

1983年後半から1985年にかけての経済活動水準の上昇は、しかし、次なる困

難を生み出しつつあった。輸出は伸びていたが、国内活動水準の上昇によって

輸入が急増し、経常収支が悪化した。84年第3四半期にはその赤字額は対

GDP比率で5%に達し、それ以後も5%を超えた。為替レートは交易条件の

低下と経常収支の大幅な赤字化を受けて1985年1月から急速に減価した。この

ような為替レートの減価にもかかわらず、経常収支の赤字は拡大し、この結果

対外債務が急増した。これらの動きはたんに短期的かつ循環的な問題というよ

りも、構造的なものであることが明らかになってきた。経済戦略の再検討が迫
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られていた。

(3)1985年7月～1989年12月

経常収支赤字問題がおよびそれから生ずる対外債務累積問題の解決が最も緊

急な政策課題となった。経済収支の赤字解消のための伝統的な方法は金融、財

政政策による総需要の抑制である。たしかに厳しい引締め政策は経済の貯蓄・

投資バランスを変えることを通じて経常収支の改善に役立つ。しかし、政府は

このような政策だけで十分であるとは考えなかった。たとえもしそれが成功し

たとしても、再び需要が回復し、強まれば、経常収支は再び悪化し、これまで

と同じことになってしまう恐れがあったからである。むしろ重要なことはたん

なる総需要全般の抑制ではなくて、輸出産業あるいは輸入代替産業への投資を

増加させることを通じて国際競争力を強化する形での総需要の抑制でなければ

ならなかったことである。様々な経済政策はこのことを可能ならしめるように
（1）

組み合わされる必要があると考えられた。

経常収支の改善のために、財政政策は緊縮的政策へと大きく転換した。

1985/86年の財政支出の成長率は前年度の6.0%から2．5%に抑制された。つづ

いて86/87年にはその成長率は0％にされた。このような財政引締めの結果、

対GDP比率でみた財政規模や財政赤字は急速な低下を示し、80年代末には財

政は黒字に転換した（第1表参照)。総需要抑制のための財政政策は一定の役

割を果したと評価されねばならない。

労働党政府にとっての有力な政策手段である所得政府も経常収支改善のた

め、すなわち国際競争力強化のために一定の変更を余儀なくされた。1983年に

採用された貨幣インデクテーションは6カ月各にCPIの上昇分の100 %を賃金

に上乗せするものであったが、1985年9月のアコードによって、1 985年の7月

～12月に至るCPI上昇率を2%ディスカウントして賃金引上げを行うことに

した。これは為替レートの低下を国内インフレに結びつけさせず、かつそれが

生み出した国際競争力の上昇を長く維持すべき賃金コストの上昇を抑えるため
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のものであった。

しかし、完全なあるいは部分的な賃金インデクテーション政策は1つの大き

な欠陥を持っていた。それは、それがすべての労働者に適用されて、企業間あ

るいは産業間の生産性の相違を反映していない点である。生産の効率性を上昇

させ、海外との競争力を強化するためには、高い生産性の上昇を示した産業な

いし企業で働く労働者にはより高い賃金を支払うことを認めることが必要であ

ると考えられた。1987年3月調停・仲裁委員会はこのような見解を受け入れて

二層式賃金制度(two-tier wage system)の導入を認めた。この制度の下では

賃金の引上げは2段階で行われる。第1層はすべての労働者に適用される部分

で、第2層は労働生産性の上昇を反映する賃金上昇分である。第2層部分は、

労資間で合意されたその賃金上昇が客観性を有し、かつ一定の範囲内（4％以

内）であればその部分の上昇が認められることになった。このように所得政策

は為替レートの低下から生ずる国際競争力の上昇を賃金上昇の抑制を通して維

持することおよびより効率的な産業構造への転換を図ることにあてられた。

金融政策は財政政策そして後にみるミクロ産業政策などに比較してそのポリ

シー・ミックスにおける役割は微妙なものであった。経常収支の均衡の回復と

国際競争力の上昇という政策目標の達成のためには一方では総需要の抑制と、

他方では輸出産業および輸入代替産業への投資が必要とされた。しかし金融政

策の効果は本来、選択的効果というよりも一般的効果であり、金融の自由化の

下では特にそうである。総需要を抑えるための金融引締め政策は国際競争力の

強化に貢献する投資を同時に抑えることになる。もし財政政策や所得政策に

よって総需要の抑制やインフレの抑制が十分なされる場合には、金融緩和政策

を遂行し、利子率を低下させ、投資を促進することが可能になる。他方、もし

これらの政策がうまく作動しない場合には、総需要の抑制の責任の大半を金融

政策が引受けざるを得なくなり、厳しい金融引締め政策が実施されることにな

る｡すでに指摘したように､80年代後半の金融政策が｢バランシング・ポリシー」
（2）

と呼ばれたのはこのような事情を示すものである。
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経常収支赤字問題は、財政、金融、所得政策などのマクロ経済政策の他に経

済構造に直接関連を有するミクロ産業政策の必要性をクローズアップさせた。

伝統的な高関税と重規制によって生み出された不効率と非伸縮性は長期的に国

際競争力を低下させ、その結果実質生活水準の低下と持続的経常収支の大幅赤

字を生み出したきたという認識の下に、政府は経済の各分野での改革に着手し

ようとした。税制改革、金融の自由化、そして労働市場、教育及び職業訓練、

運輸・通信体制､自動車産業などへの規制の見直しが行なわれることになった。

以上みてきたように、1980年代後半の経常収支赤字対策を中心とする経済政

策の基本戦略は、総需要抑制策としての財政引締め政策、国際競争力増強を強

く意識した所得政策とミクロ産業政策、およびその間にあって総需要の状況と

投資および為替の動きに弾力的に対応する金融政策を組み合せることにあっ

た。

このような政策的背景の下で、1980年代後半、オーストラリア経済は次のよ

うな経過をたどった。1985/86年には、オーストラリアの主要輸出品の価格の

急速な低下は､交易条件の予期以上に低下をもたらした｡すでに高い水準にあっ

た経常収支赤字は対GDP比率で6%を超え、純対外債務の対GDP比率は30%

を超えた。またインフレ率も再び上昇しはじめた。交易条件の低下は1986年を

通じて続いたが、1987年にはいってようやく反転した。財政、金融、所得政策

による引締め的政策の結果、1986年の実質成長率は2.8%に低下し、経常収支

赤字も前年の145億ドルから136億ドルにやや減少した。

1 987/88年にはいっても財政政策は国内の貯蓄・投資ギャップを縮少するた

めに引締め政策が続けられ、その結果公共部門全体のネットの借入必要額の対

GDP比率は1983/84年の6.7%から1987/88年0.3%へ低下した。ちなみに中央

政府の財政は過去35年間ではじめて黒字（20億ドル）になった。結局公共部門

の最終需要は前年度に比較して絶対額で低下した。この結果、公共部門からの

資金需要が低下し、金利水準が低下することになった。加えて、1987年10月の

株価の暴落を受けて、金融当局は金融緩和政策を行った。
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金融緩和が進むなかで、交易条件の急速な回復と所得政策による実質賃金の

低下による企業収益の上昇によって民間需要、とくに民間設備投資と民間住宅

投資が急増し、公共部門の需要減退を相殺したばかりではなく最終的には国民

総支出を4.1%増大させた。

経常収支は1987年には119億ドル、対GDP比率で4.1%の赤字となった。こ

れは、前年度の132億ドルの赤字と比較すれば、収支改善であった。交易条件

の急速な改善（年平均で9.4％の上昇）がこれに大きく寄与したと考えられた。

加えて、為替レートの上昇もあって対外純債務の対GDP比率も安定していた。

1988/89年経済は、前年に引き続き、力強い民間部門の需要の伸びを示した。

これは収益力の向上と将来についての企業の確信の強まり、交易条件の上昇な

どを反映したものであった。たしかに財政政策は引き続き引締め政策が続けら

れたが、民間支出は、1987年の株価暴落を受けた利子率の低下の効果がこの時

期になってきき始めたこともあって、増大した。このような諸要因によって、

企業投資、住宅投資の伸張が生じ、雇用の増加と可処分所得の伸びを通して、

消費需要の増大がもたらされた。

需要の拡大に対して、国内生産は、すでに高い稼動率を達成していたために、

十分な伸縮性を示すことが出来なかった。すなわち強い需要は本来ならば輸出

に向かうべきものを吸収した上で、海外からの輸入の増加によって満たされる

ところとなった。その結果、交易条件の上昇にもかかわらず、経常収支の赤字

は1987/88年の118億ドル（対GDP比率4.0%)から174億ドル(5.3%)に拡大

してしまった。経常収支の赤字に対応して対外純債務は対GDP比率で過去最

大の32.2％に達した。経常収支赤字問題と対外債務累積問題は未解決のまま

1990年代に持ち越されることとなった。

1 980年代を通じて経常収支の赤字が拡大し、1980年代のオーストラリアの基

本的な経済問題としてその解決が迫まられていることは以上のとおりである

が、この問題について考察する前に、1980年代のオーストラリア経済の全般的

動向を前出の第1表によって概観し、その特徴を要約しておきたい。
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(1)年平均実質成長率は3.2%であり、この結果は70年代よりもやや低い。

この年を除けばその平均成長率は70年代とほぼ同じである。

(2)70年代はいわばインフレの時代であったが、80年代にはインフレはやや

鎮静化した。しかし失業率は平均して3.9％から7．6％とかなり上昇した。

(3)全般的に言えば、成長率、失業率、インフレ率などのマクロ経済指標に

ついては、1980年代のパフォーマンスは70年代のそれとほぼ同じ程度で

あった。しかし、日本、米国、西独など強い経済関係を有する諸国との比

較でいえば、そのパフォーマンス、特にインフレ率と失業率は相対的に悪

化している。

(4)80年代の経済をみるとき、他の経済指標、とくに経済構造と深い関連性

をもつ諸指標に注目する必要がある。財政規模、財政収支、経常収支、対

外債務などの諸指標である。最も注目すべきは経常収支と対外純債務、対

外利払の動きである。交易条件の大幅な悪化や国内需要の拡大は経常収支

の赤字の巨額化およびその恒常化を生み、その結果対外債務と対外利払が

急増し、それがまた経常収支を圧迫した。

(5)政府財政の規模と収支の動きは特徴的であった。80年代の初めの財政規

模および赤字はそれほど目立ったものではなかったが、その後急拡大し、

80年代のなかばには対GDP比率でそれぞれ30%、4%に達した。しかし

その後の財政引締め政策の結果、赤字額が急減し、80年代末には黒字に転

化した。

(6) 80年代における特徴の1つは、賃金率、為替レート、交易条件、金利水

準などの様々な価格指標がきわめて特徴的な動きを示したことである。賃

金上昇率は70年代に比較すればかなりの低下を示した。特に80年代なかが

以後は、所得政策によって低い上昇率を示した。この結果実質賃金率は低

下した。政府は1983年12月に変動為替レート制を採用したが、1980年代な

かば以後豪ドルは急速に減価し、86年7月には貿易ウエイト指数（1970年

= 100)で50を割るに至った｡その後やや上昇し､1989年12月末には62になっ
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た。交易条件は80年代後半に大きな変化を示した。1985年3月から1987年

3月までの間に14%の低下を示したが、その後87年3月から1 989年6月ま

での間に24％の上昇を示した。金利水準は70年代と比較して高い水準で推

移したが、これは為替レートおよび経常収支を意識した政策の結果であっ

た。

(7)80年代とくに80年代後半政策当局が最も重要な問題としたのは持続的な

経常収支不均衡の問題であるが、当局の採用した基本的戦略は、総需要抑

制策としての財政引締め政策、国際競争力増強のための所得政策とミクロ

産業政策、およびその間にあって総需要の状況と投資および為替の動きに

弾力的に対応する金融政策を組み合せることであった。しかし、この戦略

は現在までのところ十分な成果を挙げているのは言えない。

3 経常収支赤字・対外債務問題の重要性

1 980年代全般を通じての政府の取り組むべき最大の政策課題は経常収支赤字

問題とそれを主要原因とする対外債務累積問題であった。しかし、経常収支問

題と対外債務問題とが政府が直接的に取り組むべき政策目標であるということ

は必ずしも自明のことではない。経常収支の赤字は国民総支出が国民総生産よ

りも大きいこと、すなわち総投資が総貯蓄よりも大きいことを意味するが、こ

のことをもって一般的に好ましいからざることとすることは困難である。経常

収支を世界全体で集計すれば恒等的に0となるので、全ての国が黒字となるこ

とは不可能である。また経常収支の赤字は、為替レートの自由な変動が保証さ

れている限りでは、資本収支の黒字によってまかなわれることになる。さらに

政府部門に赤字がなく、しかも政府規制等による資源配分上の歪みがないとす

れば、経常収支の赤字は企業や家計の最適化行動の結果を示すにすぎないとい
（3）

う主張も十分な理論的根拠を持っている。

持続的経常収支赤字から主として起因する対外債務累積問題についても同様
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の議論が成立しうる。投資が貯蓄を超えること、あるいはその逆が成立するこ

とは、その間に金融が成立し、そのことによって貸手も借手も共に効用を最大

化することが可能となる｡債務一般が問題でないというのは簡単に推察できる。

個人であれ、企業であれ、あるいは政府であれ自己の収入以上の支出を行うと

きには純債務を負うことになるが、これはそれ自体としては問題ではない。個

人や家計の場合は全体としてみれば経済の黒字部門であるが、個別にみれば住

宅建築等のために個人ないし家計が赤字単位となって純債務を負うことは特に

珍しくないし、それが合理的な行動であることを理論的に説明することも困難

なことではない。また企業や政府は通常赤字部門であり、金融機関や証券市場

を通じて資金を調達し、その代償として債務証書や株式を提供する。特に企業

が自己の貯蓄以上の投資を行うのはきわめて普遍的であり、もし投資が自己資

金ないし自己の貯蓄分のみに依存している場合には企業のダイナミックな発

展、したがって経済全体のダイナミックな発展は不可能となるであろう。昭和

30年代から40年代にかけての日本の高度成長は銀行側のオーバー・ローン、企

業側のオーバー・ボロイングによっていたことを思い出せば十分である。

債務一般が問題なのではないことは以上の議論から明らかである。それでは

問題は対内債務ではなくて対外債務であるところにあるのであろうか。換言す

れば、国内での地域間収支が問題とならないのに、国境を超える取引の収支が

何故問題とされるのかという問題である。確かに民間企業という個別的見地か

らすれば、借入れが国内から行なわれたのか、それとも海外からなされたのか

は本質的な問題ではない｡それらにとって重要なことは､借入れコストをカバー

するに十分なだけの収益が確保されているか否かである｡この意味からすれば、

国境は重要ではない。しかし、個別経済単位にとって必ずしも重要でないこと

が全体としては重要となることは十分に考えられる。例えば、国際的資金取引

において、問題とされるリスクには個別企業にかかわる部分とそれが所属する

国にかかわるカントリー・リスクとが存在する。個別企業としては何ら問題が

ない場合でも、それが所属する国の経済状況が悪化したとみられる場合には、
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その企業にもカントリー・リスク分が上乗せされることになるであろう。状況

がより悪化すれば、海外からの資金調達が個別企業としても、一国全体として

も、困難となってしまう。

もちろん、このような事態は一時的な経常収支の不均衡によっては発生しな

い。それは持続的な経常収支の不均衡、したがって対外債務の累積によって生

じてくる。問題は、その国の経済メカニズムの中に持続的な経常収支の赤字や

対外債務の累積を促がす経済諸力が組みこまれているかどうかであろう。均衡

回復を促がすメカニズムが働いていないとすれば、国内経済政策の大幅な調整

を自ら行なうか、それとも国際的圧力の下に政策調整を余儀なくさせられるこ

とになり、当該国民の生活水準の切下げなどの諸困難がドラステックにかつ長

期間続くことになるであろう。多くの国が累積債務に苦しむようになると債権

国もまた大きなリスクを抱えこむことになり、国際的な信用不安発生の危険性

が高まることになるであろう。

オーストラリアの1980年代の経常収支の赤字と対外債務は一時的なものとい

うよりも明らかに、持続的かつ累積的なものであるように思われる。このよう

に考えれば、経常収支問題は政府が取り組むべき経済政策目標であることは間
（4）

違いないことであろう。

4 経常収支に影響を及ぼす諸要因

オーストラリアの国際収支は70年代末まで一定のパターンを有していた。す

なわち年々の変動を別にすれば、貿易収支は黒字基調を保っていた。他方貿易

外収支は一貫して赤字であった。これは保険料や運賃などの収支の他に利子・

配当の海外への支払いが大きいためであった。オーストラリアは一貫して資本

輸入国であったためにその対価である利子・配当の支払いは常に赤字であっ

た。貿易収支の黒字よりも貿易収支の赤字の方が大きかったために経常収支は

小幅な赤字を示すのが普通であった。他方、資本収支は黒字であったので総合
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収支はほぼ均衡していた。ちなみに1960年代、70年代の経常収支の対GDP比

率はそれぞれ3％、1.7%であった。

しかし80年代には大きな変化があらわれた。第1に、貿易収支は黒字から赤

字に転化した。すなわち、1970年代の貿易収支は対GDP比率で平均1.7%の黒

字から80年代の0.5％の赤字になった。第2に、貿易外収支、とくに利子・配

当支払いが急増した。この利子・配当の支払いの急増は資本収支の大幅黒字化

の反映である。利子・配当の支払いは1960,70年代は対GDP比率で2%ほど

であったのが、1988/89年には3.3%に上昇した。第3に、以上の変化の帰結と

して、経常収支の赤字幅が拡大し、かつその持続期間が拡大した。80年代の初

めの経常収支の悪化は、一時的で循環的なものと考えられていたが、その後赤

字はほとんど減少することなく、その赤字は持続的、構造的なものであること

が明らかになってきた。

1 980年代の経常収支のこのような結果をもたらした要因には次の5つが考え

られる。貯蓄・投資、交易条件の変化、資本移動の自由化、金融政策、国際競

争力の変化である。

(1)貯蓄・投資要因

マクロ経済学の教えるところによれば、経常収支は最終的には一国の貯蓄．

投資バランスに恒等的に等しい。この貯蓄・投資バランスを、公共部門と民間

部門に分割し、それを5年各に対GDP比率で示し、経常収支と関係づけたの

が第2表である。さらに第’図は部門を政府部門、企業部門、金融部門、家計

部門および海外部門を分割し、それぞれの貯蓄・投資バランスを示している。

第2表についてまず指摘できることは1965 - 69年～1985 -89年を通じて、総

投資率が総貯蓄率を上回っており、その結果経常収支は恒常的に赤字であった。

第2に、公共部門の貯蓄率はこの期間中傾向に低下しており、とくに80年代に

はいってその低下が著しい。公共部門の投資率もまた傾向的低下を示すが、そ

の低下は貯蓄率の低下ほどではない。第3に、民間部門の貯蓄率は傾向的にや
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や低下気味ではあるが安定的である。個人貯蓄率は傾向的にかなりの低下を示

しているのであるが､企業部門の貯蓄率がそれを相殺するように上昇した結果、

民間部門全体の貯蓄率は安定的になったのである。他方、民間投資は60年代後

半から70年代の後半まで急速に低下したが、80年代にはいると次第に増大し、

とくに80年代後半に民間投資率の急増がみられる。この結果、民間部門の貯蓄・

投資バランスは赤字の拡大という形であらわれたのである。

第2表 貯蓄と投資（対GDP比率,5年平均，インフレ調整済み）
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80年代、とくにその後半の動きに注目してみれば、第1図に示されているよ

うに､最も特徴的なことは公共部門の貯蓄・投資バランスの急速な回復である。

これは財政当局の緊縮的財政政策を反映するものである。第2の特徴は、企業

部門の赤字が80年代後半にはいって企業投資の増加を反映して増大してきてい

ることである。第3の特徴は、家計部門の黒字は増大せず、むしろ低下気味で

あることである。したがって海外部門の貯蓄・投資バランス、すなわち経常収

支は、公共部門のバランスの改善にもかかわらず、持続的な大幅赤字を抱えこ

んでしまうことになった。
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第1図 各部門の貯蓄・投資バランス
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第2図 粗貯蓄率の比較
対GDP比率
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第3図 粗投資率の比較
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中・長期および短期の側面から貯蓄・投資バランスと経常収支についてその

特徴的なことを指摘してきたが、次に貯蓄・投資バランスについて国際的な観

点から検討しておこう。第2図および第3図はオーストラリアとOECD諸国

について粗貯蓄率と粗投資率を示したものである。粗貯蓄率は平均的にみて

オーストラリアはOECD平均にほぼ近い。民間粗貯蓄率は、日本を除いては、

60年代～80年代を通じて、GDPの18-20%の水準にあった。もっともオース

トラリアについては、80年代粗貯蓄率と民間貯蓄は他のOECD諸国に比較し

て低下している。

他方、その粗投資率は他のOECD諸国のそれに比較して対GDP比率で2～

3％高い。1970年代には投資率は、オーストラリアとOECDともに低下したが、

80年代の初めおよび後半にかなり上昇している。この上昇は、公共部門の投資

率の減少にもかかわらず、民間投資の著しい回復があったことを示している。

オーストラリアにおける貯蓄・投資の動きを要約すれば､以下の通りである。

① 個人貯蓄率は80年代大きな低下を示した。

② しかし、企業の貯蓄率はこの間に大きな上昇を示した。

③ この結果、民間貯蓄率は安定的な動きを示した。

④ 公共部門の貯蓄率は70年代から80年代のなかばまで急速に低下したが、

80年代の末にかなり上昇した。

⑤ 以上の結果、80年代粗貯蓄率は公共部門の貯蓄率の低下を反映して低下

した。もっとも80年代の末には貯蓄率は平均的な水準に回復した。

⑥ オーストラリアの貯蓄率は、1960年代～80年代を通じて、OECD諸国の

平均にほぼ等しい。

⑦ 民間投資率は60年代後半から70年代の後半まで急速に低下したが、80年

代にと次第に増大し、特に80年代後半にはかなり上昇した。

⑧ 公共部門の投資率は80年代にはいって低下してきており、とくに80年代

の後半はその低下が大きい。

⑨ ⑦、⑧の結果、粗投資率は60～80年代を通して、およそ25%の水準で長
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期的に安定している。

⑩ 国際的にみて、オーストラリアの粗投資率はOECD諸国の平均よりも

2～3％程度高い水準で推移してきている。⑪以上の、特に⑤､⑨の結果、

1 980年代において、粗投資率と粗貯蓄率のギャップが拡大し、それが経常

収支の赤字幅の拡大に反映している。

80年代の貯蓄・投資のギャップの拡大について、最も注目すべき点は80年代

前半の公共部門の貯蓄率の低下と80年代後半のその回復、および80年代後半の

公共部門の投資率の低下と民間投資率の上昇である。公共部門の貯蓄．投資は

政府の財政政策に密接に関連しており、民間投資は利潤や利子率の動きと密接

に関係づけられている。

80年代の前半、オーストラリアは拡大的財政政策と経常収支赤字の拡大とを

経験していた。経常収支の赤字の主要な原因は財政赤字によるものとみなされ

ていた。いわゆる「2つの赤字論」である。オーストラリア政府は財政規模を

抑制し、財政赤字の削減を目指した。財政赤字の削減は経常収支の改善をもた

らすものと期待されたが、現実にはその期待は裏切られた。なぜその期待は裏

切られたのか｡第4図は､公共部門の貯蓄・投資の差､すなわち公共部門のネッ

トの借入必要額と経常収支の動きを示している。こられ2つのものの間に同時

的な対応関係はみられない。単純な「2つの赤字論」は否定されたことになる。

「2つの赤字論」は、民間の貯蓄・投資が「他の条件にして等しければ」とい

う仮定に制約される限りにおいて正しいにすぎなかった。

実際には、公共部門の支出の抑制の進行と並んで生じたことは、民間投資の

上昇であった。その結果、公共部門のネットの借入必要額の変化は民間部門の

貯蓄・投資バランスの動きによって中和されてしまった。重要なことは、この

ような民間投資の動きは必ずしも政府部門の財政政策を含めた政策行動とは無

関係ではないことである。まず第1に、政府部門の赤字削減は、いわゆるクラ

ンデイング・アウト効果と逆の効果を生み出すことによって、そうでない場合

に比べて、民間投資の増大を促すであろう。第2に政府による政策、とくに所
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第4図 公共部門借入必要額と経常収支
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第5図 利潤率と民間固定投資率
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得政策は賃金上昇を物価上昇の範囲内に抑えることを通じて、利潤分配率を上

昇させた。第5図にみられるように、GDPに占める利潤の割合は、1 980年代

のなかばより急速な上昇を示しており、その動きに対応して民間固定投資の新

GDP比率も急速な上昇を示している。

以上みたように、公共部門と民間部門の貯蓄・投資の相互作用の結果、政府

部門の支出及び赤字削減は、予期したような、経常収支の赤字の削減を生まず、

むしろ民間投資の刺激を通して、経常収支の赤字の拡大を生みだすことになっ

た。

(2)交易条件の変化

国際マクロ経済学によれば、交易条件の変化は輸出、輸入関数に影響を与え

ることを通じて経常収支を左右する。すなわち、自国財（輸出財）価格の上昇

は、外国財1単位を確保するために必要な自国財の輸出量以前より少なくてす

むことになる。このことは外国財で測られた自国の所得の増大を意味し、マー

シャルーラーナー条件が満されるとすれば、それは自国の貯蓄の増大と貿易黒

字の拡大をもたらす。逆は逆である。

オーストラリアの交易条件は長期的には傾向的に低下してきた。1970年代の

初めにその交易条件は一時的に急激な上昇を示すが、その後は再び低下する。

80年代には2つの時期に交易条件の大きな変化がみられた。1つは、1985年3

月から1987年3月にかけての交易条件の14%の低下であり、いま1つは1 987年

3月から1989年6月にかけての27％の上昇である（第1表)。

第1の時期の交易条件の低下は、この時期の大幅な経常収支の赤字の主要な

原因の1つと考えられた。1984年～87年の3年間に、交易条件の悪化は、貿易

収支をそれぞれ9億ドル、39億ドル、22億ドル、合計70億ドル悪化させたと推
（5）

定された。

この間、オーストラリアの為替レートも急速に減価した。1985年～1986年に

為替レートは約1/3低下した。このような為替レートの低下は、一時的なJカー
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ブ効果の後に、経常収支の改善をもたらすものと期待されたが、実際にはその

効果はかならずしも期待されたほどのものではなかった。

第2の時期の1 987年から1989年にかけての急速な交易条件の良化も、理論の

想定と異なって経常収支の大幅改善をもたらすことはなかった。理論的には交

易条件の一時的な改善は民間貯蓄率の上昇をもたらし、その結果経常収支の改

善をもたらすものと考えられるが、オーストラリアの民間貯蓄率は必ずしもそ

のような変化を示ざなかった。

1 980年代のオーストラリアの経験は、交易条件ないし実質為替レートが経常

収支の均衡化に与える影響力が必ずしも十分なものではなかったことを示して

いるように思われる。このような経験は、1980年代のアメリカや日本の経常収

支の持続的不均衡についての経験とも一致しているように思われる。

(3)資本取引の自由化

1980年代のオーストラリアにおける経済上の重要な変化の1つは、金融の自

由化．国際化であった。この金融の自由化・国際化は色々な側面を持つが、そ

のなかの重要な側面は外国との資本取引の自由化であった｡ 1970年代の前半

に、世界の主要国が固定為替相場制度から変動為替相場制度へ変ったにもかか

わらず、オーストラリアの金融当局は為替レートの決定を市場にまかせること

をせず、自ら決定していた。当局が適切と考えた為替レートを維持するために、

当局は先物市場および現物市場に介入し、様々な為替管理を行った。長期資本

の流入に対する制約はほとんどなかったが、長期資本の流出と短期資本の流出
（6）

入は厳しく規制されていた。

しかし、金融当局は1983年10月先物為替市場への介入を停止した。つづいて

83年12月に直物為替レートの決定を市場にまかせる旨の発表を行うと同時に、

大部分の為替管理を撤廃した。さらに84年4月大蔵大臣はそれまで銀行部門に

のみ限定されていた外国為替ディーラーを非銀行金融機関にも拡大した。為替

レートの市場での決定、為替管理の撤廃、為替ディーラーの拡大などの措置に
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よってオーストラリアの外国為替市場は広さ、深さ、弾性を備えた市場へと発

展してきた。外国為替取引高は1985年から1987年の間で5倍となった。一日の

外為取引高は250億ドルとなり、世界で6ないし7番目の外国為替市場となっ

た。

このことは、資本フローの増大という形でも確められる。1980年代にオース

トラリアの資本流出額と資本流入額は対GDP比率でみて大きく上昇している。

80年代の資本流入額の対GDP比率は平均して6.5%であり、これは60年代およ

び70年代と比較して2倍以上である｡資本流出額についても同じことが言える。

すなわち、60年代、70年代におけるその対GDP比率は1%以下であったのが、

80年代には2.5%に達している。

内外資本取引の自由化による資本の移動可能性の増大は国内貯蓄と国内投資

の関係、したがって経常収支に重要な影響を与える。フェルドステインとホリ
（7）

オカが指摘したように、封鎖経済の下では国内貯蓄と国内投資の恒常的一致は

保証されているが、国際間の完全な資本移動が保証されている下では一国の貯

蓄と投資の恒等性は否定され、国内貯蓄と国内投資とのキ､ヤップはかなり長期

間にわたって在続できる。すなわち、国際的な資本移動の完全性が与えられれ

ば､各国それぞれの貯蓄率と投資率は互に独立的に決定されていることになり、

両者の値の差は海外からの貯蓄の移転によってまかなわれる。ティースの実証

分析によれば、かってはオーストラリアにおいて貯蓄率と投資率との間にはか

なり高い相関がみられた。しかし1980年代にはいってこの相関がかなり低下し

てきており、この相関性の低下は資本取引の自由化によって生じたものと推定
（8）

されている。

オーストラリアは、その自由化によって海外貯蓄へのアクセスがより容易と

なり、国内貯蓄のみならず海外貯蓄を利用して高い投資率を実現することが可

能となった。これが経常収支の赤字の持続的拡大を可能にした金融的側面であ

る。
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(4)金融政策

経常収支赤字問題およびそれから生ずる対外債務累積問題が最も緊急な政策

課題となった1980年代後半における金融政策の役割は微妙なものであった。

まず第1に、理論的には、金融政策は経常収支にどの様な影響を与えるかは、

特に短期においては必ずしも明らかではない。例えば、金融引締めは金利の上

昇を通じて為替レートを上昇させ、その結果国内財か外国財に比較して割高に

なるためと輸入が増大し経常収支が悪化する。他方、金融の上昇は支出、特に、

投資を抑制することを通じて輸入を減少させるために経常収支を改善させる。

この結果、金融政策の短期的効果は不明確なものとなる。しかも、これらの理

論的推論を実証的に検証することは容易ではない。為替レートや所得水準に影

響を与える要因は､金融政策だけでなく、例えば交易条件の変化もまた為替レー

トに、従って経常収支に影響を与える。現在の世界では経常収支に影響を与え

る様々なショックが同時的に生じており、それぞれの要因の経常収支への効果
（9）

を量的に推定するのはきわめて困難である。

金融政策の役割の微妙ざは、第2に、ポリシー・ミックスにおけるその役割

に反映されている。経常収支の赤字解消のための伝統的な方法は、金融、財政

政策による総需要の抑制である。たしかに厳しい引締め政策は経済の貯蓄・投

資バランスを変えることを通じて経常収支の改善に役立つかもしれない。しか

し政府はこのような政策だけで十分であるとは考えなかった。たとえこのよう

な政策が成功したとしても、再び需要が強まれば、経常収支も再び悪化し、こ

れまでと同じことになってしまう恐れがあったからである。むしろ重要なこと

はたんなる総需要全般の抑制ではなくて、輸出産業あるいは輸入代替産業への

投資を増加させることを通して国際競争力を強化する形での総需要の抑制でな
（10）

ければならなかった。

このような政策目標の達成のために金融政策のなしうることは、しかし、あ

まり大きくない。なぜならば、金融政策の効果は、本来選択的な効果というよ

りも一般的な効果であり、しかも金融の自由化の下では特にそうである。総需
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要を抑えるための金融引締め政策は、それが実際に有効であるとすれば、国際

競争力の強化に貢献する投資を同時に抑えることになる。問題となるのは他の

経済政策の有効性である。すなわち、もし財政政策や所得政策によって総需要

の抑制やインフレの抑制が十分になされる場合には、金融政策を緩和し、利子

率を低下させ、投資を促進させることが可能となる。他方、もしこれらの政策

がうまく作動しない場合には、総需要の抑制のための責任の大半を金融政策が

引き受けざるを得なくなり、厳しい金融引締め政策が実施されることになる。

80年代後半の金融政策が「バランシング・ポリシー」と呼ばれたのはこの間の
（］1）

事情を示すものである。

1980年代後半、金融政策は以上のような理由によって、金融緩和の時期と厳

しい金融引締めの時期にわけられるのであるが、金融政策の経常収支への効果

は、あいまいなままに残されており、経常収支の持続的赤字の解消に大きな役

割を果したとは言えない。

(5)ミクロ経済改革

経常収支問題に対する財政政策、金融政策などの経済政策は短期的、循環的

な性格を有しているのに対してミクロ産業政策ないしミクロ経済改革は長期

的、構造的性格を有している。1980年代のオーストラリアにおいては、経常収

支の不均衡拡大は、恒常的かつ構造的な問題となっており、たんなる短期的、

循環的対応では不十分であるという認識が一般的になった。すなわち1981年の

資源ブームの崩壊以来オーストラリア経済は大幅な構造調整を必要とすること

が強く認識されるようになった。1985～86年の交易条件の急速な悪化はこの事

実を再確認させ、伝統的な経済構造の下ではオーストラリア経済の長期的展望

を描くことが困難であることを示した。

第一次生産品中心の輸出構造と第二次産品が主要構成部分である輸入構造か

ら脱却して、国際競争力のある商品、とくに製造工業品の国内生産と輸出を促

進するための産業政策が立案される必要があった。もっともこの目的に合致し
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た産業政策がどのようなものであるべきかについては必ずしも意見の一致をみ

ているわけではない。1つの立場は資源の効率的配分の実現のためには価格機

能を重視すべきであり、従って価格機能を妨げる政府規制や諸制度を自由化の

方向に動かすことが重要と考える。いま1つの立場は現実の市場は完全競争市

場というよりも寡占市場であり、賃金を含む労働条件は個別的な交渉によって

よりも集団的な方法で決定され、政府は様々な形で規制や指導を行っているこ

とを重視する。このような現実の下では、政府は政府、企業、労働組合が対立

するよりもよりよく協力しあえるように努力し、それを基礎としてオーストラ

リアにとって必要とされる構造調整を行ないうるようにすべきであるとする。

オーストラリア政府、とくに労働党政府はこのいずれか一方のみの立場に立

つのではなく、その中間の立場に立って政策を進めてきたように思われる。

前者の立場に立つものの代表としては、80年代に急速に展開された金融の自

由化を挙げることができる。金融市場は伝統的に政府規制が厳しく、かつ寡占

的市場であったが､80年代初めのキヤンベル委員会の報告を受けて保守党政府、

そして後には労働党政府は、金融の自由化、国際化を推進し、自由競争に基づ
（12）

いた資金配分を行ないうるシステムをつくりあげた。

後者の立場に立つ代表的な政策は「アコード」に基づく賃金政策であった。

この政策によってACTUとの合意の下にオーストラリアの国際競争力の強化、

維持を考慮して賃金決定が行なわれることになった。さらに自動車産業への保

護政策の見直しもこの立場に立つものであった。自動車産業は輸入割当と高関

税によって手厚い保護が行なわれてきたが、自動車産業の現状と将来について

自動車業界との協議のうえで新しい自動車産業政策が実施きれた。これは国内

生産を13モデルから6モデルへ減少きせ、1991年には輸入割当制の廃止を行う

ことによってオーストラリアの自動車産業の国際競争力をつけようとするもの

である。

その他にも、いずれの立場に立ったものであるにせよ、多くのミクロ経済改

革が80年代に取り組まれた。税制改革、教育および職業訓練の強化、運輸・通
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信体制の効率化、などが行なわれた。このような諸改革によって生産資源がよ

り効率的かつ伸縮的に使用され、経済の効率化がはかられ生産性したがって、

国際競争力が向上し、その結果経常収支の改善が期待された。

しかし、これらのミクロ経済改革ぱ現実の経常収支にどのような影響を与え

たかはあまりはっきりしない。理論的にもミクロ経済改革によってもたらされ

ると期待される効率化、生産性の上昇が経常収支にどのように影響を与えるか

は必ずしも明らかではない。たしかに税制などによる資源配分の歪み、例えば

投資優遇的税制によってもたらされた歪みは、その優遇税制を改正することに

よって解消され、その結果経常収支の改善がもたらされるであろう。しかし一

般的には、ミクロ経済改革の経常収支への影響は一義的ではない。確かにそれ

による経済の効率化や生産性の上昇によって、そうでない場合に比較して、商

品価格の低下がもたらされ、経常収支の改善が見込まれる。しかし、他方では

それは実質所得を上昇させ、その結果実質支出も増加することになる。すなわ

ち、生産性の上昇は、消費者に対してはより低い価格の商品を、労働者には、

より高い賃金を、企業と株主にはより高い利潤をもたらす。したがってそれは

生産の増加だけではなく所得の増加に基づく支出の増加をもたらすために、生

産と支出のギャップに対して一義的な影響を与えるとはかぎらない。

確かに、ミクロ経済改革のいくつかは経常収支に明確な影響を与えるように

みえる。例えば、関税の引下げはある財の輸入の増大をもたらすと思われるか

もしれない。しかし、それから派生する間接的効果によってその直接的効果は

相殺される可能性がある。輸入財は原材料として他の生産に使用される場合に

は、コストの低下となる。輸入増加はより低い実質為替レートをもたらす。か

くして関税の低下は、輸出・輸入構成を変えるけれども、経常収支全体を変化
（13）

させないかもしれないのである。

ミクロ経済改革の経常収支への影響は、通常考えられている程には、理論的

にも明確ではなく、また現実のミクロ経済改革はそれが実現するまでには相当

の期間が必要とされ、しかもその効果が他の諸政策の効果と分離して観察する
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ことはきわめて困難である。80年代のミクロ経済改革がどの程度経常収支に影

響を与えたかは推定困難である。

5 むすびにかえて

1 980年代のオーストラリア経済が直面した基本問題は経常収支の持続的大幅

赤字化とそれを主たる要因とする累積対外債務問題であった。この問題はオー

ストラリア経済にとって必ずしも第一義的に重要な問題ではないという意見も

あるが、しかしそれらが一定限度を越えると、長期的に経済の安定的成長を阻

害する要因となりうるという意味において経常収支赤字問題は基本的な問題で

あると言わねばならない。このような経常収支の持続的大幅赤字化をもたらし

た諸要因の検討から得られたいくつかの重要な論点は以下のとおりである。第

1に、経常収支赤字問題は、貯蓄・投資バランスの問題であり、オーストラリ

アの投資率は貯蓄率をかなり上回っているために生じた。緊縮的財政政策によ

る財政支出の抑制は、他方では民間支出を逆クラウディング・アウトすること

によって、支出水準全体を抑えることに成功しなかった。また所得政策による

賃金抑制政策は利潤率を上昇させることによって投資を刺激し、貯蓄・投資バ

ランスの回復を妨げた。第2に交易条件ないし実質為替レートは輸出入を動か

すことを通じて経常収支に一定の影響を与えるが、しかし経常収支を均衡化す

るに十分なほど機能しない。このことは実質為替レートが貯蓄・投資バランス

に与える効果ほそれほど大きくないことを示唆する。第3に、海外との資本取

引の自由化は海外貯蓄へのアクセスをより容易にし、高い投資率を実現可能と

した。これが経常収支の持続的大幅赤字化を可能とした金融的メカニズムであ

る。第4に、金融政策の経常収支への短期的効果は不明確である。それは所得

効果と価格効果の相対的な大きさに依存するであろう。第5に、ミクロ経済改

革は、一般に言われているほどには、経常収支への影響は大きくもないし、明

確でもない。
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圧

( 1 ) Treasury [25] 86/87年度版 pp.36-47およびpp.48-55.

( 2 ) Reserve Bank of Australia, [19] 1988年版 p. 13.

（3） このような立場に立って経常収支問題が政府や一般的な世論が主張しているほどに

は重要な経済政策目標とならない主張したものとしては、Pitchford [16], [17], [18]

がある。

（4）このような立場に立って、Pitchfordの主張に反論したものとしてArndt [ 1 ]が

ある。

( 5 ) Treasury [25] 1988/89年報 p. 125.

（6） オーストラリアの為替制度と為替管理については石垣［28］第9章を参照せよ。

( 7 ) Feldstein, M and C Horioka [ 9 ] .

( 8 ) Tease [24] p. 183～184, pl99～200.

( 9 ) Tease [24] p・’85．

(10) 1980年代の金融政策については、石垣[28]第10章および[32]をみよ。

(11) Reserve Bank of Australia, [19], 1989 p、13．

(12）オーストラリアの金融の自由化については石垣［28］第9章をみよ。

(13)ミクロ経済改革の経常収支への影響についての理論的研究としてはForsyth [10]

をみよ。
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第11章 オーストラリアの産業構造分析

1 序

小論の目的は、オーストラリアの産業組織の特徴を、特に貿易に関連して、

検討することである。確かに、オーストラリアの産業組織上の課題は、その効

率性と生産性が市場の小規模性と分散性に制約されている程度、及び公共政策

の効果を検討することである。(Caves, 1984)しかも、1 988年の新経済政策

では、関税引下げにより、保護を緩和し、費用を節約し、効率を高めることに

より、工業品の輸出を刺戟することが提案された。(Keating, 1988)これらを

ふまえ、寡占が支配的なオーストラリアにおいて、貿易を含む市場構造要因が

市場成果に及ぼす効果を検討し、そこから産業組織の特長をとらえ、オースト

ラリア産業の発展の可能性を検討する。

2 レビューと仮説

オーストラリアでは、寡占が支配的である。工業では極高位集中状態にある

産業が他国に比べて多く存在している。アメリカと比較すると、オーストラリ

アでは、4社集中度が70％以上の産業の割合は、22% (1968～9年）に対して、

アメリカでは、12% (1968年）であった。しかも、オーストラリアでは、長い

間、企業間共謀が支配的であり、しかも最近までこれらの制限的慣行は正常な

事業行為として認められていた。
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寡占が支配的な経済において、それがどのような影響を経済に及ぼしている

かについて、数多くの研究がある。以下において、集中度と利潤マージンとの

関係についてのオーストラリアの研究をレビューしてみよう。Parry (1977)は、

4社集中度は正だが、非有意であり、他の構造要因、例えば参入障壁について

も同様であることを発見している。Round (1980)は、147全産業において、

利潤率と集中度の間に負の関係があるが、3つのサブ・グループ、高集中、中

集中、低集中産業の間では、高集中と高利潤マージンとの間に、弱いが、正の

関係がある。DixonとGunther (1986)は、国内私的消費向けの20産業では、

利潤マージンが完全共謀水準から離れる程度を推計した。Dixon (1987 a )は、

主として国内消費向けの12の産業において、大グループの粗利潤マージンは、

グループの規模及びグループ内での市場シェアの分布度と無関係であるという

実証結果を見出している。

従って、利潤マージンと集中度との関係についての実証研究は、大部分の産

業において、正かつ有意な仮説を必ずしも支持していない。この点において、

オーストラリアの研究の結果は、最近の外国での研究における事実発見とそれ

ほど異なるものではない。そこでは、集中度と利潤率とのロバストな正かつ有

意な関係は立証されていない。

このことについては、多くの理由が考えられる。そのうちの重要なものとし

ては、実証研究において、地域市場と全国市場の区別又は貿易による競争に対

する配慮が欠けていたことが挙げられる。

ここでは特に、集中度と利潤率の関係が貿易の影響を含んでいる可能性に注

目する。輸入は市場競争を激化し、利潤率を低下させる。より重要なことは、

企業は共謀して、市場を保護しようとして、政府に関税や輸入規制政策の採用

を要求し、利潤率を維持しようとする。輪入の利潤率効果については、例えば、

Pagoulatos and Sorensen (1976)の実証研究は、負の効果を見出している。し

かし、他の研究では、これと異なる結果を見出している。

輸出は海外市場競争に曝されるため利潤率を低下する傾向があるが、他方、
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生産量の増加による規模の経済性の利益を獲得したり、市場支配力により、国

内価格を引上げることによって、利潤率を増加させるであろう。事実、輪出の

利潤率効果については、実証結果はまだ不明確である。例えば、Khalilzadeh-

Shirazi (1974)は、UKについて、正の効果を、Neumann et aL (1970)は、西

独について、負の効果を見出した。

以下において、われわれが検証する主な仮説は次の通りである。

（1）集中度は、規模の経済性及び（又は）市場支配力によって、利潤率に正

の効果をもたらすが、他方、X非効率によって負の効果を生じる。

（2）輸出は競争的で、価格の低い海外市場では、利潤率に負の効果をもつ。

逆に寡占的で、高価格の設定可能な海外市場では、輸出は利潤率に正の効

果をもつ。更に規模の経済性が生じるとき、正の効果をもつ。

（3）輸入は、国内市場競争を激化させることにより、利潤率に負の効果を生

じるであろう。

3 モデルと分析方法

以上の仮説は、利潤率と市場構造要因との回帰分析によって検証される。

(1)サンプル

サンプル(1)は､1 974～1981年の8年間について､40の製造工業についてのプー

ルされたデータからなる。資料出所は、IACの資料に基づく。サンプル(2)は、

1980-81年の66の製造工業のクロスセクション・データからなる。資料出所は、

本論文第2表注参照。

(2)モデル

Yt =Z/9iXti +60十〃
i=1
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Yt;従属変数、t;年(t= 1～m)、i;産業(i=1～n)、Xti ;独立変数、

β1；推定パラメータ

β。；定数

狸；攪乱項

この方程式はOLSによって推定きれる。

(3)変 数

従属変数（被説明変数）は、総資本利潤率(RF) (営業利潤/使用総資本）

及び売上高利潤率(RS) (営業利潤/売上高）であり、市場成果の指標である。

独立変数（説明変数）は、市場成果に影響を及ぼす以下の市場構造要因であ

る。市場集中度は、産出額で測った4社(CR4)又は5社集中度(CR5)である。

貿易上の構造要因として、輸入比率(IM)は、内需に占める輸入額の割合で

ある。更に輸出比率(EX)は、産出額に占める輸出額の割合である。市場成

長率(GS)は、工業価格指数でデフレー卜した産出額の対前年変化率である。

成長率は、利潤率と正の関係をもつと仮定する。生産性(VL)は、デフレー

トされた付加価値を従業者数で除したものである。これは利潤率と正の関係が

仮定される。有効保護率(ERA)は、関税と補助金による産業援助を測る指標

である。これは、利潤率に正の関係があると仮定される。最後に、ダミー変数

Yi (i=1～8)は、1 974～81年までの各年のダミーである。更にダミー変数

Di (i=1、2，3)は4社集中度CR4≧85%の高集中産業のダミーD1、

CR4≦35%の低集中産業のダミーをD2，85% > CR4>35%の中集中産業のダ

ミーをD3とする。

以下、これらの市場構造要因と利潤率との関係に関する仮説を、回帰分析に

よって検証する。
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4 実証結果

4(I)実証結果1

1974-81においては、総資本利潤率に対して、成長率、生産性は正、輸出比

率は負かつ有意であり、仮説（負の輸出仮説を含む）は支持きれた。しかし5

社集中度と輸入比率は非有意であり、仮説は支持されなかった。（第1表）な

お変数間の相関関係の存在を考慮して3つの式による推定を行なっている。

4 (II)実証結果2

1980年度のクロスセクション分析では、売上高利潤率に対して、成長率は正、

輸出比率は負かつ有意であり、仮説（負の輸出仮説を含む）は支持された。し

かし、4社集中度、輸入比、生産性、有効保護率は非有意であり、仮説は支持

されなかった。（第2－1表）ただし、この分析では、独立変数RSは、資本

利潤率でないため､従属変数に資本／産出額を加える必要があるが､資本のデー

タが得られなかった。従って、あくまで暫定的な実証結果にとどまることを断

わっておかねばならない。

4(Ⅲ）実証結果をめぐる議論

第1表、第2－1表で示された回帰分析の結果について説明する。

(1)集中度と利潤率との非有意な実証結果は、仮説を支持しない。これは他

のオーストラリアの研究成果と調和的である。この理由を検討してみよう。

(a)集中度とハーフインダール指数との間のホーン型の関係があることが

その原因であるかもしれない(Sleuwaegen, L and W. Dehandschutter,

1986)。そこで、対数表示による集中度を用いて検討したが、同じ非有

意な実証結果しか得られなかった。（第2－3表）

(b)このような誤った変数の特定による困難を緩和する手段として、集中

度の臨界水準を考慮に入れた計測結果によると、高集中産業(CR4=
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85％）（タバコ製品、紙・パルプ、ガラス・ガラス製品、鉄鋼）では、

他産業より利潤率は高いしかし低集中産業(CR4≦35%)及び中集中産

業(35% <CR4<85%)のダミー変数は、非有意であった。（第2－2表）

即ち、集中度と利潤率の正の関係が見出されるのは、高集中産業のみで

ある。従って、4社集中度(CR4) 85 %が、この関係を見出しうる臨界

水準であった。

オーストラリアでは、共謀（公然の又は暗黙の）が、特に価格に関し

て歴史的に一般的に行われていた。そこでは、多くの産業において仲間

意識(mateship)があり、価格リストの規則的交換、強い労働組合の存

在が知られている。多くの産業は、伝統的に非効率水準で生産し、それ

らは海外からの競争に対して政府によって強く保護され、これが費用以

上に価格を設定することを可能にした。故にこれら関税、共謀、その他

保護政策の影響のために、集中度の利潤率への正の効果を取り出すこと

が出来なかった。特に、低集中産業のうち、衣服．繊維．靴産業は、独

占力を欠いているが、政府による高関税による保護をうけて来た。中集

中産業では、多くは高度に保護されているが、国内市場の小さいことと、

これに伴って、小規模な、非効率的周辺部分をもっていること、輸出市

場のないこと、アジア諸国の優勢なマーケティング力などにより、利潤

率が低く、保護政策にかかわらず、集中度．利潤率の正の関係が見出き

れなかった。これと対照的に、高集中型産業では、保護政策にも助けら

れて、市場支配力によって、正かつ有意な利潤率成果を得た。

しかし、集中度の全般的効果は、他の一般的に容認された研究結果と

は異なる。それは、高集中産業では、X非効率が存在し、低・中集中産

業では、高関税による保護による利潤率水準の維持によるものと考えら

れる。(Round, 1976, 1979 b )

(c)集中度の指標のバイアスは、地域的及び全国的市場の区別を配慮して

いないことから生じると思われる。オーストラリアの産業組織の特徴は、
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長距離と少い人口という自然的制約条件の下での小規模かつ分散した市

場及び国際間の輸送費及び地域別政策と長い歴史をもつ保護政策の不自

然な政策に求められる。故に、これらの要因は企業が規模の経済性を得

ることを妨げてきた。集中度は、市場の範囲を考慮することの困難性か

ら、利潤への正かつ有意な結果をもたらさなかったといえる。

(d)オーストラリアの産業分類上の問題点として、ここで用いた4桁産業

分類は、米国の3桁産業分類にほぼ等しい。従って、このことが集中度

に関する分析結果を暖昧にしたともいわれる。(Caves, 1984)

(2)輸出の利潤率への負の効果を論じることは、より一層重要である。実証

結果は、輸出がより競争的な海外市場において利潤率を低下させるという

負の利潤率効果の仮説を支持している。ここでは、為替レートの上昇が利

潤率を低下させたことも注意すべきである。(Gregory, 1976)また輸出

産業の参入障壁が低いことが理由の一つとして挙げられる。更に、追加す

べきことは、産業の特殊性が輸出の利潤率効果を説明するということであ

る。即ち、加工型産業のように高付加価値型産業では、輸出は正の利潤率

効果をもつ。他方、素材型産業のように低付加価値型産業では、輸出は負

の効果をもつ。従って、輸出の負の効果の理由の一つとして、オーストラ

リアの工業の輸出は、主として低付加価値の資源型産業に依存しているこ
（3）

とを指摘することができる。オーストラリアの工業の輸出構造は、電気機

械､自動車のような加工型産業の輸出に占めるシェアは､10％以下に止まっ

ている。これらはまだ十分に輸出できるまで発展していない。

(3)生産性が利潤率に正の効果をもつという仮説の理由を説明する必要はな

い｡ 1974-81年では、この仮説は支持された。

(4)有効保護率と利潤率の関係は非有意であり、仮説を支持しない。これは

高い保護が産業の非効率性を増加したため、実証結果を不明確にしたと思

われる。
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5 結

公
冊

二
三
口

オーストラリアは、工業の小規模かつ分散的構造を特長としている。これは

工業の発展に制約を課することになった。しかし、この問題は成長と生産性の

向上によって解決されるであろう。この点では、輸出の増加は、市場規模と企

業規模の拡大をもたらすであろう。この結果もたらされる効率の増加は、高い

付加価値を生む加工型産業の輸出シェアを高め、利潤率を増加するであろう。

かくして、われわれは、オーストラリアは輸出を増加するために成長と生産性

を高めるべきであると結論する。1988年5月のオーストラリアの経済政策は、

この方向に沿って、関税引下げによる保護の削減を提案している。これは費用

を引下げ、工業に海外市場の開拓の機会を開く刺戟を与えようとするものであ

る。

＊小論の作成に当り、Prof. R Drysdale (Australia-Japan Research Centre Au

stralian National University, Dr. R. Dixon, Faculty of Economics and Com

merce, Melbourne University, Dr. P･Williams, Graduate School of Manage

ment, Melbourne Universityより貴重なご教示を得たことに感謝します。も

ちろんありうべき誤りは筆者の責任である。

オーストラリアエ業の利潤率の決定要因
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注：年ダミーYi(i= l～8)のパラメータの数値の記入は省略した。
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第2－1表
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第2－3表
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注:EX :輸出比率、GS:成長率、1M:輸入比率、VL:実質付加価値生産性、CR4: 4

社集中度、LCR4 :対数表示の4社集中度、CR5: 5社集中度、ERA :有効保護率、

RA:総資本利潤率、RS:売上高利潤率、Y1:年ダミー(1974～81)、D, :CR4≦85%、
D2 :CR4≧35%､R2:修正済決定係数､F:F値､N:サンプル数､有意水準:ia)1 %、
(b)5 %、(c)10 %

[出所] Australian National Account lnput.Output Table l980-81
1ndustrv Concentration Statistics, ABS.

注

(1) アメリカとオーストラリアの集中度の比較は次の通りである。

CR4 アメリカ(1967) オーストラリア(1968～9)同(1972)

50％以上 30．3％ 46％ 45％

70％以上 12.1% 21.7% 23%

(Hefford and Round, 1987)

（2） オーストラリアのTrade Practices Actは、1965年法を改正して、1 974年に導入き

れた。その目的は有効競争の実現にある。(Brunt, 1976)従って、1 974年以降の産業

組織の分析を目的として、分析期間を選んだ。

（3） 工業品輸出構成は、第3表の通りである。おのうち、加工型産業の輸出シェアは、

11.1% (1973～74)、8.2% (1977～78)及び9.9% (1981～82)である。なお、輸出シェ

アの最大部門は、農産品工業（食料品、ビール、タバコ）の49％、46％及び38％であ

り、低下傾向にある。他方、鉱産品工業（基礎的金属製品）は、25．7％、32％及び29％

と増加傾向にある。（第3表）
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第3表 オーストラリアの輸出構成
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AgriCulture

Mining

Manufacturing

Total

Food beverage and tobacco

Textiles

CIothing and footwear

Wood, wood produts and furniture

Paper, paper products and printing

Chemical, petroleum and coal produCts

Non metalic mineral products

Basic metal products

Fabricated metal products

Transport

Other machinery

Micellaneous

Total

source; Australian Trade Classified by lndustry: 1968-69 to l981-82, work
ing paper, IAC, 1985.
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